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はじめに 

～調査テーマ選定の背景と目的～ 

 

高度経済成長・人口増加期に急速に建築されたニュータウンをはじめとする住宅の老朽化、団

塊の世代の高齢化、人口減少、核家族化の進行、高齢者単独世帯の増加、都市のスプロール化、

戸建中古物件取引の少なさ、新築戸建を志向する根強い価値観の存在等、今の日本には、今後

ますます空き家が増加する要素が山積している。中でも人口減少・少子高齢化が全国で最も速

いスピードで進行する東北圏では、他地域を上回るペースで空き家が増加していくことが懸念さ

れる。 

これまで、空き家を減らす取り組みの多くは「空き家バンク」をはじめとして、行政主導で行われ

てきた。しかしその成果は、個々の空き家の解消等、局所的な解決にとどまっており、都市・地域レ

ベルでの面的・抜本的な解決には至っていないのが現状である。 

一方民間では、空き家の売り手と買い手をつなぐマッチング業者や、リノベーション業者等の新

たなプレーヤーの参入等を背景に、空き家を再生・流通させる取り組みが見られるようになってき

た。 

本調査は、上記の認識に基づき、東北圏における空き家を活用した地域活性化に向けた方向

性や対処法を提示することを目的とする。「人口減少によって使われなくなった空き家という『資

源』をいかに有効活用していけば良いか」「その有効活用によって地域を活性化していくにはどの

ように行動すれば良いか」という視点で調査した。また、単なる空き家の利活用に関する事例紹介

で終わるのではなく、事例調査の具体的で実践的な情報から示唆となる共通点を抽出し一般化

した。その際、再び個別の事例に適用できるような一般化となるよう留意した。本調査が、東北圏

の空き家等問題解決の第一歩に貢献できれば幸いである。 

なお、本リポートの３章と４章の調査実施およびとりまとめは、株式会社ニッセイ基礎研究所の

協力を得て進めてきた。さらに同研究所には、全体を通じての監修を担当して頂いた。また、事例

調査を進めるに当たり、調査先の関係者の皆さまから多大なるご協力を頂いた。この場を借りて

厚く御礼を申し上げたい。 
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本調査のポイント 

 

１．空き家等問題の現状と課題 

空き家には「別荘等二次的住宅」「売却のために空き家になっている住宅」「賃貸のために空き

家になっている住宅」「上記いずれにも当てはまらない住宅（＝その他空き家）」がある。問題の核

心はその他空き家の増加である。 

その解決には法制度・税制度の強化・見直しが重要であることは間違いない。しかし、本調査の

着眼点である空き家等活用による地域活性化を進めていくためには、これら行政の取り組みをベ

ースとしながらも、そこに民間主導の取り組みが広がらなければならない。 

 

２．全国の自治体ごとの空き家率の将来予測 

本調査では、パネルデータ分析1の手法を活用した。全国の市町村等2（１，７１９）のうち、空き家

データが存在する市町村等（東京特別区、市、および人口１５，０００人以上の町村１，０５９）の各種

実績（２００５～２０１８年）から、空き家率の予測モデルを作成した。作成したモデルに、各説明変

数の既に公表されている予測値等を外挿することで、２０４３年までの空き家率を予測した。 

空き家率は、全国平均で、２０１８年の７．９％から、２０４３年には１３．６％まで、５．７％ポイント増

加する予測結果となった。東北圏平均では、７．９％から１４．３％と、６．４％ポイント増加する予測

結果となった。この増加幅は、全国平均の５．７％ポイントや西日本平均の４．６％ポイントより大き

く、２０１８年度時点に西日本（９．１％）より低かった空き家率（７．９％）が、２０４３年予測では西日

本平均（１３．７％）を上回る予測結果となった。 

また、新築持家の抑制や古い住宅の適切な除却促進といった施策を打つことによって、空き家

率の低下が可能となることや、その影響度合いも仮想的に試算した。 

 

パネルデータ分析のモデルの推計結果 

 変数 係数 有意確率3 

被説明変数 空き家率 ― ― 

説明変数 

高齢者率4 ０．０９５ ０．１％未満 

高齢単独世帯率5 ０．４８７ ０．１％未満 

築古持家率6 ０．２７５ ０．１％未満 

 
1 同一の対象を継続的に記録したデータを分析する手法。本調査では、複数の自治体の時系列

データを一度に分析するために当手法を活用した。 
2 東京特別区（２３区）を含む。以下、市町村と東京特別区をあわせて「市町村等」という。 
3 当該説明変数が被説明変数に全く影響を与えないという仮定が正しい確率 
4 市町村の総人口に占める７５歳以上の人口の割合（出所：総務省「国勢調査」） 
5 市町村の全世帯に占める６５歳以上の単独世帯の割合（出所：総務省「国勢調査」） 
6 市町村の世帯が入居している住宅総数に占める築４８年以上の持家の割合（出所：総務省「住

宅・土地統計調査」、国土交通省「建築着工統計調査」） 
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２０１８年実績7 

  

 

２０４３年予測 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 
7 総務省「住宅・土地統計調査」は、人口 1 万５千人未満の町村は集計していないため、欠損値と

して表示している。 
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空き家率等の西日本・東日本8・東北圏（内数）別 比較 

 
平均値（％）9 １５％以上の市町村数 

全国 西日本 東日本 東北圏 全国 西日本 東日本 東北圏 

実績 

２０１８年 
７．９ ９．１ ６．８ ７．９ ９０ ７２ １８ ６ 

予測 

２０４３年 
１３．６ １３．７ １３．５ １４．３ ２８１ １４７ １３４ ４６ 

政策シミュ

レーション10 
１０．０ １０．２ ９．９ １０．４ ３９ ２５ １４ １ 

政策による

変化11 
△３．６ △３．５ △３．６ △３．９ △２４２ △１２２ △１２０ △４５ 

 

３．１２の空き家活用先進事例 

空き家活用事例を網羅的に見ると、ある程度共通する方法や目的が見られる。本調査ではそ

れらを次の「１０の視点」に整理した。 

 

１０の視点 

① 地域活性化・地域づくり 

② 移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

③ インバウンドの促進 

④ 地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑤ 官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客アップ 

⑥ 市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ ストックの維持 

⑧ 空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑨ 売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 

⑩ ストックの掘り起こし 

 

これらを踏まえ、全国から１２件を選定して現地調査・ヒアリングを行った。 

 

 
8 今回予測した 1,059 市町村等のうち西日本は 503、東日本は 556 市町村等に分けた。一般

に西日本と東日本の定義には様々なものがあるが、本調査では、国勢調査の統計表が北海道か

ら沖縄まで順に並んでいることから、同統計表における市町村等のリストの名古屋市から下を西

日本、名古屋市より上を東日本とした。以下同じ。 
9 データのある市町村等の単純平均値。以下同じ。 
10 予測期間の開始年である２０１９年に築４８年となる住宅が建設された１９７１年以降、中古住宅

市場の流動性が増し、住宅取引全体における新築持家物件の割合が欧米並み（現実の２割程度）

となったと仮定し、かつ除却率が現実の倍程度だったという仮想の日本を想定し、その２０４３年

時点の空き家率をシミュレートしたもの。 
11 「予測２０４３年」の値と「政策シミュレーション」の値の差分。 
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【家いちば・さかさま不動産】 

「物件の歴史・ストーリーを買主に伝える商談システムの導入」「売り手と買い手が直接やり取

りするセルフセル方式によって、事業者のコストを抑制しながらマッチングを促進」「Ｗｅｂに売り

主の物件情報を掲載するのではなく、購入希望者の利用目的を掲載することで空き家所有者が

物件情報を出しやすくし、マッチングを促進」等、空き家の売り手、買い手の双方を呼び込む画期

的な流通促進の仕組みが見られた。 

 

【ＮＩＰＰＯＮＩＡ】 

エリア内の古民家を統一されたデザインでリノベーションして分散型宿泊施設とし、同じく古民

家を改修した店舗とセットでブランディングすることで、高価格帯の設定で集客を維持する等、エ

リアマネジメントの手法を用いた空き家の活用が進められていた。 

 

【巻組】 

中古物件をシェアハウスにリノベーションし、ＮＦＴ12を使ってＤＡＯ13の仕組みを導入した空き

家の活用が進められていた。 

 

【ＨＡＧＩＳＯ、暇と梅爺、ナゴノダナバンク】 

古き良き建築物や観光資源（長屋・古民家・田舎の原風景等）を活かし「アーティストとの連携」

「アーティスティックなリノベーション」「古いものの持つ魅力を最大限引き出すこと」をキーポイン

トとして、徹底したターゲティングに基づく空き家の活用が進められていた。 

 

【Ｑ１・京都里山ＳＤＧｓ「ことす」・いいかねＰａｌｅｔｔｅ】 

Ｑ１では、廃校の持つ歴史や市街地という立地を活かし、高いデザイン性で魅力ある施設を作

っていた。京都里山ＳＤＧｓラボ「ことす」では、ＳＤＧｓや環境教育等テーマを明確にし施設の特長

を発信していた。いいかねＰａｌｅｔｔｅでは、音楽等のアート活動をキーにしつつ民間事業者の裁量

と責任を大きくする独立採算制によって、より魅力的な施設にしていくインセンティブが付与され

ていた。このように特に民の力を活かした官民共創による公有施設（学校）の活用が進められて

いた。 

 

【神山町】 

外国人アーティストやＩＴ企業等の外部人材を呼び込むため、コワーキングスペースやサテライ

トオフィス、住宅や宿泊施設を用意する等、人材交流拠点として空き家活用が進められていた。 

 

【ヤドカリプロジェクト】 

住宅街で建築事業者自ら中古物件を購入しリノベーションしたうえで居住し、ライフステージに

合わせて柔軟に売却していくという新たな価値観に基づく空き家活用が進められていた。 

 
12 Ｎｏｎ－Ｆｕｎｇｉｂｌｅ Ｔｏｋｅｎ：非代替性トークン。「偽造不可な鑑定書・所有証明書付きのデジ

タルデータ」のこと。暗号資産（仮想通貨）と同じく、ブロックチェーン上で発行および取引される。 
13 Decentralized Autonomous Organization（分散型自立組織 ）。運営の透明性を確保

するとともに、メンバーが行った貢献に対する報酬を明確化することで、自立的な組織運営を実

現する仕組み。 
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４．提言 

どの空き家等にも「物語性」14が宿っており、空き家等を一般の不動産物件と一線を画す存在

たらしめている。空き家等の物語を読み取り、活用し、広げることで、空き家等活用の事業を行う

ことが可能になるのではないだろうか。そこで、物語の活用や拡張という観点で事例の分析を行

い、空き家等活用のために必要なアクションを提言する。まず、空き家の物語性がいかに活用さ

れうるかについては、次のように分析される。 

 

空き家等の物語を活用する ～【過去】～ 

未来についての物語を活用する ～【未来】～ 

物語の登場人物や物語に触れる人を広げる ～【登場人物の展開】～ 

地域に物語の舞台を広げる ～【地域への展開】～ 

物語性を高める ～【質の向上】～ 

 

この認識の下、東北圏で空き家等活用を促進し、地域を活性化する方策を提言する。 

 

提言１ 空き家等所有者・購入希望者へ的確に情報提供する 

空き家等所有者に「どのような活用方法があるか」を具体的に説明することにより、空き家等に

価値があるということを理解してもらう。新たな情報の流れを構築することによって、今まで出て

こなかった空き家等の情報を引き出すことが可能となる。また、より多くの購入希望者が空き家等

の物語を知ることができるように見える化し、活用を促進する。民間事業者であれば、業務のオペ

レーション等を通じて、行政であれば空き家活用サポート制度等を通じて実施する。 

 

提言２ 空き家等活用に関わるプレーヤーを増加させる 

地域内外に関わらず、地域や空き家等活用に興味を持った人に参加してもらえるように、窓口

になるようなイベントや受け皿となるような組織を作る。そして、民間の力やＤＡＯ等の新しい仕組

みを活用して地域と連携しプレーヤーを増加させる。 

 

提言３ 空き家等の物語性を活かした東北圏らしい事業を展開する 

東北圏に住む人々自身が東北ローカルの物語性を再発見し、エリアの空き家等活用事業を展

開する。廃校を高齢者介護施設に活用する。低迷した温泉街等の観光地や商店街の再生に空き

家等を活用する。その際、地域に根差す組織と連携し、地域が主導権を握り活動する。また、行政

における主要な人物が主体的に関わることも重要である。プロジェクト単位での行政・事業者・住

民の合意形成の場を創出（空家等対策の法定協議会15を設置）することも有効である。 

 
14 物語の定義は様々なものが用いられている。本稿では、過去・現在・未来への時間軸のある情

報や行動を「物語」と定義する。 
15 全国の 57.0%の市区町村が設置済。東北圏の県ごとの平均は 51.0%（２０２３年度末）。 
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提言４ 空き家等活用を地域に広げる 

地域に既に存在する地場産業や他の空き家等活用事業と連携できるような空き家等活用を行

うことで、来訪者に地域の魅力を知ってもらうことができる。その中で、事業者自身も地域に根差

すことが必要である。最終的にはエリア全体の魅力向上を目指す。 

 

提言５ 空き家等の物語が価値になることを広く周知する 

空き家等において物語の存在が価値になることを広く理解してもらう。そして、住宅や店舗等の

建物は次の世代に使い継ぐものであるという意識へと転換する。なお、物語性は空き家等の適切

な管理・解体にも貢献し得る。例えば、空き家の解体で生じた部材を他の物件や家具等に再利用

することで物語をつなぎ、解体することの後ろめたさを解消し、適切な解体を促進するというよう

な活用方法が考えられる。 

 

 

 

［担当者 東北活性化研究センター 調査研究部 加藤雄一郎］ 
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１章 空き家等問題の現状と課題 

 

１．空き家等問題の構造 

 

（１）空き家の４分類 

総務省「住宅・土地統計調査」によれば、空き家は次の４種類に分類される。 

 

① 別荘等二次的住宅 

② 売却のために空き家になっている住宅 

③ 賃貸のために空き家になっている住宅 

④ 上記いずれにも当てはまらない住宅（＝その他空き家） 

 

同調査によれば、日本全体の空き家は２０１８年時点で８４９万戸であり、日本の総戸数６，２４１

万戸の１３．６％を占める。その内訳は、二次的住宅（①）と売却用住宅（②）が合わせて１割程度

（６７万戸）、賃貸用住宅（③）が５割程度（４３３万戸）、その他空き家（④）が４割程度（３４９万戸）

である。 

二次的住宅（①）は、週末や休暇時に避暑・避寒・保養等の目的で使用される、普段は人が住ん

でいない住宅や、残業で遅くなったとき等、たまに寝泊まりしている人がいる住宅である。したが

って、それを無理やりなくそうとする理由はないだろう。また、売却用住宅（②）や賃貸用住宅（③）

は、調査時点では買い手がついておらず空き家になっているだけである。これらは、引っ越しをし

たい人がスムーズに物件を購入・賃貸できる環境を実現するために、むしろある程度の割合で存

在している方が望ましいと言われている16。したがって「空き家問題」の核心は、別荘にも売却にも

賃貸にも供されない、その他空き家（④）の増加である。①～④全ての空き家を対象に将来推計

した先行調査も見られるが、①～④全てを対象とすることはミスリーディングとなりかねない。本

調査ではその他空き家（④）にフォーカスした。本調査で単に空き家という場合はその他空き家

（④）を指す。 

なお、野村総合研究所が２０１９年に公表した予測によれば、上記①～④を合計した「空き家」は、

２０３３年には１７．９％に達する見通しである17（約１，２８０万戸に相当）。また、国土交通省は、２０

３０年時点のその他空き家（④）を４７０万戸程度と推計しており、空き家の利用や、管理不全の空

き家の除却を通じて、これを４００万戸程度に抑えることを目指している18 

 
16 「町を住みこなす」大月敏雄 
17 株式会社野村総合研究所「２０３０年の住宅市場と課題～空き家の短期的急増は回避できた

ものの、長期的な増加リスクは残る～」（２０１９年６月２０日）。至近年の除却率の水準が継続する

ケースの値。 
18 国土交通省「空き家政策の現状と課題及び検討の方向性」（２０２２年１０月） 
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空き家がどのように発生するかは、次の図のように整理できる。 

 

図表１－１ 空き家発生のメカニズム 

 

 

上図を踏まえれば、相続等により使わなくなった家の新たな所有者となった者は「取壊し」「分譲」

「賃貸」「その他空き家で放っておく」の選択肢を天秤にかけることになる。新たな入居者や土地購

入者が望めなければ、残念ながら「空き家で放っておく」ことが最も経済合理的となってしまう。そ

の他空き家（④）を減らすためには、 

a. 「使わなくなった家」や元々の「②③④の空き家」が「分譲・賃貸」市場に出る割合を増やす 

b. 「使わなくなった家」が「分譲・賃貸」できない場合「取壊し」される割合を増やす 

c. 新築を抑制する 

の３つが考えられる。これらは「取壊し」または「分譲・賃貸」にするインセンティブを「使わなくな

った家」の所有者に付与すること、および過剰な新築を抑制することで中古物件の需要を増やす

ことである。 

ａ．およびｃ．は、住宅市場における新築住宅と既存住宅の流通シェアの話である。国土交通省

によれば、日本の全住宅流通量（既存住宅流通＋新築着工）に占める既存住宅流通のシェアは、

１４．７％（２０１３年）で、欧米諸国と比べると１／６程度しかない19。既存住宅の流通が活発である

ということは、中古物件が適正な価格で取引されているということである。アメリカの中古住宅が

 
19 国土交通省「既存住宅流通量の推移と国際比較」

https://www.mlit.go.jp/common/001131323.pdf｡アメリカの既存住宅流通シェアは８

３．１％（２０１４年）、イギリス８８．０％（２０１２年）、フランス６８．４％（２０１３年）である。 



 11 

 

相応の価値で取引される理由は、労働流動性が高く、人々が頻繁に転職し転居する（日本人の生

涯平均転居回数は６回、アメリカ人は１７回）ためだと言われている。また、アメリカでは日曜大工

で家に手を入れることが一般的であり「インスペクター」という中古物件の価値を正しく評価する

職も一般化しているため、古くなった住宅の取引価格が日本のように極端に低くならない。日本

の住宅は経年するにつれて市場価格が下がるが、アメリカでは上がることもある20。このように、

労働文化や住宅に関する価値観、インスペクターの普及度合い等、様々な要素が重なって、日本

は欧米に比べて既存住宅の流通シェアが低くなっている。そして、日本では戸建住宅は新築する

ものだという価値観が浸透しており、空き家増加の要因となっている。毎年山手線で囲まれた面

積と同じくらいの宅地が全国で造成されている21。新築至上の価値観には、景気刺激策として新

築住宅の建設を推進してきた国の方針も影響していると考えられる22。新築住宅が生まれ続けて

いる中で世帯数は減少していくので、取壊しが増えない限り空き家が増える。 

なお、本調査では「空家等対策の推進に関する特別措置法」23や総務省「住宅・土地統計調査」

24のように、公共施設を除いたり住宅に限定したりせず、使用者がいない建物一般を広く調査し

た方が地域活性化への示唆がより多く得られると考えた。したがって上記２つの定義よりも広く、

空き家（その他空き家（④））およびそれに類する（売却にも賃貸にも供されない）住宅以外の建築

物全般（事務所、店舗、学校等）も加えた範囲を調査対象とし、これを空き家等と表記する。 

 

（２）ミクロな視点で見た空き家等の発生原因 

空き家等が増加する背景には、新築一戸建を理想とする価値観が多くの人に根付いているこ

とや、人口が減少して都市機能やエリアの行政等サービスが低下していること等がある。よりミク

ロな視点で発生原因を見ると、次のようなものが考えられる。 

 

  

 
20 「町を住みこなす」大月敏雄 
21 「空き家幸福論」藤木哲也 
22 東北活性化研究センター「地方創生における職と住のあり方調査」 
23 「空家等」を「建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていない

ことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、

国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く」と定義している。 
24 「空き家」を、住宅の要件（一戸建の住宅やアパートのように完全に区画された建物の一部で、

一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができるように建築又は改造されたものをいう）を満

たしているもののうち、普段人が住居（原則として、調査日現在当該住居に既に３か月以上にわた

って住んでいるか、あるいは調査日の前後を通じて３か月以上にわたって住むことになっている

場合をいう）しておらず、かつ二次的住宅（別荘等）、または賃貸用の住宅、または売却用の住宅、

またはその他の住宅に該当するものと定義している。 
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所有者 

⚫ 空き家等を活用するためのコストをかけたくない 

⚫ 空き家等を活用するために何をすれば良いかわからない 

⚫ 自分の空き家等を使いたい人がいると思っていない 

⚫ 思い入れがあるため「相手は誰でも良い」とはならない 

 

仲介者 

⚫ 空き家等の需要を理解していない 

⚫ 安価な空き家等を扱う経済的インセンティブがない 

⚫ 空き家等を取り扱うノウハウがない 

 

活用者 

⚫ 空き家等を活用する方法がわからない 

⚫ 空き家等への評価がわからない 

⚫ 空き家等を活用しようとする人が少ない 

 

空き家等には、所有者固有の「思い入れ」があるために、手放したいと思っても「相手は誰でも

良い」とはなりにくい。空き家等所有者は、その「思い入れ」を汲んでくれる良い人に引き継いでも

らいたいと考える。そのことが、空き家等が市場に出回りにくいことの原因の一つとなっている。し

たがって、空き家等所有者に対しては、信頼して貸すことができる活用者を見つけやすくする仕組

みや、空き家等活用のためにどのような選択肢があるのかをわかりやすく周知する取り組みが有

効である。また、相続時に不具合が生じないようにする制度の整備等も求められる。 

仲介者には、空き家等物件を扱うことに対する、さらなる経済的インセンティブを与えていくこと

が求められる。 

活用者にとって、空き家等は「不動産市場で扱われにくいため見つけることが困難」「所有者と

個別に交渉が必要」「素人では土地や建物の状態を判断できない」「改修が必要」のような、一般

の不動産では発生しない手間や費用が発生するデメリットがある。しかし、空き家等活用者には

「やりたいことや面白いと思うことを実現したいという想い」が共通している25。その想いを持った

活用者に「安い」「土地や建物に趣がある」という空き家等のメリットを感じさせることができれば、

空き家等活用のチャンスが出てくる。 

 

 

  

 
25 「空き家問題の背景と対策」高崎経済大学地域科学研究所 

所有者 

仲介者 

（仲介業者に限らない） 

活用者 
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２．当調査が着目する解決のアプローチ 

 

一般に空き家等の問題点は「雑草の繁茂」「景観の悪化」「建物の倒壊」「再開発の妨げ」26「住

宅の腐朽・破損の進行」「不審者の侵入や放火」27「利用価値がないにもかかわらず固定資産税

や修繕費28等の費用が発生すること」等である。これらを生じさせている建物が「問題空き家等」

であり「問題空き家等」を含めた空き家等全体が増加することが「空き家等問題」である。空き家

等の適切な管理を促すことは「問題空き家等」の抑制にはなるものの「空き家等問題」の解決には

貢献しない。「空き家等問題」解決のアプローチは、空き家等に対する課税強化や行政代執行等

の税制度・法制度により解体等を促すことと、流通促進やリノベーション等によって新たな用途で

の利活用を促すことの大きく２つである。本調査は後者のアプローチに着目し、増え続ける空き家

を活用していくための方策を提言する。ただしその前に、前者のアプローチの現状について簡単

に整理しておく。 

 

 

３．制度強化等による空き家等の抑制と活用促進 

 

空き家問題に関連する税制度・法制度の強化・見直し等によって、１．（１）のａ．ｂ．ｃのような「空

き家を減らす」取り組みが進んでいる。このことは直接的には空家等活用による地域活性化には

ならない。しかし、新築を抑制する（ｃ．）ことで「使わなくなった家」や元々の「空き家」が「分譲・賃

貸」市場に出る割合が増え（ａ．）、その結果空き家等の活用が促進されるという効果は、地域活性

化に貢献すると考えられる。したがってこれらは、空き家等活用による地域活性化の「ベースとな

る環境整備」であると位置付けることができる。 

２０１５年に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行された。これにより「特定空家等」

29に指定されれば、固定資産税等の住宅用地特例30が解除されるとともに、行政による罰金や行

政代執行も可能になった。２０２３年には同法が一部改正され「特定空家」の前段階である「管理

不全空家」に対しても、勧告がなされた時点で固定資産税等の住宅用地特例が解除されるように

なった。また同法改正では、接道規制の緩和等による活用拡大も推進された。これらにより、適切

な管理や解体、活用の促進が期待される。 

 
26 「空き家問題の背景と対策」高崎経済大学地域科学研究所 
27 国土交通省「令和元年空き家所有者実態調査」 
28 「空き家管理ビジネスが分かる本」中山聡。空き家管理を業者に依頼する場合、平均的な維持

費は１軒あたり年３０万円程度である。（固定資産税等の税金は別） 
29 「空家等対策の推進に関する特別措置法」に定める「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行わ

れていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等」をいう。 
30 住宅用地は固定資産税等が１／６等に減額される特例 
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国により、ＮＰＯや民間事業者による空き家活用を促進する様々な財政上の措置（図表１－２）

や税制措置（図表１－３）がなされている31。 

 

図表１－２ ２０２３年度時点で実施されている財政上の措置 

事業名称 実施時期 概要 

空き家再生等 

推進事業 

２００８年度～ 空家等対策計画に定められた空家等に関する対策の対象

とする地区において、居住環境の整備改善を図るため、空

き家の活用、空き家・不良住宅の除却等に取り組む地方公

共団体に対して支援する。 

空き家対策 

総合支援事業 

２０１６年度～ 空家法の空家等対策計画に基づき市区町村が実施する空

き家の除却・活用に係る取組や、ＮＰＯや民間事業者等が

行うモデル性の高い空き家の活用・改修工事等に対して支

援。 

空き家対策 

モデル事業 

２０２３年度～ ＮＰＯや民間事業者等の創意工夫によるモデル性の高い

空き家の活用等に係る調査・検討等や改修工事・除却工事

等に対して国が直接支援し、その成果の全国展開を図る。 

 

図表１－３ 税制上の措置 

事業名称 実施時期 概要 

空家の除却等を促進す

るための土地に係る固

定資産税等に関する所

要の措置 

２０２３年度税

制改正 

特定空家に加え、管理不全空家の敷地について

も、固定資産税等の住宅用地特例の適用対象か

ら除外。 

空き家の発生を抑制す

るための特例措置（空き

家の譲渡所得の３，０００

万円特別控除） 

２０２３年度税

制改正 

空き家の発生の抑制を図るため、空き家の譲渡所

得の３，０００万円特別控除について、適用期間を４

年間延長するとともに、買主が譲渡後に耐震改修

工事又は除却工事を実施する場合も適用対象と

なるよう拡充する。 

 

このような法制度、税制度および支援事業等は広範囲に強力に対応できるため、空き家等問

題への対策に重要であることは間違いない。しかし、本調査の着眼点である空き家等活用による

地域活性化を進めていくためには、これら行政の取り組みをベースとしながらも、そこに民間主導

の取り組みが広がらなければならない。  

 
31 国土交通省「空家等対策の推進に関する特別措置法関連情報」 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_00003

5.html 
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２章 空き家率の将来予測 

 

１．現状の把握 

 

（１）全国の傾向 

総務省「住宅・土地統計調査」のデータから、２０１８年時点の全国および都道府県ごとの空き家

率等を見ると次表（図表２－１）のようになる。全住宅に占める全ての空き家（１章の１．（１）に示す

①～④）の率は、山梨県が全国一位（２１．３３％）である。しかし山梨県は、本調査で着目する「そ

の他空き家」の率では全国１４位（８．６７％）である。山梨県は、別荘等の「二次的住宅」の率が全

国２位（１位は長野県）である等「その他空き家」以外の空き家が多いことがその要因と考えられる。

「その他空き家」率が全国で最も高い都道府県は、高知県（１２．７９％）である。 

 

図表２－１ 都道府県別の空き家率等とその順位（２０１８年） 

  その他空き家 順位 全ての空き家 順位 二次的住宅 順位 

全国 ５．５９％   １３．６０％   ０．６１％   

北海道 ５．６０％ ３７ １３．５３％ ３４ ０．３２％ ３８ 

青森県 ７．７３％ ２１ １４．９７％ ２４ ０．３７％ ３５ 

岩手県 ８．６７％ １５ １６．１４％ １４ ０．６０％ １７ 

宮城県 ４．６３％ ４１ １１．９８％ ４２ ０．３４％ ３６ 

秋田県 ８．７３％ １３ １３．６４％ ３３ ０．２７％ ４２ 

山形県 ６．５９％ ３０ １２．０７％ ４１ ０．３８％ ３４ 

福島県 ６．８４％ ２８ １４．３４％ ２９ ０．６４％ １５ 

茨城県 ５．８８％ ３５ １４．８４％ ２５ ０．６８％ １４ 

栃木県 ６．２０％ ３２ １７．３４％ １０ １．７６％ ５ 

群馬県 ６．６０％ ２９ １６．６８％ １２ １．５６％ ６ 

埼玉県 ３．６７％ ４５ １０．２３％ ４７ ０．２２％ ４４ 

千葉県 ４．７７％ ４０ １２．６２％ ４０ ０．７８％ １２ 

東京都 ２．３５％ ４７ １０．５６％ ４５ ０．１２％ ４７ 

神奈川県 ３．２８％ ４６ １０．７６％ ４４ ０．４０％ ３１ 

新潟県 ６．５２％ ３１ １４．７０％ ２６ １．９２％ ４ 

富山県 ７．１１％ ２５ １３．２６％ ３６ ０．３１％ ３９ 

石川県 ７．０２％ ２７ １４．５２％ ２７ ０．５０％ ２５ 
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  その他空き家 順位 全ての空き家 順位 二次的住宅 順位 

福井県 ７．３１％ ２４ １３．８３％ ３１ ０．４３％ ３０ 

山梨県 ８．６７％ １４ ２１．３３％ １ ３．９１％ ２ 

長野県 ８．３６％ １７ １９．５８％ ３ ４．８０％ １ 

岐阜県 ７．１０％ ２６ １５．６４％ １５ ０．９４％ ９ 

静岡県 ５．１５％ ３８ １６．４２％ １３ ２．４４％ ３ 

愛知県 ４．１０％ ４４ １１．３１％ ４３ ０．２１％ ４６ 

三重県 ９．０８％ １０ １５．１８％ ２１ ０．７７％ １３ 

京都府 ６．０７％ ３４ １２．８４％ ３８ ０．５２％ ２３ 

大阪府 ４．４７％ ４２ １５．１６％ ２２ ０．２３％ ４３ 

滋賀県 ６．１２％ ３３ １２．９７％ ３７ １．１５％ ８ 

兵庫県 ５．６７％ ３６ １３．４４％ ３５ ０．４４％ ２９ 

奈良県 ７．３８％ ２３ １４．１２％ ３０ ０．５２％ ２４ 

和歌山県 １１．２１％ ３ ２０．２８％ ２ １．５３％ ７ 

鳥取県 ８．８９％ １１ １５．５５％ １７ ０．５５％ ２１ 

島根県 １０．５７％ ４ １５．３７％ ２０ ０．４８％ ２７ 

岡山県 ８．０１％ １８ １５．５５％ １６ ０．３９％ ３３ 

広島県 ７．９８％ １９ １５．０７％ ２３ ０．４６％ ２８ 

山口県 ９．９２％ ７ １７．６１％ ９ ０．３２％ ３７ 

徳島県 １０．３２％ ５ １９．４６％ ４ ０．７９％ １１ 

香川県 ９．５８％ ８ １８．０８％ ８ ０．５７％ １８ 

愛媛県 １０．２３％ ６ １８．１７％ ７ ０．５５％ １９ 

高知県 １２．７９％ １ １９．０５％ ５ ０．６１％ １６ 

福岡県 ４．８８％ ３９ １２．７３％ ３９ ０．２２％ ４５ 

佐賀県 ７．６１％ ２２ １４．３４％ ２８ ０．２８％ ４０ 

長崎県 ８．７５％ １２ １５．３９％ １９ ０．５５％ ２０ 

熊本県 ７．９１％ ２０ １３．７５％ ３２ ０．３９％ ３２ 

大分県 ８．３７％ １６ １６．７９％ １１ ０．８３％ １０ 

宮崎県 ９．１３％ ９ １５．４１％ １８ ０．２７％ ４１ 

鹿児島県 １１．９６％ ２ １８．９９％ ６ ０．４８％ ２６ 

沖縄県 ４．１１％ ４３ １０．４０％ ４６ ０．５４％ ２２ 

  



 17 

 

２００８～２０１８年の市町村等32ごとの空き家率（住宅総数に占める「その他空き家」の率。以下

同じ。）をマップに表示したものが次の図表２－２から２－４である33。２００８年から２０１８年にか

けて、赤（１５％以上）や黄色（１０％以上１５％未満）の市町村等が増加しており、徐々に空き家率

が上昇する傾向が見て取れる。また、いずれの時点においても、東日本よりも西日本の方が赤や

黄色の市町村等が目立っており、空き家率には「西高東低」の傾向があることが見て取れる。 

 

図表２－２ 全国の市町村等ごとの空き家率（２００８年実績） 

 

 

 
32 東京特別区（２３区）を含む。以下、市町村と東京特別区をあわせて「市町村等」という。 
33 総務省「住宅・土地統計調査」は、人口 1 万５千人未満の町村は集計していないため、欠損値

として表示している。 
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図表２－３ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０１３年実績） 
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図表２－４ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０１８年実績） 
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 ２０１８年の空き家率が高い全国の市町村等ワースト１００は次表のとおり。西日本（青）が多いこ

とが見て取れる。 

 

図表２－５ ２０１８年 全国市町村等の空き家率 ワースト１００市町村等 

順位 市町村等名 
空き家率

（％） 
順位 市町村等名 

空き家率

（％） 

１ 山口県 周防大島町 ３０．０１６ ２６ 宮崎県 串間市 １９．６８０ 

２ 鹿児島県 肝付町 ２６．１４４ ２７ 鹿児島県 曽於市 １９．４７７ 

３ 岩手県 山田町 ２５．６９１ ２８ 徳島県 三好市 １９．４１２ 

４ 高知県 室戸市 ２５．５２３ ２９ 鹿児島県 阿久根市 １９．２０４ 

５ 高知県 土佐清水市 ２４．０６４ ３０ 愛媛県 西予市 １９．１９３ 

６ 三重県 熊野市 ２３．５２０ ３１ 京都府 宮津市 １９．０８６ 

７ 三重県 紀北町 ２３．１７７ ３２ 鹿児島県 垂水市 １９．０２０ 

８ 和歌山県 串本町 ２２．８０４ ３３ 鹿児島県 指宿市 １８．９４６ 

９ 大分県 竹田市 ２２．５０９ ３４ 福島県 南相馬市 １８．９２１ 

１０ 広島県 江田島市 ２２．１３３ ３５ 徳島県 美馬市 １８．８５８ 

１１ 鹿児島県 南九州市 ２２．０８２ ３６ 石川県 輪島市 １８．７５０ 

１２ 長崎県 新上五島町 ２２．０５９ ３７ 和歌山県 白浜町 １８．７３５ 

１３ 愛媛県 内子町 ２２．０４４ ３８ 宮崎県 えびの市 １８．５４１ 

１４ 鹿児島県 南さつま市 ２１．８５７ ３９ 和歌山県 那智勝浦町 １８．５３７ 

１５ 広島県 北広島町 ２１．５２９ ４０ 大分県 国東市 １８．５３０ 

１６ 鹿児島県 伊佐市 ２１．３３６ ４１ 岡山県 美作市 １８．４９９ 

１７ 三重県 尾鷲市 ２１．３３６ ４２ 島根県 江津市 １８．３５１ 

１８ 鹿児島県 志布志市 ２１．３３０ ４３ 広島県 安芸高田市 １８．１０８ 

１９ 高知県 安芸市 ２１．３２９ ４４ 島根県 大田市 １７．９９５ 

２０ 広島県 世羅町 ２１．１２７ ４５ 愛媛県 愛南町 １７．９５５ 

２１ 岐阜県 揖斐川町 ２０．５９４ ４６ 鹿児島県 さつま町 １７．９５１ 

２２ 高知県 四万十町 ２０．４８０ ４７ 山口県 柳井市 １７．９１４ 

２３ 石川県 能登町 ２０．３６４ ４８ 三重県 鳥羽市 １７．９１３ 

２４ 長崎県 五島市 ２０．１２２ ４９ 石川県 珠洲市 １７．８５２ 

２５ 新潟県 佐渡市 １９．８１６ ５０ 北海道 赤平市 １７．８２９ 

 

 



 21 

 

順位 市町村等名 
空き家率

（％） 
順位 市町村等名 

空き家率

（％） 

５１ 奈良県 大淀町 １７．７８４ ７６ 大分県 豊後高田市 １５．７５０ 

５２ 熊本県 山都町 １７．６６４ ７７ 茨城県 大子町 １５．６９６ 

５３ 岩手県 洋野町 １７．６４７ ７８ 岡山県 新見市 １５．５０４ 

５４ 熊本県 天草市 １７．５５３ ７９ 熊本県 芦北町 １５．４９３ 

５５ 鹿児島県 日置市 １７．５４４ ８０ 鹿児島県 薩摩川内市 １５．４６５ 

５６ 広島県 庄原市 １７．３１３ ８１ 山口県 美祢市 １５．３８５ 

５７ 熊本県 上天草市 １７．２６６ ８２ 鹿児島県 出水市 １５．３６７ 

５８ 石川県 志賀町 １７．１７２ ８３ 山梨県 市川三郷町 １５．２９７ 

５９ 大分県 宇佐市 １６．９２７ ８４ 静岡県 下田市 １５．２６９ 

６０ 兵庫県 養父市 １６．８６７ ８５ 山口県 長門市 １５．２６８ 

６１ 岡山県 備前市 １６．５６０ ８６ 石川県 中能登町 １５．２５７ 

６２ 広島県 竹原市 １６．４８７ ８７ 高知県 宿毛市 １５．２３２ 

６３ 福岡県 築上町 １６．３９７ ８８ 和歌山県 新宮市 １５．１４８ 

６４ 奈良県 五條市 １６．３９５ ８９ 高知県 須崎市 １５．１３５ 

６５ 広島県 呉市 １６．３２４ ９０ 福岡県 嘉麻市 １５．０７３ 

６６ 高知県 香美市 １６．０４２ ９１ 群馬県 中之条町 １４．９６９ 

６７ 岩手県 陸前高田市 １６．０２３ ９２ 京都府 綾部市 １４．８７４ 

６８ 北海道 歌志内市 １５．９８２ ９３ 三重県 志摩市 １４．８５１ 

６９ 鹿児島県 枕崎市 １５．９６９ ９４ 大分県 豊後大野市 １４．８１５ 

７０ 熊本県 水俣市 １５．９２２ ９５ 香川県 東かがわ市 １４．７９６ 

７１ 和歌山県 かつらぎ町 １５．９００ ９６ 山口県 萩市 １４．７８２ 

７２ 北海道 夕張市 １５．８９２ ９７ 長崎県 松浦市 １４．７７６ 

７３ 岡山県 笠岡市 １５．８８４ ９８ 熊本県 益城町 １４．７３２ 

７４ 愛媛県 大洲市 １５．８８４ ９９ 長崎県 南島原市 １４．６７１ 

７５ 秋田県 男鹿市 １５．８１６ １００ 長野県 辰野町 １４．６４２ 

 

東北圏の市町村等 6

東日本の市町村等 20

西日本の市町村等 80
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２００８年から２０１８年の実績を、エリアごとの数値で見ると次の図表２－６のとおりである。全

国平均は２００８年の６．１％が、２０１８年には７．９％まで上昇した。空き家率が１５％以上の市町村

等の数も、２００８年の２５から２０１８年には９０まで増加した。また、いずれの時点においても、東

日本より西日本の方が平均値および１５％以上の市町村等の数で上回っている。空き家は「西高

東低」になっていることが数値でも確認できる。 

 

 図表２－６ 全国・西日本・東日本34の空き家率実績 

 

平均値（％）35 １５％以上の市町村等の数 

全国 西日本 東日本 全国 西日本 東日本 

実績 
２００８年 

６．１ ７．１ ５．３ ２５ ２２ ３ 

実績 
２０１３年 

７．３ ８．５ ６．２ ６２ ４８ １４ 

実績 
２０１８年 

７．９ ９．１ ６．８ ９０ ７２ １８ 

  

 
34 今回予測した 1,059 市町村等のうち西日本は 503、東日本は 556 市町村等に分けた。一

般に西日本と東日本の定義には様々なものがあるが、本調査では、国勢調査の統計表が北海道

から沖縄まで順に並んでいることから、同統計表における市町村等のリストの名古屋市から下を

西日本、名古屋市より上を東日本とした。以下同じ。 
35 データのある市町村等の単純平均値。以下同じ。なお、図表２－１の全国の値は、全国の住居

に占めるその他空き家の割合であるため、当数値とは異なっている。 
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（２）東北圏の傾向 

 図表２－６に東北圏の空き家率実績を追記したものが次の図表２－７である。東北圏の空き家

率は、いずれの年においても西日本平均よりは低いが東日本平均よりは高くなっていて、おおむ

ね全国平均値よりわずかに低いか同水準である。東北圏のみを拡大したマップ（図表２－８から２

－１０）を見ると、全国と同様、２００８年から２０１８年にかけて徐々に空き家率が上昇していること

が見て取れる。特に２０１８年においては、一部沿岸地域で空き家率が高いことや、都市部におい

て比較的低い傾向があることが見て取れる。 

 

図表２－７ 東北圏の空き家率実績 

 
平均値（％） １５％以上の市町村等の数 

全国 西日本 東日本 東北圏 全国 西日本 東日本 東北圏 

実績 

２００８年 
６．１ ７．１ ５．３ ５．７ ２５ ２２ ３ ０ 

実績 

２０１３年 
７．３ ８．５ ６．２ ６．７ ６２ ４８ １４ ２ 

実績 

２０１８年 
７．９ ９．１ ６．８ ７．９ ９０ ７２ １８ ６ 

 

東北圏は少子高齢化、人口減少の先進地である36。にもかかわらず、西日本平均より空き家率

は低くなっている。東北活性化研究センターの過去の調査によると、３世代同居率は東北が全国１

位である37。東北圏では家督制度的な文化が比較的色濃く残っており、多くの若者が東京に出て

行くとしても、長男は実家に残るというケースが他地域より多かったのではないだろうか。複数の

世代が同居していれば、上の世代の住人が死亡した際に空き家になる確率も低くなるため、これ

が東北の空き家率の低さに関係していることが考えられる。 

また西日本は、高度経済成長期に若者の就労にあわせて、東京に出て行く人だけでなく、西日

本の中核地方都市等の二次産業が盛んな地域に就職した割合が多いと考えられる。そういった

層の人たちは核家族となり、それが今徐々に寿命を迎えているために空き家が増加している可能

性がある。一方で東北圏では多くの若者が就労時期に東京に出て行くので、そういった層は東京

の空き家増加に寄与しているが、東北の空き家増加には寄与しない。 

これらが影響して空き家率は「西高東低」になっているのではないか、という仮説が考えられる。 

 
36 市町村等ごとの総人口に占める 75 歳以上人口の割合のエリア平均値は、全国 18.5%、西

日本 18.6％、東日本 18.5％、東北圏 19.8％である。また、都道府県ごとの 2015 年から 2020

年にかけての人口減少率のエリア平均値は、西日本 2.4％、東日本 2.3%、東北圏 4.6%、全国

の人口減少率（県ごとの値の単純平均ではない）は 0.7％である。（いずれも 2020 年国勢調査

から集計） 
37 東北活性化研究センター「2017 年度 東北圏社会経済白書 第Ⅱ部 東北圏の魅力発信」 



 24 

 

図表２－８ 東北圏を拡大したマップ（２００８年実績） 
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図表２－９ 東北圏を拡大したマップ（２０１３年実績） 
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図表２－１０ 東北圏を拡大したマップ（２０１８年実績） 
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２．将来予測等の方法 

 

 本調査では、複数の市町村等の時系列データを一度に分析するため、パネルデータ分析の

手法を活用した。パネルデータ分析は、同一の対象を継続的に観察し記録したデータを分析する

手法である。 

 

（１）モデルの作成 

全国の市町村等（１，７１９）のうち、空き家データが存在する市町村等（東京特別区、市、および

人口１５，０００人以上の町村、合計１，０５９）の各種実績（２００５～２０１８年）から、空き家率の予

測モデルを作成した。作成したモデルに、各説明変数の既に公表されている予測値等を外挿する

ことで、２０４３年までの空き家率を予測した。モデルの形式は次のとおり。 

 

モデルの形式： 

ｙｉｔ＝ｂ０＋ｂ１ｘ１ｉｔ＋ｂ２ｘ２ｉｔ＋ｂ３ｘ３ｉｔ＋αｉ＋εｉｔ 

 

説明変数（ｘ１，ｘ２，ｘ３）の被説明変数（ｙ）に対する影響の度合い（係数＝ｂ１，ｂ２，ｂ３）、説明

変数全てが０の時に期待される被説明変数の期待値（切片＝ｂ０）、説明変数では観察されず、か

つ時間に影響されない市町村等固有の被説明変数におよぼす全ての効果（α）と、誤差（ε）か

らなるモデルを作る。説明変数はその数や対象について任意である。今回は６０通り以上の説明

変数の組み合わせでモデル作成を試行したうえで、①実績データに対するモデルの当てはまりの

良さ、②各説明変数の有意水準、③説明変数の外部機関が作成した将来予測値等の利用可否、

④不可の場合に自ら合理的に生成可能かどうか、⑤政策効果を試算可能にできるかどうか、の５

点を勘案し「７５歳以上の高齢者率」「６５歳以上の高齢単独世帯率」「４８年以上の築古持家率」

の３つを説明変数にした38。 

 

ｙｉｔ ：市町村等ｉのｔ年における空き家率 

ｉ：市町村等（ｉ＝１，２，３・・・１，０５９） ｔ：年（ｔ＝２００８，２０１３，２０１８） 

ｂ０ ：説明変数が全て０の時の空き家率の期待値（切片） 

ｘ１ｉｔ ：市町村等ｉのｔ年における７５歳以上の高齢者の率 

ｘ２ｉｔ ：市町村等ｉのｔ年における６５歳以上の高齢単者独世帯の率 

 
38 「75 歳以上の高齢者率」と「65 歳以上の高齢単独世帯率」には多重共線性が存在するかもし

れないが、パネルデータは膨大なクロスセクション・データを複数年にわたって結びつけたもので

あり、その情報量は極めて大きいことから、多重共線性の問題は解消される（「パネルデータ分析」

北村行伸）。 
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ｘ３ｉｔ ：市町村等ｉのｔ年における築４８年以上の築古持家の率 

ｂ１ ：７５歳以上の高齢者の率が空き家率に及ぼす影響の度合い ・・・ｂ２、ｂ３も同様。 

 

２００５年～２０１８年の実績データを次のように使ってモデルを作成した。 

 

（仙台市の例） 

 

 

このように全国１，０５９市町村等のデータを投入してｂ０，ｂ１，ｂ２，ｂ３，αｉ（１，０５９通り）、 

εｉｔ（１，０５９×３＝３，１７７通り）を算定した結果、 

 

というモデルができた。各説明変数とその係数、および有意確率は次表のとおりである。 

 

図表２－１１ パネルデータ分析のモデルの推計結果 

 変数 係数 有意確率39 

被説明変数 空き家率 ― ― 

説明変数 

高齢者率40 ０．０９５ ０．１％未満 

高齢単独世帯率41 ０．４８７ ０．１％未満 

築古持家率42 ０．２７５ ０．１％未満 

 

 このように、高齢者率や高齢単独世帯率、築古持家率は空き家率に影響を持っていることが確

認された。 

  

 
39 当該説明変数が被説明変数に全く影響を与えないという仮定が正しい確率 
40 市町村等の総人口に占める 75 歳以上の人口の割合（出所：総務省「国勢調査」） 
41 市町村等の全世帯に占める 65 歳以上の単独世帯の割合（出所：総務省「国勢調査」） 
42 市町村等の世帯が入居している住宅の総数に占める築 48 年以上の持家の割合（出所：総務

省「住宅・土地統計調査」、国土交通省「建築着工統計調査」） 
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（２）予測 

上記の推計モデルに、全国１，０５９市町村等の説明変数の予測値を投入（外挿）し、１，０５９市

町村等ごとに５時点の予測値（空き家率の期待値）を算出した。 

 

（仙台市の例） 

 
 

（３）説明変数の想定値の作成 

説明変数のうち、高齢者率は国立社会保障・人口問題研究所による市町村等ごとの予測値が

公開されているため、これを使用した。高齢単独世帯率および築古持家率は次のとおり利用可能

なデータから想定値を独自に作成した。 

 

ａ．高齢単独世帯率 

高齢単独世帯率は、国立社会保障・人口問題研究所による県ごとの予測値しか利用可能なも

のが見つからなかったため、これをもとに、次の手法により市町村等ごとの想定値を作った。 

 

 

ｂ．築古持家率 

築古持家率（築４８年以上の持家率＝ｑ）は、次のプロセスを５年ごとに、２０４３年まで繰り返し、

２０４３年までの想定値を算出した。 

ａ ： ２０１８年時点の市町村等ごとの入居者がある住宅総数 

ｂ ： ２０１８年時点における１９７０年以前建築の持家の残存数 



 30 

 

ｃ ： １９７１年～１９７５年の県ごとの新築持家数（新築数×２０２３年持家率から算出） 

ｄ ： ２０１８年時点の都道府県ごとの住宅総数 

ｅ ： 都道府県の住宅数に占める各市町村等の住宅の割合＝ａ／ｄ 

ｆ ： １９７１年～１９７５年の市町村等ごとの新築持家数＝ｃ×ｅ 

ｇ ： 新たに築４８年以上になる持家数＝ｆ×ｈ 

ｈ ： 築４８年～５２年の住宅の残存率の平均 

ｉ ： ２０１９年～２０２３年に発生する築４８年以上の持家の除却数＝ｂ×ｊ 

ｊ ： 築４８年以上の住宅の５年経過後の除却割合 

ｋ ： 築４８年以上の持家数＝ｂ＋ｇ－ｉ 

ｌ ： ２０１９年～２０２３年の都道府県ごとの新築住宅数 

ｍ ： ２０１９年～２０２３年の市町村等ごとの新築住宅数＝ｌ×ｅ 

ｎ ： 住宅全体の除却数＝ａ×ｏ 

ｏ ： 全住宅の５年経過後の除却割合  

ｐ ： 住宅総数＝ａ＋ｍ－ｎ 

ｑ ： 築４８年以上の持家率＝ｋ／ｐ 

 

ａ、ｂ、ｄの出典は総務省「住宅・土地統計調査」。ｃ、ｌの出典は国土交通省「建築着工統計調

査」。ｈ、ｊ、ｏの出典は「住宅・土地統計調査から算出した日本の住宅寿命に関する考察（川本、安

藤、２００９）」および「木造専用住宅のストックと除却の動向に関する研究（堤、小松、李、平井２０１

０）」である。 

なお、日本で最も築４８年以上の持家率が高い市町村等は、石川県珠洲市（３９．５％）である。

石川県内には、全国５位の輪島市（３４．０％）、全国７位の中能登町（３１．８％）もある（いずれも２

０１８年実績）。２０２４年１月１日に発生した能登半島地震は、これら古い持家の比率が非常に高い

地域を直撃した地震であった。 

 

（４）政策シミュレーション 

政策シミュレーションは、予測期間の開始年である２０１９年に築４８年となる住宅が建設された

１９７１年以降、中古住宅市場の流動性が増し、住宅取引全体における新築持家物件の割合が欧

米並み（現実の２割程度）となったと仮定し、かつ除却率が現実の２倍程度だったという仮想の日

本を想定し、その２０４３年時点の空き家率をシミュレートしたものである。なぜこのような形をとっ

たかというと、抑制した新築物件が空き家になるのは少なくとも数十年後であるためである。例え

ば２０２４年から新築を欧米並みに抑制したとすると、その効果が（当モデル上で）現れるのは２０７

２年からになる。これではシミュレーションの年度を超えてしまうため、予測値に反映できない。 

当政策シミュレーションは、２０２４年から新築抑制・除却増加策を実行した場合の２０４３年の

予測値ではない。欧米並みに新築を抑制し、かつ除却を促進した場合の政策効果を表す一定の

参考値として試算したものである。 



 31 

 

 なお、新築持家数の抑制には、将来空き家になる建物を減らす他にも、もう一つの効果が期待

される。新築持家数を抑制しても世帯数は変わらないため、従来であれば新築持家を購入してい

たであろう人々は、共同住宅に引っ越すか、中古戸建物件を購入することとなる。追加的に中古

物件に入居する世帯の数のうち何割かは空き家数が減少すると想定され、これは即時性のある

効果である。しかし、新築抑制によりどれだけ中古戸建物件の購入が増えるのかに関する利用可

能なデータは見つけられなかった。ただし、説明変数の一つである築古持家率の将来想定値を算

定する中で、新築持家数が減少する分だけ共同住宅への入居が増加する（＝総住宅戸数は変わ

らない）一方で、築古持家の除却は増加するという想定をしている。つまり、新築抑制および除却

推進施策によって、使い続けられるべき住宅は使い続けられ、除却すべき古い物件は適切に除却

されていくという効果は織り込まれている。 

 

 

３．予測結果 

 

（１）日本全体の予測結果 

空き家率は、全国平均で、２０１８年の７．９％から、２０４３年には１３．６％まで、５．７％ポイント増

加する予測結果となった。 

２０１８年の空き家率は日本全体で見ると「西高東低」の傾向があったが、少子高齢化と人口減

少が進展する東北圏を含む東日本地域でより大きく空き家率が上昇し、２０４３年には東西の差

が大幅に縮小することが推計された（図表２－１２）。 

 

図表２－１２ 全国・西日本・東日本の予測結果 

 
平均値（％） １５％以上の市町村等数 

全国 西日本 東日本 全国 西日本 東日本 

実績 
２０１８年 

７．９ ９．１ ６．８ ９０ ７２ １８ 

予測 
２０４３年 

１３．６ １３．７ １３．５ ２８１ １４７ １３４ 

増加幅 ５．７ ４．６ ６．７ １９１ ７５ １１６ 

 

 また、全国の市町村等ごとの予測値をマップに落としたものが次の図（図表２－１３から２－１７）

である。 
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図表２－１３ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０２３年予測） 
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図表２－１４ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０２８年予測） 
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図表２－１５ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０３３年予測） 
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図表２－１６ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０３８年予測） 
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図表２－１７ 全国の市町村等ごとの空き家率（２０４３年予測） 

 

 ２０１８年実績と見比べると、西日本と東日本の差が縮小していることが見て取れる。 
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２０４３年予測の空き家率が高い全国の市町村等ワースト１００は次表のとおり。２０１８年実績と

比べると、東日本（オレンジ色）が多くなっている。 

 

図表２－１８ ２０４３年予測 全国市町村等の空き家率 ワースト１００市町村等 

順位 市町村等名 
空き家率 

（％） 
順位 市町村等名 

空き家率 

（％） 

１ 山口県 周防大島町 ２３．６５６ ２６ 石川県 輪島市 １９．８８３ 

２ 高知県 土佐清水市 ２３．４５５ ２７ 鹿児島県 曽於市 １９．８７７ 

３ 高知県 室戸市 ２３．３７１ ２８ 鹿児島県 伊佐市 １９．７６９ 

４ 北海道 夕張市 ２３．２８６ ２９ 秋田県 三種町 １９．５８５ 

５ 静岡県 熱海市 ２３．１９８ ３０ 福岡県 川崎町 １９．５８１ 

６ 北海道 歌志内市 ２２．８７５ ３１ 長崎県 五島市 １９．５７７ 

７ 北海道 三笠市 ２２．０５７ ３２ 宮崎県 えびの市 １９．５６１ 

８ 北海道 赤平市 ２１．８０２ ３３ 宮崎県 串間市 １９．４７３ 

９ 和歌山県 串本町 ２１．５４４ ３４ 鹿児島県 阿久根市 １９．４３０ 

１０ 三重県 熊野市 ２１．４３５ ３５ 北海道 白老町 １９．４００ 

１１ 北海道 芦別市 ２１．１１９ ３６ 愛媛県 愛南町 １９．３７８ 

１２ 和歌山県 那智勝浦町 ２０．９３４ ３７ 熊本県 山都町 １９．３６５ 

１３ 高知県 四万十町 ２０．７８４ ３８ 鹿児島県 枕崎市 １９．２７６ 

１４ 石川県 珠洲市 ２０．６９９ ３９ 広島県 江田島市 １９．２６１ 

１５ 徳島県 三好市 ２０．６８８ ４０ 静岡県 下田市 １９．１６５ 

１６ 鹿児島県 肝付町 ２０．６７１ ４１ 鹿児島県 垂水市 １９．０９３ 

１７ 三重県 紀北町 ２０．３９５ ４２ 鹿児島県 西之表市 １９．０２０ 

１８ 秋田県 男鹿市 ２０．３２９ ４３ 鹿児島県 南九州市 １８．９９５ 

１９ 北海道 美唄市 ２０．２４５ ４４ 新潟県 佐渡市 １８．９９４ 

２０ 茨城県 大子町 ２０．１７１ ４５ 神奈川県 湯河原町 １８．９９３ 

２１ 大分県 竹田市 ２０．０７０ ４６ 北海道 小樽市 １８．９８０ 

２２ 石川県 能登町 ２０．０４４ ４７ 秋田県 北秋田市 １８．９６５ 

２３ 三重県 尾鷲市 １９．９４９ ４８ 千葉県 南房総市 １８．９６４ 

２４ 長崎県 新上五島町 １９．９１４ ４９ 静岡県 伊東市 １８．７１７ 

２５ 鹿児島県 さつま町 １９．８９１ ５０ 福岡県 嘉麻市 １８．６７５ 
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順位 市町村等名 
空き家率

（％） 
順位 市町村等名 

空き家率

（％） 

５１ 高知県 安芸市 １８．６６８ ７６ 北海道 士別市 １７．７８３ 

５２ 長崎県 平戸市 １８．６４６ ７７ 和歌山県 白浜町 １７．７１５ 

５３ 和歌山県 新宮市 １８．６１７ ７８ 群馬県 みなかみ町 １７．７１０ 

５４ 鹿児島県 南さつま市 １８．６１３ ７９ 北海道 森町 １７．６１４ 

５５ 鹿児島県 指宿市 １８．６０６ ８０ 岩手県 洋野町 １７．５９０ 

５６ 山口県 萩市 １８．６０１ ８１ 熊本県 水俣市 １７．５８７ 

５７ 愛媛県 西予市 １８．５９１ ８２ 山梨県 大月市 １７．５７２ 

５８ 奈良県 御所市 １８．５３８ ８３ 奈良県 五條市 １７．５５６ 

５９ 秋田県 能代市 １８．４０２ ８４ 千葉県 勝浦市 １７．５４３ 

６０ 北海道 余市町 １８．３９４ ８５ 山梨県 市川三郷町 １７．５１４ 

６１ 大分県 津久見市 １８．３７６ ８６ 青森県 南部町 １７．５１１ 

６２ 京都府 宮津市 １８．３２９ ８７ 広島県 庄原市 １７．５０２ 

６３ 愛媛県 八幡浜市 １８．２９３ ８８ 高知県 須崎市 １７．５００ 

６４ 福島県 南会津町 １８．１７９ ８９ 静岡県 伊豆市 １７．４７９ 

６５ 大分県 豊後大野市 １８．０２２ ９０ 熊本県 芦北町 １７．４７５ 

６６ 兵庫県 佐用町 １８．０２１ ９１ 大分県 国東市 １７．４５９ 

６７ 北海道 紋別市 １７．９９２ ９２ 高知県 宿毛市 １７．４５３ 

６８ 山口県 長門市 １７．９７７ ９３ 岩手県 釜石市 １７．４３１ 

６９ 秋田県 仙北市 １７．９６７ ９４ 千葉県 いすみ市 １７．３９２ 

７０ 秋田県 鹿角市 １７．９３５ ９５ 青森県 七戸町 １７．３８５ 

７１ 兵庫県 香美町 １７．９００ ９６ 長崎県 壱岐市 １７．３７５ 

７２ 山梨県 北杜市 １７．９００ ９７ 北海道 深川市 １７．３５５ 

７３ 高知県 いの町 １７．８９５ ９８ 鹿児島県 いちき串木野市 １７．３２５ 

７４ 奈良県 宇陀市 １７．８３３ ９９ 愛媛県 宇和島市 １７．３２１ 

７５ 和歌山県 かつらぎ町 １７．７９３ １００ 愛媛県 内子町 １７．３１０ 

 

東北圏の市町村等 12

東日本の市町村等 41

西日本の市町村等 59



 39 

 

２０１８年から２０４３年の上昇％ポイントが大きい全国の市町村等ワースト１００は次のとおり。ほ

とんどが東日本（オレンジ色）である。 

 

図表２－１９ 

２０１８年から２０４３年 全国市町村等の空き家率 上昇％ポイント ワースト１００市町村等 

順位 市町村等名 
上昇 

％ポイント 
順位 市町村等名 

上昇 

％ポイント 

１ 静岡県 熱海市 １５．４３２ ２６ 埼玉県 三郷市 １０．３１５ 

２ 北海道 三笠市 １３．８０５ ２７ 北海道 倶知安町 １０．２７６ 

３ 北海道 深川市 １２．３３２ ２８ 北海道 北見市 １０．２１３ 

４ 北海道 江別市 １１．９６０ ２９ 北海道 稚内市 １０．１９３ 

５ 兵庫県 芦屋市 １１．９４０ ３０ 埼玉県 入間市 １０．１５０ 

６ 北海道 美唄市 １１．７８８ ３１ 北海道 新ひだか町 １０．０５２ 

７ 北海道 旭川市 １１．６６９ ３２ 大阪府 八尾市 １０．０４０ 

８ 奈良県 上牧町 １１．５９１ ３３ 北海道 幕別町 １０．０３７ 

９ 北海道 当別町 １１．０７３ ３４ 東京都 福生市 １０．０３６ 

１０ 北海道 帯広市 １１．０７１ ３５ 北海道 留萌市 １０．０２６ 

１１ 北海道 小樽市 １１．０１６ ３６ 静岡県 清水町 １０．０２２ 

１２ 東京都 清瀬市 １０．９５０ ３７ 東京都 羽村市 １０．００９ 

１３ 新潟県 見附市 １０．８８１ ３８ 埼玉県 幸手市 １０．００２ 

１４ 北海道 釧路市 １０．６９５ ３９ 東京都 東村山市 ９．９８７ 

１５ 北海道 中標津町 １０．６８８ ４０ 神奈川県 二宮町 ９．９６８ 

１６ 北海道 北広島市 １０．６２６ ４１ 長崎県 時津町 ９．９６３ 

１７ 埼玉県 坂戸市 １０．５９１ ４２ 北海道 網走市 ９．９１７ 

１８ 北海道 岩見沢市 １０．５８９ ４３ 奈良県 平群町 ９．８５７ 

１９ 静岡県 伊東市 １０．５５５ ４４ 神奈川県 秦野市 ９．８４３ 

２０ 長野県 軽井沢町 １０．５０７ ４５ 北海道 函館市 ９．８３６ 

２１ 東京都 昭島市 １０．４９９ ４６ 北海道 恵庭市 ９．８１９ 

２２ 北海道 苫小牧市 １０．４９７ ４７ 神奈川県 茅ケ崎市 ９．８１２ 

２３ 東京都 立川市 １０．４６５ ４８ 静岡県 沼津市 ９．７４７ 

２４ 東京都 多摩市 １０．４３７ ４９ 群馬県 邑楽町 ９．７２５ 

２５ 北海道 滝川市 １０．４０６ ５０ 兵庫県 播磨町 ９．７２５ 
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順位 市町村等名 
上昇 

％ポイント 
順位 市町村等名 

上昇 

％ポイント 

５１ 大分県 別府市 ９．７１３ ７６ 福島県 福島市 ９．３２０ 

５２ 北海道 芽室町 ９．６８０ ７７ 東京都 狛江市 ９．３０３ 

５３ 北海道 音更町 ９．６４１ ７８ 神奈川県 藤沢市 ９．２９５ 

５４ 北海道 伊達市 ９．６３８ ７９ 東京都 青梅市 ９．２７７ 

５５ 北海道 登別市 ９．６３８ ８０ 北海道 紋別市 ９．２７６ 

５６ 埼玉県 草加市 ９．６３７ ８１ 神奈川県 南足柄市 ９．２６６ 

５７ 埼玉県 春日部市 ９．５８８ ８２ 神奈川県 横浜市 ９．２５２ 

５８ 神奈川県 小田原市 ９．５７８ ８３ 北海道 北斗市 ９．２３６ 

５９ 千葉県 八千代市 ９．５６７ ８４ 宮城県 大河原町 ９．２２４ 

６０ 静岡県 静岡市 ９．５４１ ８５ 北海道 芦別市 ９．２０３ 

６１ 群馬県 板倉町 ９．５３０ ８６ 北海道 名寄市 ９．１９６ 

６２ 東京都 町田市 ９．５０３ ８７ 東京都 瑞穂町 ９．１６９ 

６３ 大阪府 河内長野市 ９．５０２ ８８ 静岡県 三島市 ９．１６８ 

６４ 福島県 会津美里町 ９．５０１ ８９ 埼玉県 所沢市 ９．１５２ 

６５ 東京都 東大和市 ９．４８６ ９０ 福岡県 水巻町 ９．１４５ 

６６ 千葉県 我孫子市 ９．４７１ ９１ 千葉県 鎌ケ谷市 ９．１４２ 

６７ 宮城県 多賀城市 ９．４７０ ９２ 沖縄県 那覇市 ９．１３９ 

６８ 北海道 千歳市 ９．４４９ ９３ 青森県 青森市 ９．１３０ 

６９ 埼玉県 北本市 ９．４３１ ９４ 埼玉県 上尾市 ９．１１６ 

７０ 東京都 東久留米市 ９．４０５ ９５ 千葉県 松戸市 ９．１１４ 

７１ 北海道 札幌市 ９．３９８ ９６ 埼玉県 桶川市 ９．１１０ 

７２ 兵庫県 神戸市 ９．３８３ ９７ 京都府 向日市 ９．１０９ 

７３ 宮城県 白石市 ９．３７１ ９８ 兵庫県 西宮市 ９．０９６ 

７４ 兵庫県 稲美町 ９．３５８ ９９ 大阪府 藤井寺市 ９．０７１ 

７５ 北海道 士別市 ９．３３９ １００ 兵庫県 伊丹市 ９．０６６ 

 

東北圏の市町村等 7
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（２）東北圏の予測結果 

東北圏平均では、７．９％から１４．３％と、６．４％ポイント増加する予測結果となった。この増加

幅は、全国平均の５．７％ポイントや西日本平均の４．６％ポイントより大きく、２０１８年度時点に西

日本平均より低かった空き家率が、２０４３年予測では西日本平均を上回る予測結果となった（図

表２－２０）。 

 

図表２－２０ 東北圏の予測結果 

 

平均値（％） １５％以上の市町村等数 

全国 西日本 東日本 東北圏 全国 西日本 東日本 東北圏 

実績 

２０１８年 
７．９ ９．１ ６．８ ７．９ ９０ ７２ １８ ６ 

予測 

２０４３年 
１３．６ １３．７ １３．５ １４．３ ２８１ １４７ １３４ ４６ 

増加幅 ５．７ ４．６ ６．７ ６．４ １９１ ７５ １１６ ４０ 
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東北圏を拡大したマップ（図表２－２１から２－２５）を見ると、全国と同様、２０１８年から２０４３

年にかけて徐々に空き家率が上昇していることが見て取れる。特に岩手県、秋田県で赤や黄色の

市町村等が目立つことが見て取れる。 

 

図表２－２１ 東北圏を拡大したマップ（２０２３年予測） 
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図表２－２２ 東北圏を拡大したマップ（２０２８年予測）
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図表２－２３ 東北圏を拡大したマップ（２０３３年予測） 
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図表２－２４ 東北圏を拡大したマップ（２０３８年予測） 
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図表２－２５ 東北圏を拡大したマップ（２０４３年予測） 
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東北圏の空き家率ワースト１０市町村等とベスト１０市町村等を表にすると図表２－２６、２－２７

のようになる。ワースト１０には秋田県が多く、ベスト１０には仙台市周辺のベッドタウンが多い。 

 

図表２－２６ 東北圏市町村等の空き家率 ２０４３年予測 ワースト１０市町村等 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 秋田県 男鹿市 ２０．３３ １５．８２  

２ 秋田県 三種町 １９．５８ １３．４３  

３ 新潟県 佐渡市 １８．９９ １９．８２  

４ 秋田県 北秋田市 １８．９６ １３．２７  

５ 秋田県 能代市 １８．４０ １２．１２  

６ 福島県 南会津町 １８．１８ １３．４６  

７ 秋田県 仙北市 １７．９７ １１．５７  

８ 秋田県 鹿角市 １７．９３ １２．７８  

９ 岩手県 洋野町 １７．５９ １７．６５  

１０ 青森県 南部町 １７．５１ １３．０４  

 

図表２－２７ 東北圏市町村等の空き家率 ２０４３年予測 ベスト１０市町村等 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 宮城県 大和町 ９．５３  ３．７９ 

２ 宮城県 富谷市 ９．５３  ３．０７ 

３ 宮城県 名取市 １０．１３ ４．３９  

４ 宮城県 利府町 １０．１９ １．７５  

５ 岩手県 矢巾町 １０．３７ ５．２３  

６ 山形県 東根市 １０．５０ ３．７１  

７ 岩手県 滝沢市 １０．７５ ３．２５  

８ 福島県 西郷村 １１．１２ ４．９４  

９ 宮城県 仙台市 １１．１６ ２．７８  

１０ 山形県 天童市 １１．１７ ３．４７  
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青森県の１６市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－２８ 【青森県】１６市町村等 
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 青森県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－２９ 青森県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 南部町 １７．５１ １３．０４ 

２ 七戸町 １７．３８ ８．７９ 

３ つがる市 １６．９１ １１．３４ 

４ 五戸町 １６．７５ １０．４７ 

５ 五所川原市 １６．５６ １０．７９ 

６ 東北町 １６．１８ ９．２１ 

７ むつ市 １５．７８ １２．１７ 

８ 黒石市 １５．３６ ８．３０ 

９ 弘前市 １４．６７ ５．７０ 

１０ 十和田市 １４．６５ ６．７３ 

１１ 平川市 １４．５１ ７．８３ 

１２ 藤崎町 １４．４８ ７．６６ 

１３ 八戸市 １４．４７ ６．３０ 

１４ 青森市 １４．４２ ５．２９ 

１５ 三沢市 １３．５８ ５．６８ 

１６ おいらせ町 １２．６９ ５．３５ 
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岩手県の２０市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－３０ 【岩手県】２０市町村等 
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岩手県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－３１ 岩手県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 洋野町 １７．５９ １７．６５ 

２ 釜石市 １７．４３ １０．７０ 

３ 遠野市 １７．０２ １０．８８ 

４ 八幡平市 １６．５０ ８．８１ 

５ 山田町 １６．２６ ２５．６９ 

６ 宮古市 １６．２３ ９．９８ 

７ 陸前高田市 １６．０８ １６．０２ 

８ 二戸市 １５．７２ １２．２２ 

９ 大船渡市 １５．２２ ６．５８ 

１０ 久慈市 １５．０４ １１．９２ 

１１ 一関市 １５．０１ ９．１０ 

１２ 雫石町 １４．６２ ８．２２ 

１３ 奥州市 １４．２４ ８．８６ 

１４ 花巻市 １３．６４ ７．８７ 

１５ 紫波町 １２．４６ ７．０６ 

１６ 盛岡市 １２．３４ ５．２８ 

１７ 金ケ崎町 １１．８６ ７．８６ 

１８ 北上市 １１．３４ ５．２０ 

１９ 滝沢市 １０．７５ ３．２５ 

２０ 矢巾町 １０．３７ ５．２３ 
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宮城県の２３市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－３２ 【宮城県】２３市町村等 
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宮城県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－３３ 宮城県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 栗原市 １５．６２ ９．１７ 

２ 気仙沼市 １５．２６ １１．５７ 

３ 涌谷町 １４．９７ ８．５５ 

４ 加美町 １４．７４ ８．３６ 

５ 白石市 １４．５３ ５．１６ 

６ 塩釜市 １４．４４ ５．４９ 

７ 角田市 １４．２６ ５．２８ 

８ 石巻市 １４．０９ １１．２１ 

９ 美里町 １４．０７ ６．９６ 

１０ 登米市 １３．９２ ７．８３ 

１１ 大崎市 １２．８１ ５．９７ 

１２ 東松島市 １２．５９ ６．１２ 

１３ 亘理町 １２．４５ ５．７５ 

１４ 大河原町 １２．３５ ３．１３ 

１５ 七ケ浜町 １２．２８ ３．３５ 

１６ 柴田町 １１．５９ ３．７１ 

１７ 岩沼市 １１．３７ ２．４３ 

１８ 多賀城市 １１．３２ １．８５ 

１９ 仙台市 １１．１６ ２．７８ 

２０ 利府町 １０．１９ １．７５ 

２１ 名取市 １０．１３ ４．３９ 

２２ 富谷市 ９．５３ ３．０７ 

２３ 大和町 ９．５３ ３．７９ 
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秋田県の１６市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－３４ 【秋田県】１６市町村等 

 

 

 



 57 

 

 

  



 58 

 

秋田県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－３５ 秋田県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 男鹿市 ２０．３３ １５．８２ 

２ 三種町 １９．５８ １３．４３ 

３ 北秋田市 １８．９６ １３．２７ 

４ 能代市 １８．４０ １２．１２ 

５ 仙北市 １７．９７ １１．５７ 

６ 鹿角市 １７．９３ １２．７８ 

７ 湯沢市 １６．７０ ８．３２ 

８ 大館市 １６．６９ ９．６４ 

９ 羽後町 １６．０３ ９．２５ 

１０ 大仙市 １５．８７ ７．１０ 

１１ 美郷町 １５．８１ ７．５０ 

１２ にかほ市 １５．６６ １０．４４ 

１３ 横手市 １５．６３ ７．９７ 

１４ 由利本荘市 １５．４６ ８．２０ 

１５ 潟上市 １５．３６ ８．５５ 

１６ 秋田市 １４．３２ ５．８８ 
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山形県の１７市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－３６ 【山形県】１７市町村等 
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山形県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－３７ 山形県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 尾花沢市 １５．０８ ８．３５ 

２ 上山市 １４．９５ ９．１３ 

３ 酒田市 １４．２８ ６．８７ 

４ 村山市 １４．２１ ７．５５ 

５ 鶴岡市 １４．０９ ９．６６ 

６ 庄内町 １４．０１ ７．２３ 

７ 川西町 １３．８７ ６．７４ 

８ 長井市 １３．３３ ６．７９ 

９ 新庄市 １３．２５ ５．９８ 

１０ 河北町 １３．１９ ４．８１ 

１１ 南陽市 １２．９１ ６．８５ 

１２ 高畠町 １２．１７ ５．２４ 

１３ 米沢市 １１．９３ ６．８９ 

１４ 山形市 １１．６４ ５．４７ 

１５ 寒河江市 １１．３６ ５．７９ 

１６ 天童市 １１．１７ ３．４７ 

１７ 東根市 １０．５０ ３．７１ 
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福島県の１８市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－３８ 【福島県】１８市町村等 
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福島県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－３９ 福島県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 南会津町 １８．１８ １３．４６ 

２ 会津美里町 １６．３８ ６．８８ 

３ 猪苗代町 １６．０４ １１．１７ 

４ 喜多方市 １５．９４ １３．０８ 

５ 田村市 １４．９７ ６．７５ 

６ 会津坂下町 １４．８７ ６．００ 

７ 石川町 １４．６３ ９．７５ 

８ 伊達市 １４．５５ ６．３０ 

９ 三春町 １４．４８ ９．７１ 

１０ 会津若松市 １４．１３ ６．２７ 

１１ 二本松市 １４．０７ ７．８１ 

１２ 福島市 １３．３６ ４．０４ 

１３ 矢吹町 １３．０９ ９．８９ 

１４ 白河市 １２．９５ ５．８８ 

１５ 須賀川市 １２．４３ ４．４４ 

１６ 郡山市 １２．１１ ４．４４ 

１７ 本宮市 １１．８８ ５．４０ 

１８ 西郷村 １１．１２ ４．９４ 
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新潟県の２０市町村等を折れ線グラフで見ると次のようになる。 

 

図表２－４０ 【新潟県】２０市町村等
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新潟県の市町村等ごとの２０４３年予測値が高い方から順に並べると次表のようになる。 

 

図表２－４１ 新潟県 市町村等ごとの予測値と実績値 （２０４３年予測値順） 

順位 市町村等名 ２０４３年予測値（％） ２０１８年実績（％） 

１ 佐渡市 １８．９９ １９．８２ 

２ 糸魚川市 １６．４７ １１．７３ 

３ 村上市 １６．１４ １０．５３ 

４ 十日町市 １５．４９ ８．０１ 

５ 加茂市 １５．３１ ７．１４ 

６ 妙高市 １４．９６ ７．８３ 

７ 五泉市 １４．７９ ７．１６ 

８ 魚沼市 １４．５１ ６．３８ 

９ 柏崎市 １３．９０ ７．６５ 

１０ 阿賀野市 １３．７６ ６．０５ 

１１ 胎内市 １３．７３ ７．４３ 

１２ 小千谷市 １３．４５ ５．８７ 

１３ 上越市 １３．２８ ７．０９ 

１４ 三条市 １３．２０ ５．００ 

１５ 新発田市 １３．１８ ７．４４ 

１６ 見附市 １３．０２ ２．１３ 

１７ 長岡市 １２．９１ ５．４６ 

１８ 燕市 １２．５４ ６．９１ 

１９ 新潟市 １２．４５ ４．９７ 

２０ 南魚沼市 １２．３６ ４．１０ 
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４．政策効果のシミュレーション 

 

今回、将来予測とは別に、新築持家の抑制や古い住宅の適切な除却促進といった施策を実施

することによって空き家率がどの程度低下するのか、参考までに試算した（図表２－４２）。 

 

図表２－４２ 政策効果シミュレーション結果 

 
平均値（％） １５％以上の市町村等数 

全国 西日本 東日本 東北圏 全国 西日本 東日本 東北圏 

予測 

２０４３年 
１３．６ １３．７ １３．５ １４．３ ２８１ １４７ １３４ ４６ 

政策シミュ

レーション43 
１０．０ １０．２ ９．９ １０．４ ３９ ２５ １４ １ 

政策による

変化44 
△３．６ △３．５ △３．６ △３．９ △２４２ △１２２ △１２０ △４５ 

 

なお、当シミュレーションは、今後上記の政策を実施した場合の２０４３年時点の予測値を算出

したものではない。あくまで政策の影響度を仮想的に試算した参考値に過ぎない点に留意願いた

い。 

また、空き家活用は、新築着工戸数を伸ばすこととは逆の方向性の取り組みとなる。関係業界

にとって大きな打撃とならない進め方も考える必要がある。 

 

  

 
43 予測期間の開始年である 2019 年に築 48 年となる住宅が建設された 1971 年以降、中古住

宅市場の流動性が増し、住宅取引全体における新築持家の割合が欧米並み（現実の 2 割程度）

となったと仮定し、かつ除却率が現実の２倍程度だったという仮想の日本を想定し、その 2043

年時点の空き家率をシミュレートしたもの。 
44 「予測 2043 年」の値と「政策シミュレーション」の値の差分。 
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５．補足 

 

（１）本予測でパネルデータ分析が有利な点 

本予測でパネルデータ分析の手法を採用した理由を端的に示す（図表２－４３）。例えば単回帰

分析の場合、各個体を見るとｘが増えればｙが増えるという関係にある場合であっても、逆にｘが

増えればｙが減るというモデルを推定してしまうおそれがある（左）。一方パネルデータ分析では、

全てのデータを一括してモデルの係数を推定するのではなく、個体ごとのデータだけを見ることを

個体数分繰り返して係数を推定する。このように、各個体を識別し、全ての個体におけるｘのｙに

対する影響を見るので、より適切に分析できる。 

 

図表２－４３ 単回帰分析（左）とパネルデータ分析（右） 

 

（２）空き家のカウント方法について 

今回使用した住宅・土地統計調査のデータは、そもそも住宅のみを対象としていることから、住

宅以外の空き家はカウントされていない。また同調査では「廃屋」は住宅としていない。さらに本調

査ではその他空き家のみを対象としている。したがって本章で空き家にカウントしているのは、大

きなリノベーション無しでも流通可能な、分譲・賃貸・別荘に利用されない住宅のみである。さらに、

住宅・土地統計調査は、人口１万５千人未満の町村を調査対象としていない。したがって、仮に小

規模な町村であればあるほど空き家率が高いと仮定すると、本章で示したエリア平均値は、現実

の数値よりも低いことになる。地方や山間部を歩いている時に感じる（一般的な感覚での）「空き

家」の割合よりも、本調査における数値が低いと感じるとすれば、上記の要因が影響している可

能性がある。 

なお、住宅・土地統計調査における共同住宅は、１部屋ごとにカウントされているが、市町村等
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が独自に実施する空き家の把握では、共同住宅の部屋全てが空き家の場合に初めて空き家を１

とカウントしている事例もあり、国による調査と市町村等による調査の乖離も指摘されている45。 

 

（３）各種先行調査の予測と本調査の予測の違い 

既に空き家数や空き家率の将来予測は複数公表されている。本調査における予測を行うにあ

たり、次の４つを文献調査した。①富士通総研（ＦＲＩ）経済研究所の米山秀隆氏が２０１２年に発表

した「空き家率の将来展望と空き家対策」における予測、②野村総合研究所が２０１９年に発表し

た「２０３０年の住宅市場と課題～空き家の短期的急増は回避できたものの、長期的な増加リスク

は残る～」における予測、③東京都市大学建築都市デザイン学部秋山研究室が２０２３年に発表

した「統計情報を活用した将来の空き家分布予測手法の検討」における予測、④明治大学政治経

済学部の野沢教授が２０２３年に発表した予測の４つである（発表時期順）。 

 

ａ．予測した「空き家」は何を対象としているか 

①は、リポートの中で分譲・賃貸・別荘・その他の空き家それぞれの実績について論じているが、

将来予測は全ての「空き家」で算出している。②は、分譲・賃貸・別荘含めた全ての「空き家」、③

および④は本調査と同じく「その他空き家」のみで予測値を算出している。 

 

ｂ．予測の手法 

①と②は住宅ストック数に新設住宅着工戸数、除却戸数を積み上げる等により予測、③は高齢

率等と、その８年後の空き家率を突き合わせて機械学習モデル（Ｌｉｇｈｔ ＧＢＭを用いた回帰予測

モデル）により予測、④は７５歳以上が住む持家が一定割合（国土交通省「空き家所有者実態調

査」による空き家所有者の今後の活用・解体意向調査結果をもとに設定）で空き家になる等の仮

定を置き積み上げにより予測している。 

 

ｃ．予測の年度 

①は２０２８年まで、②は２０３３年まで、③は２０２８年まで、④は２０４０年までである。 

 

ｄ．政策効果を織り込んだケースの算出 

①は新設住宅戸数の現状維持と半減、純滅失戸数の現状維持と増加を組み合わせて４ケース

の予測を算出している。②は除却率が現状より低くなる場合と現状維持の２ケースを予測、③、④

は１ケースのみである。 

 

本調査の予測は、その他空き家のみを対象に、パネルデータ分析の手法により空き家率を予測

し、かつ政策効果も試算した点でユニークであると考える。 

 
45 総務省統計局「令和５年住宅・土地統計調査に関する研究会（第３回）議事概要」 
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３章 事例調査 

 

１．事例の選定 

 

本調査では、以下の「１０の視点」と「２つの軸」を基に、全国から１２の先進事例を選定した。 

 

（１）事例選定の「１０の視点」 

空き家活用事例を文献調査により網羅的に見ると、ある程度共通する方法や目的が見られ

る。本調査ではそれらを次の「１０の視点」に整理し、いずれかに合致する事例を選定した。 

 

図表３－１ １０の視点 

① 地域活性化・地域づくり 

② 移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

③ インバウンドの促進 

④ 地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑤ 官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客アップ 

⑥ 市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ ストックの維持 

⑧ 空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑨ 売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 

⑩ ストックの掘り起こし 

 

視点①｜地域活性化・地域づくり 

本リポートの趣旨は単に空き家等を減らすこと（＝解体促進）ではなく、空き家等を活用して地

域を活性化することであり、その結果として空き家等が減少するということである。したがって地

域活性化・地域づくりに成功している事例からその要因を学ぶ。 

 

視点②｜移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

地方分権の推進による二地域居住の進展、アフターコロナにおける働き方改革等の推進等に

より、地方圏は都市部Ｕ・Ｉ・Ｊターン人材等の受け皿となることが期待される。空き家等の活用によ

って移住やデュアルライフを促進することが可能であると思われ、そういった効果を生み出してい

る事例からその成功要因を学ぶ。 

 

視点③｜インバウンドの促進 

地方圏へのインバウンド客やインバウンド消費を取り込むことにより、観光が地域の基幹産業の
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一つとして発展することを通じ、地域活性化が図られることが期待される。古民家等の空き家等

を活用して民泊施設や分散型宿泊施設へ利活用する民間事業者も出てきていることから、それ

らの事業で成功している事例からその成功要因を学ぶ。 

 

視点④｜地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

空き家等を利活用するには、物件に対する個別の需要のみならず、その地域に人が来る理由

があることも重要である。地域独自の魅力や地場産業をきっかけにしつつ、安価で入居後の造作

等について比較的自由度が高いという空き家等物件のアドバンテージを活かして人を呼び込ん

でいる事例からその成功要因を学ぶ。 

 

視点⑤｜官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客力アップ 

使われなくなる公共施設の利活用も今後重要となってくる。その際、いかに官と民が連携して

新たな価値を持つ場を創造できるかが鍵となる。そのような事業を実施している事例から手法等

を学ぶ。 

 

視点⑥｜市民の価値観・意識変化を促す 

空き家等の活用拡大には、市民の価値観の変化が必要である。古いものを愛し、大切にし、古

いものにこそ魅力を感じるような価値観を持つ人を増やすことで、初めて局所的ではない全体の

空き家等の活用拡大が実現すると思われ、そのような事例からポイントを学ぶ。 

 

視点⑦｜ストックの維持 

ＳＤＧｓの観点に立てば、まだ使える建築物は解体するより使い継いでいくべきである。そのた

めに必要となるノウハウ・コツについて、建築物を使い継いでいく取り組み事例から学ぶ。 

 

視点⑧｜空き家等に関わるプレーヤーの増加 

空き家等の活用が面的に広がっていくためには、それに関わる人間や組織が増えていくことが

必要と思われる。周辺をうまく巻き込み、空き家等に関わるプレーヤーを獲得している事例からそ

の成功要因を学ぶ。 

 

視点⑨｜売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 

空き家等所有者には往々にして「このような人になら使ってほしい。しかしそうでない人には売

りたくない」という特有の心理がある。つまり、買う人がどのような人か分かれば物件情報を出す

が、不特定多数の人には晒したくない、という空き家等の所有者が多い。その結果、空き家が８５

０万件も存在するのに市場に出るのはごくわずかという状況が生じていると思われる。そのような

心理的ハードルをクリアして空き家等物件の市場流動性促進に成功している事例からその成功

要因を学ぶ。 
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視点⑩｜ストックの掘り起こし 

市場に出てこない放置物件を、少しでも市場に出てくるようにし、市場の流動性を高めることが、

空き家等を活用するためには必須である。空き家等物件が市場に出てこない理由の一つが、耐

震性や接道規制を満たさないことである。そのような、条件の厳しい物件の活用に寄与している

事業者から効率的なリノベーション方法等、それらを実現できている要因を学ぶ。 

 

（２）事業選定の「２つの軸」 

空き家等問題解決の方策は、全国どこでもある程度共通するような「一般的方法」と、地域の実

情に沿った「ローカライズされた方法」の２つの視点に分類できる。また、空き家等問題の解決には、

空き家等の流通を促進するアプローチと、リノベーション等により直接活用を促進するというアプ

ローチがある。そこで本調査では、取り組みの範囲が「広域的か、地域的か」、取り組みの目的が

「活用促進か、流通促進か」という「２つの軸」（図表３－２）によって事例を分類し、４つの象限それ

ぞれに複数の調査事例がプロットされるよう事例を選定した。 

 

図表３－２ ２つの軸 

 



 74 

 

１０の視点と４つの象限を踏まえて選定したのが次（図表３－３、３－４）の１２事例である。主に

Ｗｅｂサービスを通じて空き家活用を促進している２事例はオンラインヒアリングのみ実施した。そ

れ以外の１０事例は、現地に訪問して対面でヒアリングするとともに、現地視察を行い、可能であ

れば実際にサービスを利用した。 

 

図表３－３ 現地調査・ヒアリング対象事例の象限分類 
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図表３－４ 現地調査・ヒアリング対象事例リスト 

Ｎｏ． 事例名 本社等の所在地 対象地域 10 の視点 調査形態 

＜広域的・流通促進＞ 

１ 家いちば 
東京都渋谷区 

道玄坂 
全国 

② ⑥  

⑨ ⑩ 

オンライン 

ヒアリング 

２ 
さかさま 

不動産 

名古屋市西区 

新道 
全国 

① ② ⑥ 

⑨ ⑩ 

オンライン 

ヒアリング 

＜広域的・活用促進＞ 

３ ＮＩＰＰＯＮＩＡ 
兵庫県 

丹波篠山市 
全国展開 

① ③ ④ 

⑦ ⑧ ⑩ 

現地視察 

ヒアリング 

利用（宿泊） 

４ 巻組 
宮城県石巻市 

中央 

東北圏を主 

とし東京都 

でも展開 

① ② ④ 

⑧ ⑩ 

現地視察 

ヒアリング 

＜地域的・活用促進＞ 

５ ＨＡＧＩＳＯ 
東京都台東区 

谷中 

東京都台東区

谷中地域 

① ③ ④  

⑦ ⑧ ⑩ 

現地視察 

ヒアリング 

利用（買物） 

６ Ｑ１ 山形県山形市 
同左 

（Ｑ１単独） 

① ④ ⑤ 

⑥ ⑦ 

現地視察 

ヒアリング 

７ 

京都里山 

ＳＤＧｓラボ 

「ことす」 

京都市右京区 

京北 

同左 

（「ことす」 

単独） 

① ④  

⑤ ⑦ 

現地視察 

ヒアリング 

８ 
いいかね 

Ｐａｌｅｔｔｅ 

福岡県田川市 

大字猪国 

同左 

（いいかね 

Ｐａｌｅｔｔｅ単独） 

① ④ ⑤ 

⑥ ⑦ 

現地視察 

ヒアリング 

利用（宿泊） 

＜地域的・流通促進＞ 

９ 神山町 徳島県神山町 同左 
① ② ④ 

⑤ ⑦ ⑧ 

現地視察 

ヒアリング 

１０ 暇と梅爺 
東京都墨田区 

京島 
同左 

① ④ ⑥ 

⑦ ⑧ ⑨ 

現地視察 

ヒアリング 

１１ 
ヤドカリ 

プロジェクト 

浜松市中央区 

鴨江 
同左 

① ⑥  

⑦ ⑩ 

現地視察 

ヒアリング 

１２ 
ナゴノダナ 

バンク 

名古屋市西区 

那古野 

名古屋市 

那古野地域 

① ④ ⑥ 

⑦ ⑧ ⑨ 

現地視察 

ヒアリング 
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２．事例調査 

 

【事例１】 家いちば 
 

（１）事業の概要 

運営会社 家いちば株式会社 

対象地域 全国 

開始時期 ２０１５年 

事業内容 

登録者数約４万５千人を誇る日本最大の空き家売買マッチングサイトを運営。

不動産会社を介さない「セルフセル」方式等により運営会社のコストを抑え、所

有者の思いに共感した買主が直接交渉するため、空き家の流通が促進。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

 売り手が情報を載せ、買い手と直接交渉する「セルフセル方式」を採っている。不動産会

社を介さない「独自の料金体系」により、売買が成立した時に仲介手数料（業法規定の半

額）と、売主からのシステム登録基本料の８万円、買主からの成約基本料の８万円が得ら

れる仕組み。仮に物件価格がゼロ円でも１６万円が入ってくる。これにより、従来市場に出

回らなかった安価な物件の取引が成立している。累計取扱件数は約４千件、うち売買実

績件数は約８６０件（有効成約率約５割）である。 

② 事業の特徴 

 売主の記述する物件についてのストーリーを含めた情報やメッセージボードを用いた商

談システムによって、お互いの人柄を知ることができる。これによって安心して取引ができ

る相手を選ぶことが可能となっている。セルフセル方式を行うための人的サポートも充実

しており、契約等の面での安心も担保されている。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

 空き家が話題になるとき、多くは負の側面について語られる。そのような状況では売主

の「売ろう」という意思は低くなる。むしろ、空き家は素敵なものであるという発信をしてい

くことが必要である。 

④ 今後の課題や展望 

 空き家の数からみても、問い合わせの件数からみても掲載数が足りていない。潜在的な

売主をどのように掘り起こしていくかが最大の課題である。 

 

＜広域的・流通促進＞ 

②移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑨売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 

⑩ストックの掘り起こし 
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【考察】 

需要が無いと思われているような物件が家いちばでは取引されている。それは売主と買主

のコミュニケーションの促進および「ストーリー」の活用によって、過去に使われていた事実が

共感を想起するものとなっていることが要因であると考えられる。本事例は、空き家を流通す

るだけでなく、双方が幸せになるような取引を行っていることが、我々が学ぶべき点である。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～既存の不動産業界にはない空き家流通の仕組みを機能させる～ 

人口が減っている一方で、新築住宅は年間１００万戸クラスで作り続けられているので、家が余

っていく。人が死ぬことと新築をつくることは急に止まらないので、今後も空き家が確実に増え続

ける。空き家は言い方を変えると中古住宅である。「日本人は新築を買う。中古は売れない。だか

ら空き家が増える」とよく言われるが、そもそも日本では中古住宅の流通が圧倒的に少ない。生

涯の買い替え回数は、欧州の６回、米国の４回に対して、日本は０．２回、５人に１人が一生のうち

に一回買い替える程度で極端に少ない46。そもそも中古住宅が売れないというよりは、市場に出

回っていないと言ったほうがよい。なぜ市場に出ないかというと、家を売ろうとした人に聞いたア

ンケート47では、売ろうと思っている人の７割程度が不動産屋に相談すらしていない。不動産屋に

相談しないで売る方法は基本的になく「特に急いでいない」「一年以上先」という回答も多い。こう

した状況では、不動産屋としては早く売って手数料を稼ぎたいと思うので、売り手と不動産屋の

本音に大きなギャップが生じる。家いちばとしては、これが現状であり少なくとも空き家売買につ

いては、既存の不動産会社を通じた流通の仕組みがうまく機能していないと感じていたという。 

 

【事業スキームの特徴】 ～不動産会社を介さない売主と買主の「直接交渉の仕掛け」構築と「独

自の料金体系」システムの導入～ 

従来の不動産売買は、売り手と買い手の間に不動産会社が１社、あるいは２社入り、代理で交

渉するという図式である。また、通常の物件情報サイトには売主が直接物件の情報を載せられず、

基本的に不動産会社しか情報を載せられない。このような複雑な図式をシンプルにして、売り手

が直接情報を載せて、買い手と直接交渉するという「直接交渉の仕掛け」をつくったのが「家いち

ば」である。 

 
46 国土交通省「令和 5 年度 住宅経済関連データ」 
47 公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会「2017 年度 土地・住宅に関する消費者アン

ケート調査」 
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出所：家いちばＨＰ 

 

売り手が物件の情報や写真を準備したものがホームページに掲載される。この情報には、これ

までのその物件の歴史やストーリーが記載されている。その情報から買い手が問い合わせを行

い、問い合わせの対応は売り手自ら行う必要がある。そのやり取りから、売り手はどの買い手に

売却するか、買い手はその物件を買うかを決める。 

売主と買主のマッチングは「セルフセル方式」で行っている。不動産売買には特有のリスクや法

律等の障壁が存在するため、契約の部分までセルフで行うとトラブルになる可能性がある。そこで

マッチングをした後には安心の担保として、宅建士の調査や司法書士と連携して決済までの段取

りを行う。 

収益は成約した後の仲介手数料および売主からのシステム登録基本料と買主からの成約基本

料である。セルフサービスで行っているため、仲介手数料は通常の半分としている。システム登録

基本料と成約基本料はそれぞれ８万円（税別）であり、０円で取引された物件でも最低１６万円（税

別）の収益が確保できることから、赤字にならないシステムとなっている。 

 

【売買実績】 ～豊富な問い合わせ件数と成約実績～ 

累計の掲載数は約４，０００件、売買件数は約８６０件に上り、有効成約率48は約５割である。物

件あたりの平均問い合わせ数は１５人も存在する。普通は買主が物件を選ぶという形であるが、

家いちばでは売主が買主を選ぶような形になっている。 

 
48 掲載した物件のうち売却できた件数の比率。成約物件数／（掲載依頼のあった物件数－取下

げになった物件数） 
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② 事業の特徴 

【取扱物件のエリア】 ～全国を対象に、大都市から田舎まで幅広いエリアを対象～ 

取り扱っている物件は全国に渡り、数は少ないが海外にも存在する。全国では、特に大都市か

ら少し離れた田舎が人気である。また、おおむね物件が所在するエリア外の人が買っており、地

元の人が買っているケースはほとんどない。東京に限らず、会津の古民家を大阪の人が買い、静

岡の物件を広島の人が買っている。つまり、地域は関係ない。ほとんどの買主が複数の物件を探

し、問い合わせするが、複数の候補を見てみると北海道だったり長野であったりと地域は様々で

ある。エリア外の人が購入することが多い理由も人それぞれだが「近過ぎたら気分転換にならな

い」「普段は都会にいて、ちょっと自然の中がいい」という人は、１時間で行けるところがいいし「も

う１時間伸ばせばもっと自然があるので、東京から１時間は土地も高く、少し遠いがこちらにしよう」

等と考えているからではないか、と家いちばでは考えている。エリアは関係ないということにはす

ぐに気づき、都道府県別で絞り込むボタンはつくったが、いきなりエリアで絞り込むようなサイトの

仕掛けにはしなかったという。 

 

【取扱物件の種類】 

～住宅の「空き家」から店舗・事業所の「空き物件」まで幅広い物件を取り扱い～ 

掲載する物件について条件は設けておらず、一般的な住宅の「空き家」から店舗・事業所の「空

き物件」まで、どのような物件でも掲載することができるようになっている。サイトにも「空き家」と

いう文字は少ししか書いていない。古民家というシリーズは物件が多く人気だが、店舗兼住宅と

いうカテゴリーも多い。店舗兼住宅の場合は「商売を辞めているから店舗部分が空き家状態にな

っているものの、空き家と言っていいのか」と躊躇われる。このようなものは空き家のサイトと言っ

たら載せないかもしれない。それ以外にも、様々な物件の掲載依頼が来ているという。残置物が

残っている物件やぼろぼろの物件等も掲載が可能である。元々郵便局であった物件や神社等の

特殊な物件も掲載されている。それらをえり好みせず、依頼順に掲載している。サイトとしてカオ

スな状態であるが、それによって所有者が「これでも売れるなら、自分の物件も売れるだろう」と

思ってもらえることを期待しているという。 

さらに、空き家といえば、通常は廃虚、事故物件等、いわゆる「負動産」の代表格であるが、これ

らに問い合わせが何十件、百何十件と来て売れていくという状況で、むしろ売り物件が足りない

状況が続いている。 

 

【サービス利用者の特徴】 ～登録アカウントは約４万、年代別では４０代が最多～ 

利用の際は会員登録をする必要があり、４万アカウント近く登録されている。買主と売主の割合

はおそらく１０：１程度だと推測される。登録者の中には買主であり売主である人もいる。 

買主の傾向としては、年齢をみると４０代が一番多く、３０代、５０代、２０代とピラミッド状に減っ
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ていく。性別では男性がやや多く、６割強という傾向である。感触としては東京の人が多いという

感じである。売主も東京にいることが多く、田舎の実家が相続で空き家になり、ご自身は東京で

仕事をしているというケースが多い。 

購入の目的としては単純に住まいとして利用する人は少なく、統計的にみても、すぐに引っ越す

人は３０％もいない。イメージでは半分以上がセカンドハウスとして使い、残りが事業用である。こ

のように購入目的は様々である。 

 

【収益構造の特徴】 ～不動産会社を介さない「独自の料金体系」システムにより利益を確保～ 

家いちばでは独自の料金体系を用いている。仲介手数料はセルフサービスでやっているので

通常の手数料の半分で行っている。ただ、これでは物件が０円だと手数料も０円になってしまうの

で、基本料をプラスする、つまり、仮に０円でも８万円プラス８万円、１６万円の手数料が出るという

独自の料金体系にしている。この料金体系を採ることによって、どんな値段の物件でも赤字にな

らないようになり、通常の中古物件市場には出回らない低価格の物件を流通させることを可能に

している。 

 

【「セルフセル方式」の特徴】 

～従来市場に出回らなかった幅広い種類、金額の空き家の流通を促進～ 

セルフサービスで、空き家でも流通しやすくする仕掛けをつくった。通常であれば不動産屋にお

願いして全部やってもらうところだが、売主は自分で載せる文書や写真を用意し、買い手からの

問い合わせや内見の対応まで自分でしなければならない。 

 

 

 

出所：家いちばＨＰ 
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また、価格も売り手が自ら決定する。サービスを開始してすぐの頃は「いくらにしたらいいか」等

の相談があったが、今はなくなったという。同じ地域の他の物件を見て決めているのではないか

と思われる。価格も決めていないものや「応相談」との記載しているものもある。「私はいくらで買

います」と買い手が値段をつけるという形もある。 

セルフセル方式には、マンパワーを抑制できること以外にもメリットが存在する。売主からすると、

自分で相手を選べる、自分の言葉でアピールできる、悪いところも正直に伝えやすい。一方で、買

主も、売主の本音が聞けると安心し、かつ、特に価格で思い切った交渉ができる。間に不動産屋

が入ってしまうと、このメリットがほとんど活きない。特に価格については、半額にしてくれと不動

産屋に言うと門前払いになるが「家いちば」の交渉では、売主が「半分でもいい」と言って売れて

いることがある。これが空き家の流通に必要だと考えられる。 

 

【サポート体制の特徴】 ～マッチング成立後は国家資格のある 

宅建士等専門家がサポートする等充実した人的サポートを提供～ 

セルフセル方式で行うためには人的なサポートが必要で、物件を載せる時にアドバイスしたり、

商談中にいろいろ相談に乗ったりしている。当然契約段階では密接に宅建士が動いてまとめる。

一見ネットビジネスではあるが、裏側でかなりの人的サポート体制を敷いており、全て社内の専用

人材として独自のトレーニングにより育てているという。現在サポートメンバーが１０名、契約業務

で全国配置している宅建士が１７名いる。特に契約業務ではパートナー宅建士として個人と契約

している。宅建士メンバーは完全なリモートワークでやっており、かつ、日本中が旅行できると趣

味と仕事を両立するような感じでやっているメンバーも多い。したがって、見方を変えると、雇用

をつくる仕掛けにもなっている。売り手と買い手と宅建士の資格を持っている個人をマッチングし

ているビジネスという見方もできる。 

 

【商談システムの特徴】 ～物件の歴史・ストーリーを開示することにより買主に売主の思いと物

件の魅力を訴求することでマッチングを促進～ 

買主が物件を選ぶという不動産のマッチングのイメージに対して「家いちば」は逆で、売主がど

の買い手を選ぶかという状況になっている。言い方を換えると、売れるか売れないかという問題

はすでに解消しており、誰に売ればいいかということが売主の悩みになっている。複数の買い手

の中で「自分が高く買います」という人が現れるが、売主は必ずしも高い人に売りたいというわけ

ではなく、逆に安い人に売っていることもある。それはどうしてかというと、相手が良い人かどうか

が実は大事な要素になっている。先祖代々の建物を大事にしてくれる人なのか、近所付き合いを

うまくやってくれる人なのかということが売主にとって一番の関心事で、１０万円、１００万円の値段

の違いは関係ないといっても過言ではない。これは買主側もいくら物件が良くてもその売主がど

うも信用できない、嘘をついていそうとなったら買うことをやめる。従来の不動産売買では、物件

の面積や築年数等の情報を出せというが、それよりも商談相手、売主・買主の人柄等が実は大き

な決定要素になっている。 
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その判断のために有効となっているのが、売主が記述する物件についてのストーリーを含めた

情報とメッセージボードを用いた商談システムにある。掲載する情報に関しても売主が自由に書く

ことができる。その中にはこれまでの歴史やストーリー等も記載されている。 

 

 

また、商談システムはメッセージボードを使い、チャットのような画面で、売主と買主が直接やり

取りできる。匿名でお互い名前がわからない形でやり取りしつつ、自由に写真等を送れる。また、

内見の予約申し込みができたり、購入申込書を出したりといろいろな機能がついており、単なるチ

ャットではない。不動産売買のためにつくった独自のチャットルームであり、ここで空き家の商談が

毎日進んでいる。 

一例では、事故物件という感じの写真と売主が書いた文章がついている。この売主は「自分が

貧しい頃にこの家に助けてもらった」といった話を書いており、ボロい、汲み取りということが正直

に書かれている。すると売主の話に心を打たれたのか、問い合わせがこの物件に殺到した。問い

合わせ内容にも「自分も仕事を辞めることになった」「コロナで先が見えなくなって」、中には「自分

は生活困窮者向けの賃貸事業をここでやりたい」等、売主の状況に呼応するような感じで買主か

らメッセージが届いている。売主の文章がなかったら、このような問い合わせは来ないだろうと考

えられる。 

家いちばでは「印象としては明らかに投資目的という人はあまり買えていない。お金目的の人

より夢がある人のほうが安心で、その人の夢を応援するような形で自分の住んでいた家が使い

方をされたら嬉しいと救われた気持ちになるのかもしれない。業者に見せると解体費用の見積も

りが出てくるような家に、大事にしたいという人が現れたら、自分の人生を肯定されたような気持

 

出所：家いちばＨＰ 
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ちになるのではないか。」と考えている。 

 

【取引プロセスの特徴】 

～様々な準備・手続きが不要のため売主、買主とも多くのメリットを享受～ 

セルフセル方式で行うことによって、取引の時間軸に特徴が生まれる。従来の不動産売買では

売りに出す前に準備をする。片付けしたり、登記したり、売り出すためのプロセスがあるが「家いち

ば」の場合は、ありのままで売りに出すことを推奨している。実際に載せるとどんな物件でも反響

が来る。ほとんどの場合、片付けしないと売れないという状況で空き家になっているので、そのま

ま載せて良いということは売主にとって朗報である。また、基本的に売れないと思っており、売れ

ないのに片付けや登記の費用をかけたくないということで止まっているが、買い手が現れると「そ

れなら少しお金をかけて片付けしよう」等と、自ら修繕を始めることもある。やらなくて良いと言う

が「相手が困るだろうから少し修理します」と、お金をかけて修理を始めたりする。これは、通常の

不動産業界からの発想の転換である。これが空き家の流通に非常に向いているというところであ

る。 

商談が成立してからは、宅建士が入り法律に則って動くが、通常の不動産仲介とは少し異なり、

まず基本的にセールスをしなくて良い。通常の不動産仲介では「買ってください」というセールス

をするが、「家いちば」の場合は勝手に買主が欲しいと思い、前のめりになっているのでセールス

しなくていい。むしろ「本当にこれを買うんですか」と逆セールスすることも多い。このため、これま

でに８００件の取引をしたがクレームがほとんどない。不動産仲介業にあってクレームがこれだけ

少ないというのは、このセルフサービスの仕掛けがプラスに働いている証拠である。普通は逆で、

素人が直接やりとりしたらトラブルばかり起こるだろうと言われるが、むしろトラブルは起きにくい。

それは、セルフサービスのプロセスで、自分で判断して自分で調べるという、自立心、自己責任の

感覚が芽生えるからであろうと考えている。 

さらに、成約してから宅建士等による調査を行うことは家いちば、売主、買主にとってメリットが

かなりある。 

確実に売れたという状況から調査をするので真剣にできる。したがって、調査や書類がかなり

精度の高いものになっている。そのためか、商談成立前に調査をしてほしいとの依頼が来ること

もある。その際は、基本料だけ先払いしてもらい、商談が成立したら、そちらに充てるという形で

行っている。説明した上でお金もらってやるのが当たり前で、これを業界全体でやっていない。調

査のための支払いをためらうことはなく、むしろお金を払って依頼されることもある。これは一般

的な常識とは異なっている動きである。 
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③ 空き家等問題の解決に向けて 

【空き家に対するイメージ】 

家いちばでは、空き家の活用を阻害している要因の一つが、空き家へのネガティブキャンペー

ンではないかと考えている。空家特措法の改正がきっかけとなり、メディアでも空き家問題を取り

上げている。空き家が問題として盛り上がるほど、売主の売ろうという意思は衰えていく。「そんな

お荷物を欲しい人がいるわけない」「問題と言われている空き家を誰が買うのか」と思ってしまう。

空き家を問題のあるものとして扱うのは逆効果であり、行政としてネガティブキャンペーンをやっ

ているようなものである。迷惑空き家といわれる倒壊危険、不衛生なものはごく一部であり、それ

を取り上げて騒ぎ、税金を上げると言う。税金を上げるような空き家はごく一部でしかない。むし

ろ空き家は素敵だという発信をしていくべきだと考えている。 

 

【建物を大切に扱うよう誘導】 

空き家を解体する際に行政から補助金が出ることがある。本来であれば建物を大事にしてきた

人にインセンティブを与えるべきである。解体のお世話になるような人は建物をほったらかしにし

 

出所：家いちばＨＰ 
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てきた、好ましからざる所有者である。それに税金を出すとなると「ほったらかしにしよう。いずれ

税金で壊してくれる」ということになり、モラルハザードになってくる。建物を大切にすればする程、

得になるような経済的インセンティブを充実させるべきである。 

 

【住宅の良質化を反映した物件価格を設定する】 

断熱、耐震も含めて、修繕や改修、リノベーションは、空き家活用においてどんどんやるべきだ

が、１００万円、２００万円かけたなら、その分だけ物件の価格が上がるという認識が大前提である。

「家いちば」では１００万円で買い２００万円でリノベーションしたら３００万円で売るということを普

通にしており、それが３００万円で売れる。良質化を金額として評価される流通の環境を整備し、

出口を用意しないと投資もできない。売主が「５００万円かけて耐震化したので、１，０００万円で売

りたい」と言ったとしても、不動産屋が「相場が５００万円なので１，０００万円では無理です」と言っ

てしまう。確かに相場はそうかもしれないが、それは耐震等を無視した相場である。全てを耐震化

したかどうか調べて相場を出しているわけではないはずで、そういったデータはない。それであれ

ば売主に任せて、５００万円で耐震改修したと書き、１，０００万円で売れば良い。実際に家いちば

ではそのようにして実際に売れているので、不動産屋の査定のやり方を見直す必要があるのでは

ないか、とのことである。 

 

【家いちばのスキームは空き家バンクの構造的課題を解決する】 

家いちばでは、セルフセル方式によって、空き家バンクのような取り組みの課題を解決できると

考えている。ほとんどの自治体が不動産業の団体と連携して空き家バンクを行っているが、自治

体職員は不動産取引の知識がほとんどないので、実務は不動産屋に任せられているのが実態で

ある。これは窓口が自治体になっただけで、従来の不動産取引のシステムをそのまま使っている

に過ぎないとも言える。したがって、最初から不動産屋が対応すれば良いということになってしま

う。最近では、専門の部署も設置され、職員が２，３人配置されていたりするが、大変な業務だと

いう。基本的に移住者支援ということでやっているので、売買実績が増え、悪さをする人、ゴミ出

しのルールを守らない人が出ると地域住民から役所にクレームがくる。何故こんな人を連れてき

たのかと言われると、役所が連れてきている事実があるため、対応せざるを得ない。不動産屋に

お願いして売買できるならば、そこまで対応しなくていい「直接やってください」で済む話だが、役

所が絡んでいるから市民からのクレームは無視できない。そうすると、どんどん業務が膨れ上がっ

ていく。また、市町村によっては不動産業の団体と連携しないで独自にやっているところもあるが、

不動産取引はトラブルの塊なので、下手をしたら裁判沙汰になる。役所がその責任を負う必要は

ない。不動産屋には保証協会がついており、トラブルを担保する仕組みを持っているが、役所は

持っていない。このような状況で不動産取引の実務を行うのは危険であると思われる。 

自治体によっては移住支援ということでしっかり審査する、つまり、お金を払えば誰でもいいと

いうことではなく、審査を真剣にやっている自治体も多い。それはそれで意味はあると思うが、そ

れも大変な業務である。家いちばでは審査のようなものを売主が行っている形になっている。職
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員が間に入って審査するといっても何を審査するのか、審査の基準もあいまいである。一方、売

主は本気で、この人がきちんと近所の人と仲良くできるかをリアルにみている。売主の真剣度が

違う。自分が売った人が近所で不協和音を起こしたら、当然売主のところに連絡がいくと思うの

で、真剣に売ることになる。結果として家いちばにクレームが来ているケースはない。何かあっても

売主が対応したということだろう。家いちばでは、空き家流通の問題は税金といった話ではなく、

気持ち、人と人との関係の話であり、そこに手を加えない限り解決しないと考えている。また「家い

ちば」は「ご自身で納得する回答を選んでください」「近所と仲良くできる人を選んでください」と

いうスタンスなので、売り主も気持ちよく空き家を手放せるのではないかと考えている。 

④ 今後の課題や展望 

まだ眠っている売主の背中をどうやって押すかが、家いちばとしての最大の課題である。現状

の空き家の数からみても、問い合わせの件数からみても掲載数はまだまだ足りない状況である。

現在もさまざまな案を考えて、動いていこうとしている。現状では売主の体験談を見て、掲載を決

意したものが多い。ここに掲載されている意見も一番率直な感想であり、空き家の所有者の意思

を変える力があるのではないか。 

 

 

従来であれば、需要が無いと思われていたような物件が家いちばでは売れてい

る。しかも、売主も買主も幸せになるような取引がほとんどであるとのことであっ

た。家いちばのサービスは空き家を活用したい人が十分に存在することを顕在化し

ている。 

空き家に関わらず、中古住宅には情報の非対称性が問題となっている。売主は

物件の情報を知っているが、買主は提示されている情報で判断するしかなく、それ

以外にどのような状況なのかが把握しがたいのである。また、売主側も売った後に

どのように活用されるかは知り得ないものであり、売却を躊躇するのである。その

両方の課題を解決しているのが家いちばのサービスである。売主と買主のコミュニ

ケーションを行うことのできる環境を整備することで、双方が安心して取引ができ

る相手を見つけることができる。 

（３）考察 
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しかし、コミュニケーションを十分に行ったとしても、全ての情報がやり取りできる

わけではない。そこで重要になっているのが売主、買主の語る「ストーリー」である。

人が売買を判断する中で、その物語の評価が重要な要因を担っている。その「スト

ーリー」によって、誰かが使っていたものというマイナス面を、共感を想起する価値

に代え、この先どのように使われるか分からない不安を、活用への期待に変えてい

るのではないか。 

現在の課題として、活用しようとしていない空き家所有者に対するアプローチが

挙げられていた。売主の体験談を読んで掲載を決めた売主が存在する。売主の体

験談はまさに「ストーリー」である。このことから「ストーリー」は取引の決定要因にな

るだけではなく、空き家を市場に出すことへの意識にも影響を及ぼすことができる

と言える。 

また、家いちばでは、取引におけるトラブルはこれまでほとんど発生していないと

いう。これは、物件ごとに固有の「歴史」や「思い」によって構成される「ストーリー」に

買い手が共感することによって「セルフセル方式」で売り手と買い手が直接やりとり

する方式の土台が成立し、さらに「セルフセル方式」に沿って直接やりとりするうち

に、双方に信頼関係が醸成されるためではないかと考えられる。またその結果、老

朽化が進んだ物件であっても商談が成立することが多くなる。加えて「セルフセル

方式」が機能することによって、事業者のコスト圧縮が可能となり、通常の不動産業

者では扱えないような低価格の物件（＝空き家）を取り扱う事業が成立可能となる

メリットもある。このようにセルフセル方式は、まさに空き家取引に特化した「一石二

鳥のうまい仕組み」と言える。 

本事業は中古物件の流通促進により空き家の解消に寄与するだけでなく、首都

圏をはじめとしたエリア外からの流入促進により、首都圏と地方圏の二地域居住促

進にも寄与するスキームであると期待される。 
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【事例２】 さかさま不動産 

 

（１）事業の概要 

運営会社 株式会社Ｏｎ－Ｃｏ 

対象地域 全国 

開始時期 ２０１９年（空き家活用は２０１１年から） 

事業内容 
物件を借りて挑戦したいことがある人の想いを可視化して貸主を募集するサ

ービスである。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

さかさま不動産代表の水谷氏は当初、空き家を自分たちで活用していた。地域で丁寧

にコミュニケーションをとっていたため「あなたたちに貸したい」「どうやったら借りられる

の？」という話が増え、８軒の空き家を賃貸していた。世間で空き家問題が着目され始め

た頃、自分達のところには空き家を貸したい、借りたいという話がたくさん来ていた。大家

さんが知り合いには物件情報を出しても、一般公開はしないことが原因ではないかと思

い、通常とはさかさまに、借り手の情報を掲載する仕組みを考え出した。開始以降３年間

で２４のマッチングに至った。現在さかさま不動産に掲載されている借りたい人の数は２５

０を上回る。 

② 事業の特徴 

借りたい人に記事を書いてもらった後に、インタビューを行う。徹底的に思いを聞き取

る。大家さんは入居者に対して「応援したい」という想いで入居者を選ぶことが多い。マッ

チング後には、挑戦を応援するという文脈で、空き家を介して家主と借主との関係性がで

き、地域にチャレンジ精神を持つ人が動き出し、街の発展を加速させることを目指す中、

事業の背景を明確にするためにプレスリリースを書いている。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

さかさま不動産は、単に空き家を埋める事を目的とせず、空き家を介した関係性づくり

を大切にしている。何か面白いことをやりたいという人が出た時に「うちでやっていいよ」

と言える大家さんが増えると、地域が面白くなっていく。さかさま不動産は「挑戦を応援す

る気風づくり」をもくろんでいる。挑戦したい人に反応してくれる場所、地域を増やしたい

と考えている。 

 

＜広域的・流通促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

②移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑨売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 

⑩ストックの掘り起こし 
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④ 今後の課題や展望 

海の近くでカフェを開きたい人がいたとして、普通の不動産サイトではエリアを絞らず

に「窓から海が見えるかどうか」までは、なかなか調べられない。その点、さかさま不動産

の場合は「君のやりたいことに理想的な物件があるかもしれない」と、全国の大家さんたち

が手を挙げる可能性がある。やりたい人がやりたい場所、最適な場所を見つける支援が

でき、全国の大家さんとつながることが可能となる。 

【考察】 

空き家の大家さんには、不特定多数の人たちに自分の物件情報を公開することには抵抗を

感じるが、借り手や借り手の示す条件次第では出しても良いと考えている人が多い。空き家問

題の根本原因はここにあるのではないだろうか。さかさま不動産はこの根本原因を解決する仕

組みを我々に提供してくれる。 

さかさま不動産は、空き家所有者に「この人になら物件情報を出しても良い」と思わせ、空き

家の情報を公開することなくマッチングすることを可能にしている。と同時に、大家さんが入居

者を応援する気持ちも醸成している点も見逃せない。これらがマッチング促進の肝であり画期

的な点と言える。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～世間とのギャップから気づいた空き家問題の本質～ 

さかさま不動産代表の水谷氏は、元々、名古屋駅から歩いて１５分ほどの場所にあった空き家

で、ＤＩＹをしながら暮らしていた。いつしか仲間が増えてきて、シェアハウスのような形になってい

った。隣やご近所の空き家を探し、借り、改装し、運営するということを２０１１年から１０年間程行っ

ていた。半径１ｋｍ程のエリアで、飲食店、レンタルスペース、シェアハウスが３つ、倉庫等合計８軒

を運営するまでになったが、半径１ｋｍの範囲内で、建築も含めて全てを行っているケースは全国

でもあまりないという。 

この時は、空き家の活用をしたかったわけではなく、自分たちが楽しく自由に使える場所をつく

る、名古屋に村をつくる、というコンセプトでやっていたので、近所の家に絞っていた。また、安く借

りられる物件にしか興味がなく、８軒借りて全部で家賃は１５～１６万円程、１軒あたり２万円程で

借りていた。不動産市場に流通していない物件なので、家賃が決まっていない。したがって、大家

さんとの個別相談で借りていった。 

また、水谷氏は、地域のコミュニティーもとても意識していたという。近所のおばちゃんにお土産

を持っていったり、何か困ったことがあったら助けてあげたり、元庭師というスキルを活かして植

木を切ってあげたり、台風の前に窓を塞いであげたり、何か壊れていたら直してあげたり、といっ

た地域との関係性を大切にしながら運営していた。意識的にそういったことをやり、いわゆる地域

のコミュニティーを１０年間くらいで作っていった。 
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飲食店を作ったときに大きな変化があった。シェアハウスやレンタルスペースは外部の人と接触

する頻度が少ないが、飲食店には誰でも来ることができる。その中で「僕も水谷さんみたいに不

動産を借りたいです」「リノベーションってどうやってやるんですか」「どうやって物件を探すんです

か」といった話が来た。一方で、大家さんからも「君たちみたいな子に貸したいんだけど、君たち借

りてくれないか？」と言われていた。ただし、物件が遠いと行けないし、コミュニティーを創るにも

人が必要である。自分たちの仲間も増えないし、増えたとしても遠いところだとあまり会えないた

め当時は広げることにあまり意味を感じなかった。 

その時代には既に、空き家問題は話題となっていた。その一方で、自分たちの所には、空き家を

使いたい人からも、貸したい人からも多くの情報が来ていた。特に飲食店を始めてからの３～４

年間でこの「世間とのズレ」に違和感を持っていたという。 

国土交通省の「空き地等に関する所有者アンケート」では「当該土地の売却・賃貸等のために当

該土地の情報を提供することについて、該当するものを１つ選んでください」という設問で「広く一

般に提供してもよい（不動産仲介業への情報提供等）」と答えた空き地等所有者は、全体の１５％

程しかいなかった。「情報の提供は一切行わない」が３４％程で最も多い。一方、同じアンケートで

「近年、空き地等を地域のまちづくりのために利活用する事例も出てきていますが、当該土地をま

ちづくりのための広場や公園として利活用することについて、どうお考えですか」という質問に対

しては、８％程が「無償で貸しても良い」、４６％程が「借り手や利活用方法、賃貸条件次第で貸す

ことも考える」と答えている。つまり、１００件の空き地があれば、空家市場には１５件しか情報が出

てこない一方で、もし借り手の利活用方法や賃貸の条件が分かっていれば、半分以上が市場に

出てくる可能性があるということになる。 

自分たちの過去を振り返ってみると、まさにこのアンケートの結果どおりであったという。大家さ

んは空き家を貸したくないわけではない。水谷氏が大家さんに想いや使途等、を伝えて自分たち

のことを理解してもらい「この子たちを応援したい。地域でちゃんとやっていけそう。」と思ってもら

うことで、情報をもらうことができ、最終的に借りることができた。また、一般に空き家は、売却・賃

貸するにも、そもそも買い手と借り手が少ないといわれている。しかし、水谷氏は、自分たちで飲

食店をやっていたときに、借り手がたくさん来たという。このギャップは、一般には空き家所有者と

需要者が知り合う機会が少ないということを表していると考えている。また「自分の家なんて誰も

使わないだろう」と思っている大家さんが圧倒的に多いという。古民家のリノベーション事例はテ

レビでも頻繁に見るが「まさか自分の家があんなにきれいになるなんて」「借り手が来るなんて。ぼ

ろぼろで自分も使わない家を他の人が使いたいと思うわけがない」といった、かなりネガティブな

姿勢がデータに現れている。また所有者にとっては「空き家」ではなく、実家等の思い入れのある

家であることが多いため「良い人に貸したい」という所有者の気持ちに寄り添う必要性も感じてい

た。 

こうしたことから、不動産情報を流通させるのではなく、借りたい人の情報を流通させる仕組み

を作った。 
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【事業スキームの特徴】 ～空き家物件情報の進行方向をさかさまに～ 

一般的な不動産サイトは、物件情報を掲載する。一方、さかさま不動産は、借りたい人の情報を

掲載する。借りたい人の情報は想いから挑戦したいことまで、書いてある。借りたい人がまずは記

事を作った後に、さかさま不動産が借りたい人に「どこで生まれたか」「何故やりたいと思ったか」

「原体験は何か」「将来どんな風にしていきたいか」等を聞き、所有者に選ばれやすい傾向等も伝

えながら、情報を編集掲載する。インターネット上だけでは情報が届かない人もいるので、紙で出

力できるようにもしている。マッチングした後の契約には関わっておらず、専門家を通して契約を

することをお勧めしている。マッチング後は、プレスリリースや、空間づくりのアドバイスをする等

は行っている。この一連の流れを全て無料で行っており、さかさま不動産は掲載料や成約料等で

は収益を得ていない。さかさま不動産の考え方や実行力に共鳴して一緒にビジネスをしたい、と

いう人や企業や行政が現れ、企画やまちづくり等の業務となることが増えている。 

 

 

【実績】 

サービスを開始して３年ほどで２４名の借りたい人が大家さんと出会いマッチングに至った。現

在さかさま不動産に掲載されている、借りたい人の数は２５０名を上回る。 

また、様々な方面から評価を受けており、日本パブリックリレーションズ協会主催のＰＲアワード

グランプリ「グランプリ」、環境省主催のグッドライフアワード「環境大臣賞」、国土交通省主催のま

ちづくりアワード「特別賞」、日本経済新聞社主催の日経ソーシャルビジネスコンテスト「優秀賞」

 

出所：さかさま不動産ＨＰ 
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等を受賞している。 

② 事業の特徴 

【借りたい人から大家さんへの情報の提供】 

空き家の所有者は誰にでも貸したいわけではない。誰にでも情報を出したいわけではない。水

谷氏は原体験からそれを感じている。もし誰とでも情報を交換していいのであれば、おそらく空き

家バンクや不動産サイトに行っているはずである。しかし現実には不動産サイトに掲載される空き

家物件は少ない。一方で、若い人はＳＮＳで頻繁に情報を発信する。「どこでご飯を食べている」

「どこに行った」「趣味」「誰と付き合っている」という個人情報を躊躇なく出している。情報を出し

やすい人々が情報を出し、出しにくい人々に選んでもらえば、これまでは情報公開されてこなかっ

たような空き家の活用が促進されると考えが、さかさま不動産の根底にある発想である。 

 

【借りたい人の想いを徹底的に聞き取る】 

まず、借りたい人に記事をある程度書いてもらい、その次にさかさま不動産がインタビューする。

インタビューを何故するかというと「借りたい人の想いを整理したり、より読み手に伝わり、大家さ

んから選ばれやすくなったりする編集をしたり、大家さんに紹介するにも、実際に熱量や人柄に触

れないと質の良いマッチングは生まれない」と考えているからである。「こういう文章のほうが大家

さんに分かりやすい」「カタカナが多すぎて分からないのでもう少し伝わりやすいように日本語っ

ぽくしよう」といったアドバイスをし、編集者のような役目を果たしている。また、大家さんから「こ

の人が良い。」「この人と連絡を取りたい。」と問い合わせが来るパターンもあるものの「誰か良い

人はいないか」という相談が非常に多いという。そんな時に「ＨＰに書いてある情報だけです」とし

か言えないよりは「この人と話をしたんですけど、この人はこんなことを言っていたから、大家さん

と合うと思いますよ」ということが言えた方がはるかに良い。オンラインではあるが、借りたい人の

顔を見ながら話をしなければ、自信をもって大家さんにお薦めできないため、しっかり借りたい人

の話を聞くようにしている。 

また、借りたい人には「やりたい想いを１００文字以上書いてください」と言っているという。例え

ば、申し込みフォームの記載が「カフェをやりたい。東京で。５００万円くらいで西のほうがいい」だ

けでは条件のみの熱量のない文面になってしまう。文字数制限を設けてハードルを高くすること

が大事で、掲載者数よりも、１００人の面白い人が載っているメディアでありたいと考えている。 
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空き家の借り手候補者たちによる「やりたい想い」 

 

出所：さかさま不動産ＨＰ 

 

大家さんはインターネット世代ではないことが多いため、これらの情報が、回覧板や自治体の

広報誌、関係者の拠点等に貼り出されたりしている。紙がきっかけでマッチングした事例もあり、

さかさま不動産では「流通のしやすさ、インターネットを介さずに見せられるという点で、紙は効果

が高い」と考えている。 

 

【マッチングした借りたい人の特徴】 ～空き家の大家さんは地域を良くしそうな人に貸す～ 

マッチングした「借りたい人」達は全員事業者である。移住したい、快適な老後を過ごしたいと

いう人はさかさま不動産として選ばれた事例は出ていない。水谷氏は「個人的な使途よりも自分

の大切な家を誰かに貸して、文化的だったり、地域が面白くなること、地域の人たちの生活が向上

することを求めているのではないか。」と考えている。したがって、店舗のように、地域の人たちに

サービスを提供する人たちとマッチングする傾向が高い。また「マッチングすることでまちづくりに

対する意識が強くなる。」という。さかさま不動産は、基本的に誰かから声がかからないと物件ま

でたどり着けない。声をかける人が大家さんの場合もあるが、地域のキーパーソンとしてまちづく
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りをしている人、まちのことを考えている人の場合もある。そういう人から声がかかる場合は「商

店街の会長さんを紹介しよう」「地域のキーパーソンは他にもいるからあいさつしよう」「建築屋さ

んに相談してあげる」「こんな補助金もあるよ」といったアドバイスをくれることも多い。新規開業

者は、恩送りとして、まちづくりに関与したり、自分のコミュニティーに地域をお勧めしたりすること

がこれまでも多かった。そういうキーパーソンたち、借りたい人たちに当事業を知ってもらうと、非

常に良い形でマッチングが進む。 

 

【事業者を応援する立場となる「大家さん」】 

さかさま不動産で扱われる空き家は、代々受け継がれてきた家が多い。さかさま不動産は「そ

のような空き家の持ち主は賃貸に出す条件がお金ではない。借り手がどのような人であるか、何

に使うかということの方を重要視している。」と考えている。借り手を判断する基準の一つが「応援

したい人かどうか」であるという。そのような視点で判断したうえでマッチングすることから、大家

さんと借り手の関係性が深くなり、大家さんが借り手を応援するような事例が多い。さかさま不動

産ではこのような関係をより多く作っていきたいと考えている。 

 

【支局制度による全国展開】 

サービスの対象は元々全国だが、運営メンバーが名古屋拠点のため東海圏のマッチングが多

い。そこで、空き家を介した関係性づくりを、風土や課題を理解した人たちが地域密着でフォロー

する仕組みを広げるべく、２０２２年からさかさま不動産支局制度を開始。現在全国１５支局が開

かれている。来年度には、目標としては、全国４７都道府県の地域団体と連携できれば、より質の

良いマッチングを広げられるかもしれないと考えている。支局は、株式会社、一般社団法人、ＮＰ

Ｏ、任意団体、個人事業主等、様々な団体・人が担っている。支局と握り合っているのは、さかさま

不動産として料金はいただかないこと。地域に借りたい人が来て、大家さんが幸せになり、借りた

い人も幸せになり、地域も幸せになることに重きを置いているので、そこが分かり合える団体かど

うかをしっかりと判断するという。毎月開催している支局説明会でも、各地域で起きた事象や、実

証実験結果等を共有し合っている。 

地域団体がさかさま不動産の支局になる利点は「さかさま不動産」と旗を立てることによって相

談が来易くなることだと考えている。長野県の辰野町は、民間団体と協力して空き家バンク事業と

さかさま不動産を両軸で運営している。借主を可視化できることや、大家さんとのコミュニケーシ

ョンも、家・人どちらを軸に展開するかをケース・バイ・ケースで調整できるため、空き家活用の取

り組みが動きやすくなったと聞いている。 
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出所：さかさま不動産ＨＰ 

Ｗｅｂサービスだけの展開では物件取引のきめ細やかなサポートができない。さかさま不動産

では様々な現地法人等と連携して、多くの支局を組織している。 

 

【メディアも大いに活用】 

メディアとの連携はかなり戦略的に行っているという。さかさま不動産は、パブリックリレーショ

ンズという事業も行っている。その文脈を活かし、メディアとつながり、この事象が社会にとってど

ういう価値があるのかを感じてもらうような報道を一緒に創れるよう意識している。借主はＳＮＳ

や口コミで広がる傾向があるが、大家さんは新聞やテレビ、貼り紙等から情報を入手する傾向が

たかいため、メディアの力は大きいという。 

 

【マッチング後】 

さかさま不動産は、仲介ビジネスではなく、マッチング後の仲介には関わっていない。 

マッチング後には、挑戦を応援するという文脈で、空き家を介して家主と借主との関係性がで

き、地域にチャレンジ精神を持つ人が動き出し、街の発展を加速させることを目指す中、事象の背

景を明確にするためにプレスリリースを書いている。大家さんはどういう想いで、借りた人はどう

いう想いで、どういうことをやるかを書く。 
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出所：さかさま不動産ＨＰ 

 

【ＬＩＮＥでさらに便利で効果的に】 

現在さかさま不動産を通じて物件を借りたい人は２５０人程いるが、掲載者が増えることで、大

家さんが借りたい人の情報を探しきれない状況になっている。一方で、大家さんの情報は公開し

ないため、非流通の空き家の情報が１００件以上あるが、属人的につなげているので、必ずしも最

善の選択ができているかどうか分からない。また、自治体からは「移住希望者や不動産を探して

いる人はたくさんいるが、貸せる空き家がない。しかし空き家問題は深刻」という相談がくる。そこ

で、さかさま不動産は、ＬＩＮＥの公式アカウントを作った。 

 

 

出所：さかさま不動産ＨＰ 

 



 97 

 

大家さんが、所有している物件の住所を登録しておくと、そのエリアを希望する借りたい人が登

録されたときに、所有者に通知される仕組みである。大家さんは住所を公開せず、ＬＩＮＥに住所を

登録するだけで、何かやりたい人、応援したくなるような人の情報をタイムリーに知ることができる。

一方で借りたい人は、掲載したらすぐに希望する地域の空き家所有者に簡単にアプローチするこ

とができる。 

さらに、この登録情報を用いて、サイト上で地域を検索すれば、その地域で空き家を借りたい人

がどれだけいるか、また大家さんがどれだけいるかが分かるような仕組みを作ることを計画して

いるという。これによって、さらに登録者が増えることを期待しているという。 

この仕組みが完成すれば、全国の自治体において、流通していない空き家を持つ大家さんや、

これから事業を始めたい人の情報を入手しやすくなる。そうなると、大家さんに対しては相続税等

や、借主には補助金等、有益な情報を送ることもできる。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【挑戦したい人に反応してくれる地域を作る】 

水谷氏は、まちづくりを考えると、単に空き家を埋める事を目的とせず、空き家を介した関係性

づくりを丁寧に進めるのがよいと考えている。人口が少なくても、楽しく元気なまちはたくさんある。

そのようなまちの何が面白いかというと、人が面白い、コンテンツが面白い、特殊な自然の体験が

面白い、というパターンであり、どのパターンも最終的には人が面白いということに帰結する。地

域の面白さを維持・促進するために空き家を活用するのであれば、何か面白いことをやりたいと

いう人が出た時に「これだけ空き家が余っているのだから、うちでやっていいよ」と言える大家さ

んが増えると、若くて何か新しい挑戦をしようという人たちにとって、最適な仕組みになり、地域が

面白くなっていくと思う。さかさま不動産は、挑戦したい人に反応してくれる場所、地域を増やした

いと考えている。 

 

【将来は空き家管理を兼ねて住んでもらうこともあり得る】 

さかさま不動産は、挑戦を応援する気風づくりを軸に、流通していない大家さんの心を動かし

たり、若者がコストをかけずに拠点をつくったり、する流れを目指している。昨今では、空き家の窓

を開けたり、草を刈ったりする管理業者が出てきているが、そのようなことは昔ではあり得なかっ

た。皆自分でやっていた。これがさらに進むと、将来的には大家さんがお金を払って、空き家に誰

かに住んでもらうビジネスもあり得るのではと感じている。 
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④ 今後の課題や展望 

【やりたい人とやってほしい場所を全国でつなげる】 

海の近くでカフェを開きたい人が「沖縄が良いな」と思っていたとしても、実際には、例えば三重

県にもきれいな海があり、そこでもニーズを満たせるかもしれない。その人が海の近くでカフェを

やりたいということは「お客さんに窓から海を見てほしい」と思っているからかもしれないが、普通

の不動産サイトではなかなか「窓から海が見えるかどうか」までは調べられない。その点、さかさま

不動産の場合は「この地域であれば君が書いている文章に理想的な物件があるかもしれない」と、

全国の大家さんたちが手を挙げることができるかもしれない。やりたい人がやりたい場所、最適な

場所を見つける支援ができ、全国の大家さんとつながることが可能となる。 

 

 

空き家の大家さんには、不特定多数の人たちに自分の物件情報を公開すること

に抵抗を感じている人が多い。そこには、周囲からの視線や誰にでも貸したいわけ

ではないという思いがある。その一方で、借り手の示す条件次第では物件情報を

出しても良いと考えている人も多い。日本に存在する空き家は多いにもかかわら

ず、空き家市場は小さいという現状の根本原因はここにあるのではないだろうか。

そして、さかさま不動産はこの根本原因を解決する仕組みを我々に提供してくれ

る。 

さかさま不動産は、借り手の「やりたい想い」を集めてＷｅｂに掲示することによっ

て、これを見た空き家所有者に「この人になら物件情報を出しても良い」と思わせる

ことができる。そして、大家さんが空き家の情報を公開することなくマッチングする

ことを可能にしている。と同時に、大家さんがどのように活用されるかを知ること、さ

らにその想いを感じることで、安心してマッチングに進むことができるうえ、大家さ

んが入居者を応援する気持ちも醸成している点も見逃せない。これらがマッチング

促進の肝であり画期的な点と言える。 

また、そのことによって、大家さんと入居者のコミュニケーションが活発になって

いる。何気ない会話の中でも、入居者にとっては地域のことを知るきっかけになる。

それが地域とのつながりにもなり、ひいては地域の活性化をもたらすことが期待で

きる。 

（３）考察 
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【事例３】 ＮＩＰＰＯＮＩＡ 

 

（１）事業の概要 

運営会社 株式会社ＮＯＴＥ 

対象地域 全国展開 

開始時期 ２００９年（２０１６年法人化） 

事業内容 
面的・段階的なエリアマネジメントの下、歴史的価値を持つ空き家を宿や店舗

に再生・活用するまちづくり事業を実施。分散型ホテルを構築 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

兵庫県丹波篠山市出身の藤原氏が、地域の暮らしを維持しようと、地元である丹波篠

山市にＵターンし、市内にある丸山集落の空き古民家活用に参画したのが始まりである。

集落丸山の実績をもとに、篠山城下町に点在する古民家をリノベーションし、ＮＩＰＰＯＮＩ

Ａという取り組みのもと分散型ホテルおよび店舗を展開。地域ごとに地元企業・団体によ

る「まちづくり開発会社」を組織し、同社が主体となって段階的・面的に展開する。ＮＩＰＰＯ

ＮＩＡ事業は全国３１地域、計１６２棟まで拡大している。 

② 事業の特徴 

建てられた当時の姿が一番輝いていた姿であり、それを最大限に引き出すよう復元す

ることを目指して改修している。開発の段階から地域のキーパーソンとなるプレーヤーと

合意形成を行い、徐々に地域の人を巻き込んでいる。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

地域の文化や歴史を伝える建築物を活用し、魅力を発信し、外部から人を呼び込むこ

とがポイント。また、地域住民の信頼獲得のために行政の存在を活用することも良い手で

ある。 

④ 今後の課題や展望 

エリアごとの事業の成否を分ける鍵は、その地元に、リスクを取る覚悟と経営スキルが

ある人材がいるかどうかである。そのような人材を見つけること、地域に深く入り込むこと

が各エリアで重要である。 

 

 

＜広域的・活用促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

③インバウンドの促進 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑦ストックの維持 

⑧空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑩ストックの掘り起こし 
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⑤ 現地見学より 

集落丸山では地元住民が当事業と深い関係を築いていることが感じられた。また、古

い建材が可能な限り活かされ、古民家独特の雰囲気を醸し出していた。その一方で、水

回りは最新の設備に改修されていた。古いものと新しいもの、トータルで宿泊者の体験向

上を目指していることが感じ取れた。 

【考察】 

デザイン性が高く、かつポリシーと統一感をもって展開されているという点が、ブランド力の

醸成に大きな影響を与えている。古いものの価値を再発見して心地よく享受できるパッケージ

にしている。これにより、高価格帯の設定が可能となっている。また、そのことは、比較的低い稼

働率でも事業が持続可能になるというメリットももたらす。場合によってはそのことがオーバー

ツーリズムを回避し、ＮＩＰＰＯＮＩＡが大事にする地域との信頼関係を維持する効果も期待でき

る。また、地元住民による「まちづくり開発会社」が主体となって開発を行っている点も成功要

因と言える。地元住民が主体となれば、利益追求だけでなく、より地域を良くしていきたいとい

う欲求が組織の行動原理となるだろう。その原理に基づいて開発が進むとき、そのプロジェクト

は地域にとっても利用者にとっても、より魅力のあるものになると思われる。誰もが、他人の庭

より自分の庭をきれいにしたがるものである。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 

～空き家活用で歴史文化をパッケージ。「集落丸山」から始まるＮＩＰＰＯＮＩＡ事業～ 

株式会社ＮＯＴＥの代表者は兵庫県丹波篠山市出身で、２００７年にＵターンして一般社団法人

ノオトに参画した。目的は、地域の暮らしを維持することで、その手段として空き古民家の活用を

手掛けた。その第一弾が「集落丸山」プロジェクトである。丸山集落は、丹波篠山の中心部から６

ｋｍ程北に位置する限界集落である。当時、集落には１２軒の民家が存在し、そのうち７つが空き

家だった。 

「集落丸山」は、築１５０年の古民家をリノベーションした宿泊施設で、１棟を１組貸し切り、朝食

付き１泊４万円で提供している。サービス料金は利用人数に合わせて変動し、一人５，０００円と設

定している。 
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集落丸山の外観（左図）、集落丸山のフロント棟（右図） 

  

出所：筆者撮影 

 

「集落丸山」プロジェクトによって、その地域の暮らしを資源に、人を惹きつけることが可能であ

ることが証明された。株式会社ＮＯＴＥは、その実績をもって「篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ」を

開業した。「篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ」の客室棟の一部は「重要伝統的建造物群保存地区」

に立地し、江戸時代とほぼ変わらない商店街の町並みを楽しむことができる。２０１５年、国家戦略

特区を活用し、町中に客室棟をちりばめて「地域に暮らすように泊まる」分散型ホテルとして開業

し、地域を面的に開発するＮＩＰＰＯＮＩＡ事業モデルを構築した。当時、空き古民家を活用した分

散型ホテルは画期的で、各種メディアでも取り上げられた。 

当時の旅館業法では、分散型ホテルにする際に、各棟にフロントをつけなければならず、これが

分散型ホテルを展開するための大きなハードルとなっていた。そこで法律専門の関係者が国家戦

略特区に事業提案し、採用されたため、２０１５年に「篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ」を実現でき

た。その後、国交省に働きかけ等をした結果、それまでの事業実績も背景となり、２０１８年に旅館

業法が改正されてエリアで１つフロントがあれば良くなり「分散型ホテル」「一棟貸し」モデルが全

国どこでも実現できるようになった。 

「篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ」は、開業当初から、一泊一室約６０，０００円の価格帯に設定

し、これまで地域に来なかった層の獲得を目指していた。 

「ＮＩＰＰＯＮＩＡ」は事業の総称で、その１つの取り組みがホテル事業である。ビジョンは「なつか

しく、あたらしい、日本の暮らしをつくる」。そこに共感してくれる方と一緒に事業を展開していると

いう。景観、建物以外にも、地域の多様な文化や地域に残っているコミュニティーを維持・継承す
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ることを目指している。 

地方は、人口減少、高齢化、若者世代の流出、空き家の増加、商店・病院の消失、地域コミュニ

ティーの崩壊、若者が働く場所の不足、地域固有の歴史文化の消失等、さまざまな課題を抱えて

いる。一方で、歴史的建築物の価値・魅力を保有している地域も多い。例えば、新築にはない風

合いや空間、長年培ってきた独自の文化に宿る教えや思想、緩やかで豊かな時の流れ、地域の次

世代を担う若者やクリエイティブ人材を惹き寄せる空間等、いずれも観光マーケットで求められ

ている要素である。そこで、ＮＩＰＰＯＮＩＡ事業では歴史的建築物の活用を核にしながら、その土

地の歴史文化資産を尊重したエリアマネジメントを行い、持続可能なビジネスを展開している。 

 

ＮＩＰＰＯＮＩＡが目指すビジョン 

 

出所：株式会社ＮＯＴＥ説明資料 

 

ＮＩＰＰＯＮＩＡの最初の開発事業は宿泊施設であることが多い。その理由は、まずは「１泊の住

民」になって地域との関わりをつくってほしいである。宿泊することで、その地域と接点を持ち、深

く関わってほしいと考えている。１泊の先には、１週間滞在、最終的には移住するまで、ＮＩＰＰＯＮＩ

Ａが、地域に深く入り込む体験の入り口になるように取り組んでいる。今後、中長期の滞在施設や、

働く環境等の分野にも参入予定であるという。例えば、空き地を利用し、景観等を考慮しながら、

新しい建築を建てて売却するような事業モデルも検討している。 
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ＮＩＰＰＯＮＩＡが目指す滞在と関係人口の創出 

 

出所：株式会社ＮＯＴＥ説明資料 

 

【事業スキーム】 ～エリアごとのまちづくり開発会社が主体となり面的・段階的に開発～ 

本事業は、地域・事業者・利用者をつなぎ、そして支える仕組みの構築を目指している。また、

まち全体を面的かつ段階的に開発している。全国各地のＮＩＰＰＯＮＩＡの取り組みでは、地域団体

や事業者が株式会社ＮＯＴＥと協力して、まちづくり開発会社を設立し、そこが主体となって地域

の開発を進めていく。金融機関から資金を調達し、建物の所有者から土地建物を賃借または購

入し、その後、施設の運営事業者にサブリースをする。このアプローチの目的は、まちづくり開発

者と運営者を分け、リスク分散を図ることである。通常、まちづくり開発会社の収益確保は困難で

あるため、各関係組織からメンバーが参画し、ＳＰＣとして組織されている。 
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事業のスキーム図 

 

出所：株式会社ＮＯＴＥ説明資料 

 

「集落丸山」は、地元住民が運営している。地元住民は、農作業で手が回らない時期もあること

から、施設の稼働率は高くなり過ぎないように調整している。「篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ」

は民間ファンドから資金調達を行ったが、他の地域では、金融機関から「前例がない」と断られる

ケースもあった。 

ＮＩＰＰＯＮＩＡの事業では、エリアの開発プロセスを３つのフェーズに分けている。１つ目は、行

政・地域の街づくり団体・民間企業等の依頼に基づき、計画を「描く」フェーズである。地域資源を

活用した観光まちづくり事業の可能性について調査し、これまでの実績やノウハウを活かして分

析リポートを作成する。そして、その地域ならではの魅力を集め「点」ではなく「面」で魅力を見せ

る方法を、３～６カ月かけてデザインする。２つ目は体制を「創る」フェーズである。フェーズ１のリ

ポートを踏まえ、より踏み込んだ事業可能性を検討し、その地域に即したまちづくり開発事業計画

の枠組みを作成し、地域住民とのワークショップの実施を通じて機運醸成を図り、体制作りも行う。

そして、これまで培った経験を踏まえながら、資金調達、開発後の施設を運営する事業者のリー

シング、各所調整等を進め、計画の実行に必要な「ヒト」「モノ」「カネ」を集め、次の６～１２カ月で

事業を創る。３つ目は「つなぐ」フェーズである。施設がオープンした後に運営がスムーズにできる

ようにＰＲやオペレーション、集客・総客の支援等、一気通貫して地域の伴走支援を行う。 

株式会社ＮＯＴＥの収益は、ＮＩＰＰＯＮＩＡの名前運営するライセンス利用費、エリアマネジメント

の委託費、運営する店舗や宿泊施設の家賃収入から成る。 
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【運営実績】 

 ２０２３年１１月時点で、宿泊施設や飲食店を含めて全国３１地域、計１６２棟、客室計２２０室を展

開している。概ね３～４割の稼働率である。 

 

篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ 

 

出所：筆者撮影 

② 事業の特徴 

【オリジナルの形態が最も尊い】 ～建てられた時の姿を継承するリノベーション～ 

再建築不可物件を除き、建物の条件に特段の制約はない。物件の選定は初期調査の段階で検

討し決定する。 

建物の改修は、極力オリジナルの形態を尊重し、必要最小限の改修に留める。建てられた当時

の姿が一番輝いていた姿であり、それを最大限に引き出すよう復元することを目指している。例

えば、崩れている部分であっても、それが建てられた当時の姿を留めていれば、そのまま保留し、

逆に居住者が過去に実施したリフォーム等は、取り払い、元の姿に戻すことが多い。改修作業は、

歴史的古民家を改修できる技術を持つ地域の工務店に委託している。これがダイレクトに地域の

経済効果を生むと同時に、雇用促進や技術伝承にも貢献することとなる。ただし、改修業務を全
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て工務店に任せると、建物が過度に整備されてしまう可能性があるため、最初のうちは（株）ＮＯＴ

Ｅの設計者が丁寧に指導を行う。 

改修には１棟あたり数千万円を要する。宿泊施設やレストランとしての活用が多いため、建物の

安全性確保や必要な設備の整備のために必要な予算である。 

 

改修についての考え方 

 

出所：株式会社ＮＯＴＥ説明資料 
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集落丸山のかまど（左図）、集落丸山の薪ストーブ（右図） 

  

出所：筆者撮影 
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丸山集落に保留されているかやぶき屋根の作業小屋 

 

出所：筆者撮影 

 

【利用者の特徴】 

集落丸山は１棟貸しのため、家族やグループでの利用が多い。宿泊だけでなく、近くにあるレス

トランに訪れ、周辺を観光する利用者が増えている。また、地域に溶け込めるような体験をする方

が増加している。 

ＮＩＰＰＯＮＩＡをきっかけにして、従来は地域に来なかったような顧客が訪れるようになることが

多い。ただ、１施設の部屋数は少ないため、オーバーツーリズム等の心配はない。 

 

【周辺への影響】 

本事業を継続するには、地域の方との信頼関係が重要である。建物を維持する地域の人がい

なければ事業が成り立たない。地域の住民もそれぞれの立場を持ち、地域との関わりもさまざま

である。そこで、危機感を持っている地域のキーパーソンと合意形成を行い、徐々に地域の人を

巻き込む方針で進めてきた。このアプローチにより、ＮＩＰＰＯＮＩＡの取り組みが地域に新たな活気

をもたらし、地域から離れた若者がＵターンするケースもあるという。 
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③ 空き家等問題の解決に向けて 

【地域の魅力の再評価の必要性】 

 人口減少、過疎化、商店街の衰退、そして空き家の増加、これらは日本全国のほとんどの地域

が抱えている深刻な課題である。通常、これらの地域の文化や歴史的建築物は、保存・保護の対

象になることが多いが、ＮＩＰＰＯＮＩＡでは、そういった文化と歴史を含有する古民家を再活用し、

地域の魅力を再生し、それを発信し、外部から人を呼び込むことで、地域全体の活性化に寄与し

ている。 

 

【行政の役割】 

 ＮＩＰＰＯＮＩＡ事業ではまちづくり開発会社を設立する時に、一緒に出資する等のかたちで自治

体と連携するエリアもある。一方で、自治体を巻き込まずに進めているエリアもいくつか存在する。

ただし、行政と連携した方が事業がスムーズに進み、地域住民の信頼感も得やすいという。また、

民間から先に動いて、途中から自治体が支援してくれるケースもある。 

 一方、行政で担うべきことも多く存在する。例えば、移住の支援、保育園の拡充等の環境整備に

は行政の取り組みが不可欠である。また、例えば民間事業者はハード面の整備、行政はソフト面

の整備をそれぞれ担当するといった役割分担も重要である。 

 本事業において、行政の所有物件を活用しているエリアは５カ所程ある。初期費用は行政が負

担し、事業者はランニングコストを負担するスキームを採用している。 

④ 今後の課題や展望 

初期調査を行う時点で、地域での事業実施可能性に大きく影響することは、その地域に一緒に

取り組んでいくプレーヤーがいるかどうかであるという。その地域のためにリスクを取る覚悟があ

るかどうか、事業を遂行するためのスキル（＝経営力）があるかどうか、この２つは事業の成功に

導く鍵である。 

（株）ＮＯＴＥは、民間企業として、長期的な視野で企業収益を追求しながら事業を推進していく

必要があると考えている。そのためには、地域に深く入り込むことが重要であり、例えば地域の清

掃活動に参加する等、地域住民とのコミュニケーションの頻度を上げ、信頼関係を築くことが必須

である。これらの地道な取り組みが事業の成功に寄与すると考えている。 
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⑤ 現地見学より 

「集落丸山」、および「篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡ」を見学した。 

 

集落丸山から集落を俯瞰したところ 

 

出所：筆者撮影 

 

集落丸山に伺うと、地元の方が宿泊棟の中にいらっしゃり、中で待っているように案内してくだ

さった。この方は、集落丸山の運営に関わっており、我々が見学した後、この場所で打ち合わせを

するとのことであった。集落丸山が地元の方々と深い関係を築いていることを感じる出来事であ

った。 
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集落丸山の宿泊棟 

  

出所：筆者撮影 

古い建材は可能な限りそのまま活かされており、それが古民家独特の雰囲気を醸し出している。

篠山の農村部の家はかやぶき屋根が特徴であるが、その維持コストは高く、かつ職人不足のため、

最近はトタン（薄い鉄板に亜鉛のめっきが施されている金属板の建築材）で屋根を覆っていると

いう。 

 

室内の様子 
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出所：筆者撮影 

台所の様子 

 

出所：筆者撮影 

水回りについては、古い雰囲気は残しながらも必要な衛生的配慮が行き届いている。 

 

浴室の様子 

 

出所：筆者撮影 
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 浴室やトイレは、特に現代的な仕様でリノベーションされている。 

部屋の様子 

 

出所：筆者撮影 

水回り以外は、極力古いものがそのまま活かされている。古いものと新しいもののメリハリが利

いており、トータルで宿泊者の体験向上を目指していることが感じ取れた。 
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出所：筆者撮影 

宿泊施設の横には蔵を改装した「ひわの蔵」というフレンチレストランがある。宿泊には夕食は

ついていないので、近くで飲食するとすればこのレストランか、少し奥にあるそば屋となる。 

 

その後、篠山城下町を見学した。篠山城下町の元々の商店街と、ＮＩＰＰＯＮＩＡの考え方で改修

した店舗が点在するというエリアになっている。商店街の飲食店には、地元の老舗高級料亭が比

較的多い印象だった。ＮＩＰＰＯＮＩＡに魅力を感じてやってくる客層との相性が良いのかもしれな

いと感じた。ＮＩＰＰＯＮＩＡの施設の宿泊者は、このようなホテル周辺の街を歩き、地元の雰囲気を

楽しむことができる。 
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ＮＩＰＰＯＮＩＡの考え方に基づき店舗としてリノベーションされた建物 

 

出所：筆者撮影 

 

また今回、神戸銀行の頭取の邸宅だった古民家を改装した篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡの 

ＯＮＡＥ棟の一室に宿泊することができた。歴史のある建物に宿泊するという「非日常感」を得ら

れ、特別な体験となった。 
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篠山城下町ホテルＮＩＰＰＯＮＩＡのフロントがあるＯＮＡＥ棟 

 

出所：筆者撮影 

 

篠山城下町の客室例。神戸銀行元頭取の隠居部屋であったという 

 

出所：筆者撮影 
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中庭 

 

出所：筆者撮影 

 

本事業は歴史的建築物の活用を核に、その土地の歴史文化資産を尊重したエリ

アマネジメントを行い「なつかしい」と「あたらしい」が融合した日本のくらしを、来訪

者に提供するという持続可能なビジネスの実践に成功している。また同時に、本事

業が取り組んでいるのは、１００年先につながる地域にするための持続可能な街づ

くり事業とも言える。地域の暮らしや歴史文化を継承し、新たな観光産業を形成

し、地域の生業創出に貢献する。こうして「暮らし・歴史文化」と「生業」が両立でき、

地域に暮らす人にとっても、訪れる人にとっても豊かな地域にすることができるだろ

う。 

（３）考察 
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本事業は、本調査で扱った「ＨＡＧＩＳＯ」（１３９ページ）と同様に、ブランドに包含

される建築物のデザインが統一されていたことが特長である。ＮＩＰＰＯＮＩＡブランド

の宿泊棟、店舗はすべからく、古民家の歴史を表現するものであり、同時に現代的

なモダンテイストも醸し出している。このようにデザイン性が高く、かつ統一感をもっ

て展開されているという点が、ブランド力の醸成に大きな影響を与えているように

感じた。ＮＩＰＰＯＮＩＡは、地域に残る歴史的建築物をポリシーをもって改修するこ

とで、ブランドづくりに成功している。古いものの価値を再発見して心地よく享受で

きるパッケージにしている。 

そしてそのことによって、比較的高い価格帯の設定が可能となる。同時にそのこ

とは、比較的低い稼働率でも事業が持続可能になるというメリットをも生む。場合

によってはそのことが、いわゆるオーバーツーリズムを回避し、ＮＩＰＰＯＮＩＡが大事

にする地域との信頼関係を維持する効果も期待できる。これらのことが、全て成功

の要因となっている。 

また、ＮＩＰＰＯＮＩＡの仕組みでは、地域ごとに、地元住民による「まちづくり開発

会社」を組織し、同社が主体となって開発を行っている点が特長的であり、価値創

造や事業の持続可能性をもたらす大きな要因となっているように思われる。外部の

人間が、縁もゆかりもない土地に来て開発しようと思っても、それは株式会社とし

ての利益追求の範囲にとどまる活動となるだろう。しかし地元住民が主体となる場

合には、利益追求だけでなく、より地域を良くしていきたいという欲求が行動原理と

なるだろう。その原理に基づいて開発が進むとき、そのプロジェクトは地域にとって

も利用者にとっても、より魅力のあるものになると思われる。誰もが、他人の庭より

自分の庭をきれいにしたがるものである。 

また、本事業の成功には、地域のために覚悟をもって一緒に取り組んでいく人の

存在が重要である。民間において、地域に何らかの形で貢献したいと考える人は多

数存在するが、現時点では本事業の他地域での展開可能性に関して、行政からの

問い合わせの方が多い状況にある。本事業を通じて、行政がもつ「モノ」、事業のコ

ンセプトに賛同してくれる「カネ」地域に貢献したい「人」とのマッチングを促進する

ことが、他地域での展開における一つの鍵になるだろう。 
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【事例４】 巻組 
 

（１）事業の概要 

運営会社 株式会社巻組 

対象地域 
石巻市・東松島市・塩釜市・加美町・仙台市等の東北圏を主とし東京都でも展

開 

開始時期 ２０１４年（２０１５年に合同会社化） 

事業内容 
「絶望的条件の空き家」を活用したシェアハウスやコワーキングスペース等を運

営 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

 東日本大震災後に石巻でボランティアを行う中「住宅関連産業の構造転換」「人々の価

値観を変えること」「住人にとって幸福で社会にとってサステナブルな住まい」が必要と考

え、空き家を活用したシェアハウス等の運営を開始。 

② 事業の特徴 

 既存不適格や立地が悪い物件に必要最低限のリノベーションをした物件であっても、

入退去手続きの簡易化による自由な住み替えや、入居者コミュニティーを促進する仕組

みの構築等により入居者を確保できている。また、物件所有者への賃料を固定・変動組

み合わせにし、所有者は収入確保を、巻組は事業リスク軽減を可能とした。さらに、死因

贈与契約49と賃貸契約を組み合わせた仕組みを開発し、相続後も途切れることなく物件

を活用することを可能にした。そして、運営側のステークホルダーを増やすことで、大家

の負担軽減と入居者のニーズの実現を同時に可能とするＤＡＯ50の取り組みも行ってい

る。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

 巻組では、元空き家物件を使いたいかどうかは一人一人の価値観によるところが大き

いため、興味のない人に無理やり使わせようとするのではなく、興味のある層の拡大やそ

 
49 契約締結時に定めた「負担」の履行を条件として、所有者死亡時に贈与の効力を生ずる契約。

本事例では「不動産の維持管理や改修」を「負担」に設定し、巻組がそれを履行。所有者存命中は

賃貸借契約でサブリースし、所有者死亡時に、巻組に所有権が移転する。 
50 Decentralized Autonomous Organization（分散型自立組織 ）。運営の透明性を確保

するとともに、メンバーが行った貢献に対する報酬を明確化することで、自立的な組織運営を実

現する仕組み。 

＜広域的・活用促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

②移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑧空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑩ストックの掘り起こし 
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ういった層へのアプローチを実践している。 

④ 今後の課題や展望 

 巻組では、ＤＡＯメンバーへのリターンが一般化されたルールによってなされるような設

計が必要と考えている。また、物件個別の開発ではなく、エリア内で連携し、エリア全体

への視点を持ちながら開発をしていくことも必要と考えている。 

⑤ 現地見学より 

 シェアハウスの家賃は水道光熱費込みで５万円程度で、家具家電付等の諸条件を考

慮すると割安感がある。 

【考察】 

「絶望的条件の空き家」を魅力的にリノベーションし、クリエイティブな人たちにマッチングし

ている。当事例は、一般的に不利な条件が、実際には魅力にすらなり得ることを明らかにして

いる。また巻組では、ＤＡＯでシェアハウスに関わる人の層と数を広げるとともに、新たな関わり

方を創造している。これにより地域外の関係人口を含めたコミュニティーを形成できる。本事例

は条件の悪い物件を活用するために参考になるだけでなく、関係人口を含めたコミュニティー

づくりにも参考となり、地域活性化に寄与するスキームであると考えられる。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業を開始した背景】 

～真の幸福を見つめて、サステナブルな社会のための新たな住まいの価値観を提案～ 

代表の渡邊氏が石巻で東日本大震災の復興ボランティアに参加していたときに、震災直後で

地域の方の住む家も無い中で、ボランティアスタッフの住む場所を提供するものとして、空き家に

着目した。 

住宅が足りないと言われていた石巻だが、震災によって多くの住民が離れ、７，０００戸もの新

築住宅が復興のために供給されたこと等から、空き家が１３，０００戸に増加した。そこで、ボランテ

ィアの住居という緊急の需要だけでなく、空き家を自分たちで改修し、住居として提供していくこ

とが事業として成り立つと考え、当事業を始めた。 

実際に空き家の相談を受けていると、空き家が増加する理由に高齢化が大きくかかわっている

ことが分かってきたという。施設に入居したり、亡くなったりして住む人がいなくなり、親族も遠方

にいるため、空き家になってしまう。これは石巻だけでなく、日本全国で起こり得ることである。こ

の問題を解決するために巻組は「住宅を取り巻く産業構造の大きな転換が必要であり、そのため

には人々の価値観を変えることが求められる。」と考え「住む人にとって幸福で、社会にとってサス

テナブルな住まい」を目指して、事業を行っている。 
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【事業スキームの特徴】 

～不利な条件の物件も活用するシェアハウス運営で新たなコミュニティーも創造～ 

条件の不利な空き家等、資産価値の低い物件を仕入れ、必要最低限のリノベーションを行い、

シェアハウス等に活用している。単に入居してもらうだけではなく、シェアハウス入居者を中心に、

自由で多様なライフスタイルを追求する人々や地域の関係人口となる人々のコミュニティーを作

っている。また、普通の賃貸では入居審査や書面による契約、長期契約や違約金等が原因で、入

退去が気軽に行いにくい現状がある。そこで自由なライフスタイルを無理なく行うことができるよ

うにするために、電子契約や即日入居、短期更新等の契約形態を取り入れている。 

 

 

出所：巻組ＨＰ 

 

巻組の事業の特徴として三つのポイントが挙げられる。１つ目は、安く仕入れて安く直す点であ

る。条件が不利な物件の活用、贈与契約を組み合わせた取り組み、固定賃料と変動賃料を組み

合わせた取り組みも行われている点である。２つ目は、アーティストの活動拠点となるＣｒｅａｔｉｖｅ 

ＨｕｂやシェアハウスにＤＡＯを組み合わせたＲｏｏｐｔ ＤＡＯ等、どのような手法が集客につながる

かを実証実験的に行っている点である。３つ目は、共創型の運営を目指している点である。一般

的な賃貸住宅の仕組みでは、大家と入居者が主従関係になりがちだが、その関係性をよりフラッ

トにするためにＤＡＯ等を活用している点である。 

 

・ Ｒｏｏｐｔ 

空き家を改修して、シェアハウスやゲストハウスとして活用している。接道条件を満たしていな

いものや裏にお墓がある等、条件としては不利な物件を活用し、最低限のリノベーションによって

シェアハウスとして活用している。また、物件によっては住宅宿泊事業や旅館業の取得により１泊

からの宿泊も可能となっている。入退去の流動性を阻害するような煩雑な手続き等をできるだけ

排除し、審査も行わず、電子契約で即日入居可能となっている。また、退去時の違約金もなく、退

去するタイミングも自由である。 

 



 122 

 

 

出所：巻組提供資料 

 

・ Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ ＤＡＯ 

クリエイターのための会員制コミュニティーサービスを提供している。ＤＡＯメンバーになること

でコミュニティーに参加することが可能となり、クリエイター間の交流拠点や作品の発表機会の提

供が行われる。また、イベントへの参加や出展準備の運営サポート等、コミュニティーでの活動実

績に応じてｒｅｗａｒｄ（報酬）を獲得でき、ｒｅｗａｒｄを貯めることで、コミュニティーが企画する各種

イベントへの出展権や連携地域での宿泊権等、さまざまな権利と交換できるようになる。拠点は宮

城・島根・和歌山・東京に設置されている。ここではプロ・アマ、ジャンルを問わずクリエイターが活

動している。ＤＡＯメンバーであれば展示会も自由に行うことができる。 

 

 

出所：Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ ＤＡＯ ＨＰ 
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また、Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ石巻ではＴｈｉｒｄ Ｓｅｌｆというサービスを提供している。Ｔｈｉｒｄ Ｓｅｌｆは

株式会社巻組、ｄａｄａ株式会社、一般社団法人はまのねが連携して提供している会員制のコミュ

ニティーであり、サードプレイス（自宅や職場とは隔離された、心地のよい第３の居場所）を提供す

ることを目指している。年会費３３，０００円を支払うことでＣｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ石巻を利用することが

できる。また、石巻の蛤浜（はまぐりはま）を拠点に活動しているはまのねと連携している縁から年

に数回、蛤浜の海産物が届く。 

 

 

出所：巻組ＨＰ 

 

【実績】 

巻組が運営している賃貸物件は１６件である。自社運営以外も含め設計施工は５０件以上手掛

けている。そのうち、シェアハウスは６件である。シェアハウスの入居率は平均で６割程度を維持し

ている。４月、５月に８割程度稼働しており、そこから２～３カ月経つと３カ月契約の人たちが抜け

ていき、その後１～２カ月後にまた新しい人が入ってくるという流れが、ほぼどの物件でも見られ

る。 

② 事業の特徴 

【取扱物件のエリアは石巻中心だが他県からの相談も増加】 

石巻を中心に、東北圏を主なエリアとして事業を展開している。空き家の相談も石巻市内から

来ることが多いが、秋田県や福島県等市外・県外からの相談も増加している。また、Ｃｒｅａｔｉｖｅ 

Ｈｕｂ等のシステムを導入している連携拠点が全国各地に存在する。 

 

【サービス利用者の特徴】 ～地域外からの７割の入居者：東北・関東からの流入～ 

サービス利用者は２０代～３０代が多く、地域外の入居者は７割程度である。その多くは東北圏
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の他地域や関東圏からである。Ｒｏｏｐｔ ＤＡＯのトークン所有者は入居するための人だけではな

く、コワーキングスペースとして使いたい人やワーケーションの宿泊施設として使いたい人等、さま

ざまである。 

Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂの利用者はクリエイターであり、活動実績等も様々な人が利用している。Ｔｈｉ

ｒｄ Ｓｅｌｆには現在２０名の登録者がおり、石巻の人は半分ぐらいで、遠方からたまに石巻に来た

時に利用するため登録している人もいる。 

 

【「絶望的条件の空き家」を取り扱う】 

巻組では、特に古くて立地条件の悪い「絶望的条件の空き家」に着目している。具体的には接

道条件を満たしていない等の既存不適格な物件51や、裏が墓地の物件、密集地で車が入れない

場所等、一般的な流通にはのらないような物件を中心にリノベーションし活用している。「絶望的

条件の空き家」であっても、収益性が悪いわけではなく、たとえば坂の中腹にある未接道の物件

でも、入居者がつかず困っているわけではない。むしろ、活用ができるかどうかの判断は事業化

するための改修コストがどれだけかかるかによる。 

 

【最低限のリノベーションで活用】 

活用のためのリノベーションは機能の過剰な付加をせずに、最低限のレベルで行っている。リノ

ベーションの金額は基本的に５００万円以下である。事業開始当初にリノベーションを行わない部

分は関係者のみ立ち入れる場所として一時的に入れないようにし、事業の収支が回るようになっ

てからリノベーションを行うこともある。それによって、事業を始めるためのコストを下げることが

でき、柔軟な活用につながっている。 

実際にＣｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ石巻は、天井に手を入れておらず断熱性がほとんどない。巻組では「ま

ず場所を作ることを優先し、活用しながら予算や必要に応じて改修を行っていけば良い。」と考え

ている。 

 

【固定賃料と変動賃料の組み合わせが所有者と巻組双方にメリットをもたらす】 

空き家の活用は、ある程度収益が期待されないと着手するのは難しかった。一方で、所有者に

は「収益は求めないが、そのまま放っておくと劣化してしまうので、何かに使ってほしい。」と考えて

いる人が多くいる。両者のニーズを満たすために、リスクを配分できるような仕組みを開発してい

る。所有者から巻組が借りる際の賃料は、最低保証賃料として安い固定賃料を設定する。それに

加えて変動賃料として利用者数や稼働日数に応じて賃料を増やしていく仕組みである。人気の

物件になれば、所有者にも還元され、稼働していないときでも固定額の収入を得ることができる。

この仕組みによって所有者は安定的な収益を得ることができ、巻組にとっても無理なく事業を行

うことが可能となっている。 

 
51 建築当時は適法だったものの、各種法令の改正により規定に適合できなくなった建築物 
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【死因贈与契約で物件を取得】 

相続された物件に自ら住むことはなく、その他の活用のためにどのように手続きをするかが分

からないまま塩漬けになってしまい、手の付けられない状況になってしまい空き家が発生する事

例が多く見られていた。また、所有者の思い入れが深いため、売却することに躊躇するような物件

も見られた。巻組では「相続前から相続後にどのように活用するかをあらかじめ決めておくことが

重要である。」と考え、死因贈与契約と賃貸借契約を組み合わせた仕組みを空き家活用に導入し

た。 

これは所有者が生きている間は賃貸契約を結び、所有者の死亡時に死因贈与契約にのっとり、

物件の所有権が巻組に移るという仕組みである。死因贈与の中でも「始期付負担付死因贈与契

約」を用いている。これは「負担」の履行を条件として「ある時期」に贈与を行うという契約である。

過去の例では「負担」を「不動産の維持管理」とし「ある時期」を「所有者の死亡時」と設定している。 

この仕組みにより、物件の維持管理や修繕を物件取得の対価として位置づけすることが可能と

なり、所有者の維持管理や修繕の負担を軽減するとともに、巻組の初期コストを抑えることができ

る。また、被相続人は物件を手放す必要が無く、相続人は相続された物件に対する手続きを行う

必要が無くなり、双方のニーズを満たすことができる。さらに、相続時に所有権を移すことができ

るため、誰も管理していない状況を発生させずに次の活用を行うことができるというメリットがあ

る。 

 

 

出所：巻組ＨＰ 

 

【入退去手続きを簡易化して入退去を流動化】 

これまでの賃貸住宅では煩雑な書面契約や審査、入居時の手数料等によって入居のためのハ

ードルがあり、また、契約期間内の退去には違約金がかかることによって自由な退去が阻害され

ている。そのような形では自由な住み替えのニーズに応えることはできない。その点Ｒｏｏｐｔでは
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電子契約で即日入居が可能となっている。また、入居に係る審査も無い。なお、支払いは原則クレ

ジットカードのみとなっており、クレジットカードを持つための信用力を入居審査の代わりになって

いると言える。さらに、契約形態は定期借家で行っており、契約が終了すると再契約を行う形にな

っている。期間内に退去することになっても違約金はかからず、退去もしやすくなっている。さらに、

家具が付いているため入居しやすいこともあるが、退去時にも家具の処分や引っ越し業者の手

配等のハードルをなくすことができる。このような仕組みによって、入退去の流動性を確保してい

る。実際に入居期間としては３カ月から１年がボリューム層になっている。 

空き家の所有者には、賃貸として活用することに対して抵抗がある人が多い。その理由は、入

居者に退去して欲しくなったときに、１度入った人に出て行ってもらうことが難しい場合があり、ト

ラブルになることを警戒している。普通賃貸借の契約が前提でそのような考えになっていると思わ

れるが、Ｒｏｏｐｔのように定期借家で流動性の高い仕組みをとることで入居者が居座るような心配

を軽減することができる。 

 

 

出所：巻組ＨＰ 

 

【大家と入居者の関係性を変革】 

一般的な賃貸住宅では大家がルールを決めて運営し、入居者はそれに従う形となっている。入

居者は意見や不満があってもクレームを大家に上げるしか術がなく、運営に関わることができな

い。大家からしてもクレームに対応することは労力であるし、入居者の本当のニーズに対応した運

営をすることが難しい。そこで、巻組では様々なステークホルダーが参画し、リスクを分散して、フ

ラットな形で賃貸住宅の運営をするために、東京の神楽坂にあるＲｏｏｐｔ神楽坂において、シェア

ハウスにＤＡＯを活用した、Ｒｏｏｐｔ ＤＡＯを運営している。ＤＡＯは従来のトップダウン型の組織

ではなく、参加者が同じ階層にフラットな関係で意思決定を行うことができ、その決定が確実に実

行されることが担保されている。このようなＤＡＯの仕組みが大家と入居者の関係性を変革させ

ることができるのではないかと考え、試行的にＤＡＯを導入している。 
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巻組はＲｏｏｐｔ神楽坂の非代替性トークン52（以下「トークン」という） を販売し、購入者は「Ｒｏｏｐ

ｔ神楽坂への１カ月の入居プラン」もしくは「全Ｒｏｏｐｔ物件の７泊８日ワーケーションプラン」のどち

らかを選んで利用できる。また、トークン購入者は、シェアハウスを利用するだけでなくＤＡＯメン

バーになり、Ｄｉｓｃｏｒｄ53 上で物件の管理・運営に関する議論に参加できる。予算の使い道のほ

か、掃除・運用の業務委託、資産購入等の事柄をＤＡＯメンバーによる投票で民主的に決めてい

く点が特徴である。 

現状、日本の法律上、ＤＡＯは法人格を持つことができないので、ＤＡＯメンバーとして巻組が

入り、対外的な対応に関しては巻組が行う。 

Ｒｏｏｐｔ神楽坂においては予算を設定し、その予算の中で家具や家電の導入をどのようにする

かをＤＡＯメンバーの中で議論し、決定することができるような設計を行った。「予算がある方が、

議論がしやすく、希望を実現することができるので重要なポイントではないか。」と考えたが、実際

には予算を使いたいという希望は少なく、議論の場や投票にかけるべき案件かということを各自

で判断して、些細なことであれば、議論にかけずに自分たちで解決していくような状況がＲｏｏｐｔ

神楽坂では起こっている。 

 

  

 
52 Non-Fungible Token：NFT。「偽造不可な鑑定書・所有証明書付きのデジタルデータ」の

こと。暗号資産（仮想通貨）と同じく、ブロックチェーン上で発行および取引される。 
53 Windows・macOS・Linux・Android・iOS・Web ブラウザで動作する、インスタントメッセ

ージ・ビデオ通話・音声通話フリーウェア。 
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Ｒｏｏｐｔ神楽坂 

 

出所：巻組ＨＰ 

 

巻組は、ＤＡＯを活用したシェアハウスプロジェクトの２軒目を石巻の物件で進めている。こちら

は巻組が手掛けている改修工事中の物件において、メンバーの意見を取り入れるということが起

こっている。メンバーから「その物件には井戸があるのか」という質問があり、井戸があることを伝

えると「では井戸を復活させて、その近くに庭園やプランターを置いたりできないか」という発想が

広がっていった事例がある。このように、ＤＡＯは意思決定の枠組みであるだけでなく、メンバー

が自ら住環境を作っていく場になっている。 

 

【ＤＡＯの活用について】 

～ＤＡＯがもたらすシェアハウスの新たなポテンシャルがコミュニティーを惹き寄せる～ 

巻組では、Ｒｏｏｐｔ ＤＡＯと Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ ＤＡＯの二つのＤＡＯを活用している。Ｒｏｏｐｔ 

ＤＡＯは、ＤＡＯという仕組み自体に興味を持って参加する人が多い。当初はトークンの値上がり

を期待して、いわゆる投資対象として購入した人が多かったが、現在は入居者が住む分のトーク

ンを消費している形となっている。どちらかというと物件の価値や物件の中にあるコミュニティー

の価値をみて、購入している傾向に代わってきている。投資対象としての価値は「トークン価格も

サービスの需要と供給の関係でしかない。そのため、投資というよりはサービスを使いたいかとい
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う判断になり、投資対象としての価値はあまり感じられていないのではないか」と考えられている。

二次流通に関しては「二次流通は起きるであろうと感じていたし、あってしかるべきだと考えてい

た。二次流通することによりコミュニティーの価値が見える化されるのではないかと想定してい

た。」とのことである。 

先述のとおり、現在の日本の法律上、ＤＡＯは法人格を持つことができない。そのため、ＤＡＯメ

ンバーである巻組が代用者として、対外的なやりとりを行うこととしている。この点について「ＤＡ

Ｏの組織形態を作るためであるならば法人格は無くても問題はない。しかし、参加者に責任や貢

献度に基づく報酬を適切に分配するためには法人格を持つ必要がある。しかし、シェアハウスの

運営において、そこまで追求するのかは議論の余地がある。」としている。 

 

 

出所：巻組ＨＰ 

 

Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ ＤＡＯは、ＤＡＯを導入した後、人の関わり方が増えている。従来は個人的な

つながりで利用者が増えていっていたが、ＤＡＯのコミュニティーによって、全くつながりのなかっ

たところからの参加が見られるようになった。 
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③ 空き家等問題の解決に向けて 

【空き家活用に関するアプローチについて】 

巻組は「エンドユーザーの目線からすると、元空き家物件を使うか否かは趣味趣向の話になっ

てくる。様々な価値観があるので、そういう物件に面白さを感じてもらえるような仕組みを取り入

れたり、既に面白さを感じてくれている人にアプローチしていくよう心がけている」と考えている。 

 

【空き家バンクについて】 

空き家バンクに関しては、行政にとってはあまり１つの企業と親密になるのは難しいとのことも

あり、明確な連携協定等を締結してはいない。石巻市との連携に際しては、石巻市の空き家バン

クへ物件の所有者が相談に来たときに、巻組を紹介することはある。 

④ 今後の課題や展望 

【参加者へのリターン配分は属人的設計から脱却すべし】 

先述の改修工事中の石巻の物件では、ＤＡＯメンバー等の関わりを広げながら、物件を作り上

げていくことを実験的に行っている。しかし、その中で関わっている人たちに対してのリターンをよ

り拡充する余地はある。自分がやりたいことをできるという状況を楽しんで関わっている人も多い

ため、巻組は「この仕組みを一般化していくためには属人的でないリターンを考える必要がある。」

と考えている。 

 

【エリア内での連携を視点に入れる】 

石巻地域に根差して活動している点が評価されており、空き家の相談も多く来るようになって

いる。しかし、エリア全体を含めた開発のようなところは進めておらず、個別具体的な課題に対応

することが多い。「数多くの空き家の相談が来た際に、今までのようにシェアハウスや宿泊施設と

して活用していくばかりでは全てに対応ができないところがある。そのためにはエリア内での連携

のようなエリア全体への視点を持って作って行かないといけない。」とのことである。 

 

【空き家活用のリスクを属人性の排除によって見出す付加価値で克服し持続可能な事業へ】 

空き家を活用している事業者はリスクを背負って事業を行っていることが多い。しかし、巻組と

しては自社について「リスクを負っている会社という見方をされることもある。対外的に見てもより

付加価値が出ているようにしていかなければ持続可能な事業にはならない。その面ではまだ発展

の可能性がある事業である。」との思いを持っている。その課題の解決に必要なことは「まだ着目

されていない不動産のポテンシャルが存在するはずであり、新しい着眼点や価値を見つけること
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が必要である。さらにそれを行うために属人性をどれだけ排除できるかも重要である。」と考えて

いる。 

⑤ 現地見学より 

・ Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ 

使われていない地域資源を活用しながら、クリエイターたちが作品制作や事業づくりにのびの

びと打ち込める環境を提供する、会員制のアーティストインレジデンス「Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ」。元文

房具屋の倉庫を改修した物件である。一階は駐車場として使われていたもので、現在は企画展

や物々交換市等のイベントや、汚れる作業等を行う場所として活用されている。 

 

 

出所：著者撮影 

 

Ｃｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂ２階にある会員用コワーキングスペース「Ｔｈｉｒｄ Ｓｅｌｆ」。置かれている家具は

ほとんどが寄贈されているものである。 
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出所：著者撮影 

 

 

出所：著者撮影 
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出所：著者撮影 

 

 

出所：著者撮影 
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出所：著者撮影 

 

このように巻組は「一見無価値な不動産を資源としてクリエイティブな人々につなげていく」事

業を展開している。 
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・ Ｒｏｏｐｔ 

今回の現地視察ではＲｏｏｐｔ 石巻中央 ―ＣＯＭＩＣＨＩ―に伺った。 

 

 

出所：著者撮影 

 

この物件は全部で７室あり、共有スペースにリビングとキッチン、トイレが２カ所、風呂とシャワー

ルームが設置されている。各部屋の広さ等はほとんど同じ造りとなっており、ベッドとエアコンが設

置されている。そのほかにも以前の住人が置いて行ったもので、使えそうなものは残している。家

賃は水道光熱費込みで５万円程度。家具家電類がついているため、トータルで考えると割安感が

ある。 
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出所：著者撮影 

 

 

出所：著者撮影 
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出所：著者撮影 
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事業を行うにあたって立地や物件の特性は十分に考慮されるものである。しか

し、巻組の事例では、古くて立地条件が悪く設備も未整備な、いわゆる「絶望的条

件の空き家」を魅力的な場所へとリノベーションし、活用してシェアハウスやコワー

キングスペースの運営をしており、地域を舞台にクリエイティブな生き方を実践する

人たちへとマッチングしている。一般的に物件の価値にマイナスに働く条件が、実

際には事業に悪影響を与えるとは限らないことを明らかにしているのではないか。

本当に必要なニーズはどこにあるかを把握することで条件の悪い物件でも活用で

きるところが見つかる可能性がある。 

巻組では空き家の活用に関する課題を的確に把握し、様々な方法を用いて解決

している。そのうちの一つがＤＡＯである。ＤＡＯによってシェアハウスに関わる人の

層と数を広げるとともに、新たなかかわり方を創造している。その幅は当該地域以

外にも広がるものであり、関係人口を含めたコミュニティーを形成することができ

る。少子化および東京一極集中が進む中で関係人口を巻き込むことは空き家問題

の解決のために重要な視点である。また、ＤＡＯメンバーが用意した費用を使わず

に自分たちで様々な作業を行っている。自分の住居に関して、積極的に運営に関

わることを望んでいる人達が、まだまだ潜在的に存在するのではないかと考えられ

る。 

また、今後の課題で述べられた「空き家活用の事業についてのリスク」は重要な

視点である。新築や既存住宅の事業と比較すると低い金額で取引されることから、

売買で利益が出しにくく、空き家活用はリスクが高い事業であると言える。このリス

クを下げることが空き家活用の事業への参入の鍵になると考えられる。 

本事例は条件の悪い物件を活用するための参考になるだけでなく、空き家活用

によって関係人口を含めたコミュニティーづくりを可能としており、地域活性化に寄

与するスキームであると考えられる。 

（３）考察 
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【事例５】 ＨＡＧＩＳＯ 
 

（１）事業の概要 

運営会社 株式会社ＨＡＧＩＳＯ 

対象地域 東京都台東区谷中地域 

開始時期 ２０１３年（２０１６年法人化） 

事業内容 企画・設計・デザイン、から飲食店・宿泊施設の運営までを実施 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

 本事業のコンセプトは、まち全体をホテルに見立てることで、ホテルと地域を一体化し、

ホテルに泊まった人々が街の新たな魅力を発見できるようにすることである。地域の店舗

と連携したサービス提供等により、宿泊者を地域の奥に流していく仕組みを作り、宿泊者

と地域に暮らしている人の関わり創造につながった。 

② 事業の特徴 

 ＨＡＧＩＳＯが立地する「谷根千」54地域は、もともと人気のエリアで、街の風情を好きな

人が多く存在していた。ｈａｎａｒｅ55は、ＨＡＧＩＳＯが１０年分の家賃の半分を前払いし、所

有者が自己資金と前払い家賃を使って改修工事をした。利用者は７～８割が外国人で、

特にフランスの客が多い。地元出身者がスタッフになることも増えている。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

 ＨＡＧＩＳＯでは、建物所有者が空き家を放置することに危機を感じないことや、そのため

に空き家物件が市場に出てこないことが問題と考えている。 

④ 今後の課題や展望 

 不動産業界には、利回りが高い商売だけをする人が多い。今後同社のように、一般的な

不動産業界とは一線を画す仕組みが面的に形成されることが期待される。 

 

 
54 東京都台東区および文京区の谷中、根津、千駄木のエリア一帯を指す。江戸時代からの寺町

および別荘地と庶民的な商店街を抱える「谷中」、夏目漱石や森鴎外、古今亭志ん生等文人墨客

が多く住んだ住宅地「千駄木」、根津神社の門前町として栄え一時は遊郭もあった「根津」。3 つの

街の頭文字をとって通称「谷根千」。 
55 旧「第二丸越荘」を改修して運営 

＜地域的・活用促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

③インバウンドの促進 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑦ストックの維持 

⑧空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑩ストックの掘り起こし 
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⑤ 現地見学より 

 谷根千エリアには古き良き昭和の雰囲気が漂い、タイムスリップしたような錯覚に陥る。

ＨＡＧＩＳＯの店舗の一つ「ＴＡＹＯＲＩ」には待ち客がおり、人気店であることが伺えた。空き

家を埋めるだけでなく、地域が活性化する人気店の創出に成功している点は、特筆すべ

きである。 

【考察】 

宿泊棟ｈａｎａｒｅには外国人旅行客が多い。インバウンドが多いおかげで宿泊者が週末に偏

らず、稼働率が平準化するというメリットも見逃せない。言い方を換えれば、そのようなメリット

を享受したければ、ｈａｎａｒｅのようなコンセプト・デザインが大いに参考になるということだろ

う。 

ＨＡＧＩＳＯは、全体を黒基調で統一したデザインが印象的であり、それがブランドイメージに

もなっているように感じられる。統一的なデザインや装飾物の意匠、街の雰囲気、それらの融合

がブランド化すれば、高価格帯の客層にも訴求できる施設に変貌するように思える。これは後

述のＮＩＰＰＯＮＩＡにも見られた特長である。 

また本事業は、まち全体で宿泊施設を運営することによって、外部から人を呼び込み、また

その宿泊者を地域の奥まで送り込んだ。建物の保存とまちの魅力向上の一歩となり、まち全体

の発展に寄与している事例である。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～古いものと地域への愛が萩荘をＨＡＧＩＳＯに転生させた～ 

萩荘は１９５５年、物資も少なかった戦後まもない時期に竣工した、風呂なし、トイレ共同の木造

２階建てアパートである。典型的な中廊下型で両側に部屋があり、各部屋が四畳半の畳部屋と半

畳ずつの玄関、収納、手洗いの六畳で構成され、１階７部屋、２階７部屋の計１４部屋があった。 

萩荘のある「谷中（やなか）」という地域には、震災、戦災を逃れた多くの寺等の古い建物、路地

が残っており東京では貴重な地域である。江戸時代の地図にぴったり合う路地が多く、商店街が

いまだに元気である。特に「谷中銀座商店街」には多くの小売店が残っており、地元の人に愛され

ている。また、東京藝術大学（以下：芸大）や東京大学から近く、学生も多く住んでいる。 

萩荘は２０００年頃から空き室が出ており、２００４年から芸大の建築科の学生たちが一棟丸ご

と借りて、５人程の学生が入れ代わり住んでいた。学生たちが住み始めた２００４年以降、床の仕

上げや間仕切壁に手を入れ、自分たちなりに改修を施して使っていた。共用のアトリエ、食堂、座

敷が一階に設けられ、その他の部屋は各住人の個室として１階２部屋、２階に４部屋に変更した。 

しかしその後、建物の老朽化が進み、２０１１年の東日本大震災を機に解体の方針が決められた。

入居者は建物の解体には納得いかず、愛着をもった場所に対して、きちんと別れを告げるセレモ

ニーの必要性を感じるようになり、最後に記念イベントを計画した。 
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２０１２年、入居者たちが萩荘の建物全体を展示空間として利用し、建物の葬式「ハギエンナー

レ２０１２」と名付けた芸術作品の展示会を開催した。来場者にとっては建物や空間を記憶する体

験となった。総勢２０名以上の作家によって、建物のあちこちに作品が存在する、もしくは建物が

作品化している光景を、来場者達は目にした。平凡な木造アパートに最期の一瞬の華やかさを与

えているように見えた。結果、３週間の展示期間に約１，５００人が来場した。 

萩荘の所有者は、隣接する寺院「宗林寺」である。住職は常々、地域に対する現代的な寺の文

化的貢献に対して考えており、萩荘を舞台にしたアートイベント、ハギエンナーレには大変な共感

を持った。ただの「ボロアパート」だと思っていた建物に多くの若者が集まった光景を目にして、場

所のポテンシャルに気が付き、自身の考え方も変わったという。そこでついに、入居者代表が、宗

林寺にリノベーションのアイデアを提案した。簡単な事業計画と、経済的なリノベーションのメリッ

トも説明し、最終的に、解体からリノベーションする方針に変更した。 

リノベーションのヒントは上海での経験だった。上海では、昔ながらの路地を利用し、古い住宅

や工場等の建物をリノベーションして、商業施設等に用途変更した場所がたくさん存在する。古

い建物を利用することで、エリアの価値が高まり、魅力的な場所として生まれ変わっていた。これ

は東京でも実現できると考えた。 

２０１３年「萩荘」を「最小文化複合施設」としてのＨＡＧＩＳＯに生まれ変わらせるプランを構想し、

改修工事が行われた。解体作業には一般の方を公募し、ＨＡＧＩＳＯに興味を持った地域の人たち

も参加してくれたので、約１週間で解体・廃棄できた。柱のやすりがけや壁の塗装は、代表者の仲

間や建築学生サークルの方が手伝ってくれた。躯体部分の改修費用は大家さんが負担し、内装・

設備部分の費用は法人化する前の代表者個人が負担した。費用はクラウドファンディングでの調

達資金および日本政策金融公庫の融資を利用し、約５年間で回収できる事業計画を作成した。

大家にとっても、これで賃貸収入が約２倍になった。ＨＡＧＩＳＯの１階にはカフェ（ＨＡＧＩ ＣＡＦＥ）、

ギャラリー（ＨＡＧＩ ＡＲＴ）、２階にはホテルのレセプション＆ショップ、日替わりのサロン（ＨＡＧＩ 

ＳＡＬＯＮ）がある。 

ＨＡＧＩＳＯの運営が２年経った頃、より一層地域に還元できる活動をしたいと考えた。そのアイ

デアはイタリアでの宿泊体験から生まれた。予約したホテルに宿泊する際、まず指定された建物の

受付でチェックインするが、宿泊する部屋は別のところにある。スーツケースを引きながら街の中

を歩き、何度か角を曲がると別のアパートの中に入り、その中の一室が宿泊室であった。通常の

ホテルと違って、華美な設備がないが、スタッフが街のおいしいレストランやショップを教えてくれ

て、地元住人たちに交じり地元の店へと通う経験を得た。これは、イタリア発祥の「アルベルゴ・デ

ィフーゾ」と呼ばれるシステムであり、過疎化が進み空き家の増えた村落で、村のレストラン等を

受付に、空き家を宿泊室にして運営されている。このシステムでは、管理を集約しつつ、村に点在

する空き家を宿として気軽に貸すことができる。同時に宿泊者は土着的な住居に滞在することが

でき、その土地ならではの宿泊体験を得られるという。 

こうして、次のステップとして「アルベルゴ・ディフーゾ」のような、街ごとホテルにする計画を考

えた。ＨＡＧＩＳＯをレセプション・ロビーとして、ホテル機能の核とし、朝のカフェでのモーニングや、
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夜はラウンジとして旅行者同士の交流の場として機能させたいと考えた。その後、宿泊棟であるｈ

ａｎａｒｅを確保し、２０１５年に運営を始めた。宿泊料金は、２名一室の場合は１６，０００円～１８，００

０円、１名一室の場合は１２，０００円～１４，０００円（朝食、銭湯チケット込み）となっている。 

 

ＨＡＧＩＳＯの外観 

 

出所：筆者撮影 
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出所：筆者撮影 

 

【事業スキームの特徴】 ～まち全体をホテルに。地域と一体化することで輝く古い建物～ 

本事業のコンセプトは、一つの建物で完結するホテルではなく、まち全体を一つのホテルに見

立てることで、地域と一体になることである。ホテルのレセプションは最小文化複合施設「ＨＡＧＩＳ

Ｏ」で、宿泊室はまちの中「ｈａｎａｒｅ」にある。部屋の中にはテレビもなく、シャワールームも共有で

１個しかないが、大浴場はまちの銭湯、ホテル自慢のレストランはまちの美味しい飲食店、お土産

屋さんは商店街や路地に店を構える雑貨屋、文化体験はまちのお稽古教室やお寺である。朝食

はＨＡＧＩＳＯ １階のＨＡＧＩ ＣＡＦＥで提供する。連携している銭湯や飲食店は特に登録制度等

が存在するわけではないが、ＨＡＧＩＳＯから宿泊者に連携店舗を紹介し、連携店舗には毎月の月

末に掛け払いをしている。このような仕組みによって、外部からの宿泊者が地域の奥に流れ、宿

泊者と地域に暮らしている人の関わり創出につながった。 

本事業は、宿泊者にベッドを提供するだけでなく、宿泊を通じて街の新たな魅力を発見してく

れることを期待している。 
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事業のスキーム図 

 

出所： 株式会社ＨＡＧＩＳＯ提供資料 

 

そのきっかけは代表の経験からでもあった。事業開始当時、代表自身がＨＡＧＩＳＯを自宅兼事

務所として居住しており、風呂もキッチンもない状況の中で、風呂は銭湯、食事は街中の飲食店

に行く等、街全体をあたかも家であるかのように使う生活を送っていた。これがのちほどのｈａｎａ

ｒｅにつながっていったという。 

代表は同時期に、ブルースタジオの大島芳彦氏が手掛けたリノベーションスクールに参加し、そ

こで日本全国で地元地域を舞台に取り組みをしている様々な人と出会った。その他の地域の取り

組みから影響と刺激を受け、現在では同様なアプローチを行っている事業者たちによって「一般

社団法人日本まちやど協会」が設立されている。 

ＨＡＧＩＳＯはシェアハウスとして利用されていた時期には、地域の人たちとの関わりがあまりな

かった。宿泊施設となって宿泊者が増えたことで、地域の人々との交流が増加した。この変化は

「場から発想する」というアプローチに基づいている。 

通常、飲食店のコンセプトづくりはマーケティング手法等を利用してターゲットの年齢層を定め、

そのターゲットが好むメニューを決定し、それに合った趣向や内装にする。しかし、ＨＡＧＩＳＯでは

この逆のアプローチを採っている。すなわちＨＡＧＩＳＯの場所とその独自の雰囲気から発想し、そ

れに合ったメニューや家具を選定し、その雰囲気を受け入れてくれる人々を顧客として呼び込ん

だ。 

このアプローチにより、特定の年齢層や趣味に偏らない幅広い層の顧客がＨＡＧＩＳＯを訪れ、
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その場の価値を感じてくれるようになった。特に、１階の吹き抜けの空間をギャラリーとして活用し、

ＨＡＧＩ ＡＲＴ等のイベントを通じてＨＡＧＩＳＯが地域の中心となるような役割を果たしている。 

 

 

宿泊施設とは別に、徒歩圏内の空き家をリノベーションして運営する店舗も、谷中地域内にお

いて８つある。お惣菜屋さん、ジェラート屋さん、焼き菓子屋さん、立ち飲み屋さん、本屋さん「町

の教室」という料理教室やワークショップ等ができる場所がある。２０２０年にコロナ禍における緊

急実態宣言が出た頃、店舗の営業ができなくなった時期に、谷根千宅配便という、地域内のさま

ＨＡＧＩ ＡＲＴ にて展示中の作品 

 

出所： 筆者撮影 
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ざまな店舗の注文を集約し、手の空いている他の店のスタッフを派遣するというサービスも３カ月

間実施した。当時はまだウーバーイーツ等が普及していない段階の中で、地域内では大変好評だ

った。 

 

ＨＡＧＩＳＯの建物デザインは黒基調で統一されている。黒い建物と丸く暖色の照明が象徴的で

ある。 

 

【運営実績】 

ＨＡＧＩ ＣＡＦÉ の利用者数は年間数万人にも上る。ＨＡＧＩＳＯの中の場所貸しのサービスも

運営しているが、基本的にレンタルフィーをもらわずに、ワンドリンク方式で運営している。利用者

と一緒に企画書と集客リスクを取ることになる。ＨＡＧＩ ＡＲＴでは、年間約１００個のイベントを行

っている。例えば、映画の上映会、コンサート、ファッションショー、結婚式、町内会の会議等であ

ＨＡＧＩＳＯが運営するクッキーのお店 

 

出所： 筆者撮影 
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る。 

宿泊の稼働率は時期によるが、３割～６割程度である。成田空港、羽田空港にアクセスしやす

い日暮里駅に近い立地ということもあり、海外からの利用者も多い。ＨＡＧＩＳＯのホームページ

等でも日本語と英語が併記されており、海外利用者のニーズにも対応している。 

② 事業の特徴 

【現在の宿泊棟であるｈａｎａｒｅ（旧第二丸越荘）の開始経緯】 

企画段階において、ＨＡＧＩＳＯ周辺の空き家を探していた。何戸か調べたうち、徒歩１００メート

ルの距離に第二丸越荘があり、その所有者を登記簿で調べ、手紙を送った。所有者は３０代の地

方公務員で、相続で第二丸越荘を所有したものの、利用することもなく、固定資産税だけを払い

続ける負の遺産として維持していた。そこに、ＨＡＧＩＳＯから声がかかり、そのコンセプトに共感し、

資金も出して一緒に事業を進めてきたという。 

ＨＡＧＩＳＯは、現在、第二丸越荘を一棟丸ごと賃借している。イニシャルフィーを支払い、１０年

間の定期借家契約を結んだ。また、ＨＡＧＩＳＯは１０年分の家賃の半分を前払いし、所有者が自己

資金と前払い家賃で改修工事を行った。萩荘も第二丸越荘も、リノベーションには約１，２００万円

かかったという。 

 

【様々な国籍の宿泊者】 

利用者は７～８割が外国の方で、特にヨーロッパ圏、西欧系の方が多い。アメリカやオーストラ

リア等もあるが、フランスの方が最も多い。その理由は定かではないが、おそらく少し郷愁を誘う

ような街や、情緒的なもの、骨董品や芸術等を好む人が多いからだろうと推測しているという。ま

た、ＨＡＧＩＳＯがエールフランスの機内誌に掲載されたことがあり、Ｂｏｏｋｉｎｇ．ｃｏｍ56の口コミも

９．４と高得点である。 

年齢層については特に多い層はない。高齢者も多いが、親子で来ることが多い。ＨＡＧＩＳＯの

客室単価が朝食付きで２万円強のため、バックパッカーのような方より、ある程度収入のある人

が利用している。 

宿泊者の、街を楽しむ方法もさまざまである。例えば、アジア系の人たちは観光地を回ることが

多いが、西欧系の人たちは周辺の公園に座って、人間観察等をしていることが多い。つまり、自分

たちと全然違う生活文化を観察することに楽しみを見いだしている。旅慣れている人が多く、いわ

ゆる東京、大阪等ではなく、飛騨高山等マニアックなところに行くような人も多い。 

海外の宿泊者の場合は、連泊が多く、日本国内の宿泊者なら週末１泊の人が多い。リピーター

や利用者の紹介で来る人も多い。 

 
56 グローバルに展開する旅行予約サイト 
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また、クラウドファンディングの利用も有意義だったという。出資者との交流を深めたことで、家

族ぐるみでＨＡＧＩＳＯに訪れてくれる出資者の方がいる。 

 

【地域への視野が広がる取り組み】 

ＨＡＧＩＳＯとｈａｎａｒｅが立地する地域は谷中と根津と千駄木で、合わせて「谷根千」と呼ばれる

地域である。もともと谷根千は、１９８０年代に「谷根千」という地域雑誌から始まった概念である。

谷根千をブランドとして、その価値を高めてきた場所なので、とても人気がある。加えて、この地域

は、東京の中で焼け野原になってない場所で、かつ高度経済成長期の開発からもある程度免れ

た場所である点で貴重であり、街の風情が好きな人が多く住んでいたり訪れたりする存在になっ

ている地域である。 

ただ皮肉にも、人気が出れば出るほど開発意欲は高まっていって、空き家が壊され建て替えら

れている。実際、今街中にある木造住宅は３階建て鉄骨ＬＣ57のような建物に建て替わっているの

が現状である。 

ＨＡＧＩＳＯは外部から宿泊者を誘致するだけでなく、よく目を凝らせば見えてくるちょっとした

路上園芸や、細い路地に置かれたベンチのような風情を大事にしている。普通に通り過ぎるので

はなく、それをじっくり見る目線を宿泊者に与えることがＨＡＧＩＳＯの価値だと考えているという。

ＨＡＧＩＳＯに泊まると、おそらく泊まらなかったら気付かなかったであろう、街への新しいまなざし

がインストールされる。このようなＨＡＧＩＳＯの街自体を大事にする姿勢が評価され、興味を持っ

てくれる所有者が増えたという。「うちも何かできないかな」という相談も増えた。現在は、街の中

にＨＡＧＩＳＯの建物のような黒い建物を見かけると「これはＨＡＧＩＳＯなの？」と言われるほど地

域の中で浸透している。 

また、地域出身の若者がＨＡＧＩＳＯのスタッフとして働くケースも増えた。おじいちゃんの世代

からこの地域に居住し、その２代目、３代目世帯の若者が地元で就職することによって、地域に貢

献するとともに、ＨＡＧＩＳＯがより地域になじむようになり「ＨＡＧＩＳＯでの仕事が楽しそうだね」と

評価してくれる人が増える。それがまた地元で仕事をしたい若者を増やすという好循環を生んで

いる。 

代表者自身が町会の役員を務め、コミュニティーのお祭り等で子供向けのアトラクションを出

店し、地域との連携をより深めていく。最近ではＨＡＧＩＳＯが企画者として、ＪＲ日暮里駅で地域

の店舗を集めた催事も行った。２０１４年８月には、建築系の学生に向けて約一週間のワークショッ

プ「ＨＡＧＩＳＯ Ｓｕｍｍｅｒ Ｃａｍｐ ２０１４」を開催し、谷中の課題に対する考察が行われた。 

  

 
57 light weight concrete の略。軽量コンクリートのこと。 
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③ 空き家等問題の解決に向けて 

【空き家を活用することが損になる現状】 

お寺や地主が土地の所有権を持つ、借地権の空き家が多くある。土地の権利者は自身が賃貸

事業をやったほうが儲かるため、早く買い戻したいと考える人が多く、基本的に建物が良くなるこ

とを望んでいない。建物が丈夫に直されて健全になり、ずっと長く使えるようになってしまうと、借

地権の金額のベースが昔のまま変わらず、貸すだけで損してしまうからである。 

 

【地域に入り込めない空き家バンクの限界】 

ＨＡＧＩＳＯは現在、台東区の北部地域の空き家対策事業の業務委託を受託している。空き家

バンクではないが、ローカルメディアで街の情報を発信しながら、地域で活動したい人と地主さん

をつなげていく活動を実施している。しかし、行政は閑散としたシャッター商店街の実態を把握し

ていなかった。そもそも空き家問題が存在するのかというレベルから始まった。 

空き家バンクは、空き家所有者ができるだけすぐに売りたいので、宅建業者が行政から依頼を

受けて運営しているケースが多い。しかし、最初から空き家を買おうとする人はあまり存在せず、

うまくマッチングできないという話もよく聞く。また、所有者が空き家をそのまま維持・放置するこ

とに対して特に危機を感じず、貸す必要も感じないために、そもそも物件が出てこないことも問題

道端にあるジェラート屋さんへの案内 

 

出所： 筆者撮影 
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である。また、倉庫として物を置いているために、空き家だと認識していない人もたくさんいる。さ

らに、所有者が誰でも貸したいとは思っておらず、手続きが面倒で、近所との関係性もあるために

物件を放置することも多い。 

そこで同社はまず、貸してもらえる物件を探し始めた。道端でフリーコーヒーを配布し、地主と

話し合い、仲良くなるところからスタートした。貸す相手の顔を見て、この人だったら使わせても良

いと考え方を変えてくれる人が増え、やがて物件を提供してもらえるようになった。このようなこと

を３年間継続して、やっと１戸、２戸確保できた。 

 また、都市と地方の差も重要なポイントである。都市だと賃貸が一般的だが、地方だと物件の売

買が基本になる。 

④ 今後の課題や展望 

不動産業界には、より利回りが高い商売だけを扱う人が多く存在する。今後、同社のように、一

般的な不動産業界とは一線を画す仕組みが面的に形成されることが期待される。また、建築業界

では、設計者は請負仕事が主流だが、自主事業を立ち上げ、地域に根差した活動を行うモデルは、

先駆的とされている。このアプローチは、建築やまちづくりの評価に直接結びつくものではないが、

新たな可能性を示すものと期待されている。建築設計者が自らの事業を通じて地域に貢献し、仕

事を進めるこのモデルは、各業界から注目されていると言えるだろう。 
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⑤ 現地見学より 

ＨＡＧＩＳＯが手掛けた物件についていくつか案内していただいた。 

 

宿泊棟 ｈａｎａｒｅ 

 

出所：筆者撮影 

ＨＡＧＩＳＯの宿泊棟である。商店街から少し入った所にあり、商店街とは違った静かな場所で

宿泊ができる。レセプションはｃａｆｅ「ＨＡＧＩＳＯ」の２階にある。（徒歩２分） 
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ＨＡＧＩＳＯが手掛ける飲食店舗「ＴＡＹＯＲＩ」 

 

出所：筆者撮影 

 

 

出所：筆者撮影 

 

ＨＡＧＩＳＯが手掛けている店舗は点在している中で人気店の一つである「ＴＡＹＯＲＩ」に伺った。

筆者が行ったのはランチのピークを少し過ぎた時間であったが、ずっと待ち客がおり、人気店であ

ることがうかがえた。ＨＡＧＩＳＯの手掛ける店舗はただ空き家を埋めるというものではなく地域が

活性化する人気店を作ることに成功しているということは特筆すべき点であると考える。 
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ＨＡＧＩＳＯが出版する雑誌「日常」 

 

出所：筆者撮影 

ＨＡＧＩＳＯでは『日常』というタイトルの雑誌を出版している。２０２１年から発行している。現地

見学の際に購入することができた。 
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谷中は魅力的で意識の高い住民が住むエリアであり、今回の調査からも、古い

建物にも価値を見出す人々が確実に、そして一定数存在することが見て取れた。し

たがって、そのような稀少価値のある建物が失われないように活動することには価

値があろう。しかし近年では、谷中の魅力ある場所が減少しており、特に銭湯や町

工場は維持が難しくなっている。これらの建物はまちの風景や景観を形成するシン

ボルとなっており、築１００年の建物も含めて見せ方を変えると特別な場所になり得

る。古い建物には生まれ変わる可能性があり、それがまちの魅力を一層引き立てる

ことができる。建物の保存と再活用のためには、多くの住民にリノベーションの力を

実感してもらう必要がある。 

ＨＡＧＩＳＯは、東京中心にありながら下町風情が漂う「谷根千エリア」において、

面的に空き家の活用を進め、宿泊のほか飲食店事業を展開することで、特に宿泊

棟ｈａｎａｒｅにやって来る宿泊者の７割はフランスをはじめとした外国人である。イン

バウンドが多いおかげで宿泊者が週末に偏ることがなく、稼働率が平準化するとい

うメリットも見逃せない。言い方を変えれば、そのようなメリットを享受したければ、

ｈａｎａｒｅのようなコンセプト・デザインが大いに参考になるということだろう。また、Ｈ

ＡＧＩＳＯの空き家活用も、先述の暇と梅爺のような取り組みと同様に「アーティステ

ィックなたたずまいが特定の感性を持った層に訴えかける」「尖った個性を持った」

物件であるという点が重要であると思われる。ＨＡＧＩＳＯの場合は、全体を黒基調

で統一したデザインが印象的であり、それがブランドイメージにもなっているように

感じられる。これは後述のＮＩＰＰＯＮＩＡにも見られた特長である。手掛ける物件に

統一的に施されたデザインや装飾物の意匠、街の雰囲気、それらの融合がポイント

であり、そのようなブランド化に成功すれば、比較的高価格帯の客層にも魅力を訴

えかけることができる施設に変貌するように思える。 

本事業は、設計者の専門知識を発揮し、古い建物を安全かつ魅力的な建物に変

身させた。さらに、まち全体で宿泊施設を運営することによって、外部から人を呼び

込み、またその宿泊者を地域の奥まで送り込んだ。こうして、地域に新たな活気が

生まれ、地元経済が活性化している。同時に、地域の文化や魅力が宿泊者に広く

知られ、地域社会との交流が深まった。こうして、本事業は建物の保存とまちの魅

力の向上に向けた一歩となり、それを通じて、まち全体の発展に寄与している。 

（３）考察 
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谷根千の日常（平日の午後） 

 

出所：筆者撮影 

古き良き昭和の商店街の雰囲気が漂う。タイムスリップしたような錯覚に陥る。 

 

観光名所にもなっている「夕焼けだんだん」 

 

出所：筆者撮影 
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【事例６】 Ｑ１ 
 

（１）事業の概要 

運営会社 株式会社Ｑ１ 

対象地域 山形県山形市 

開始時期 ２０１９年 

事業内容 

山形市と協働で、山形市中心部の歴史ある小学校の旧校舎をリノベーション

し飲食店やアート系活動に活用したやまがたクリエイティブシティセンターＱ１

（以下「Ｑ１」という）を運営。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

 山形市は、ユネスコ創造都市ネットワークに加盟したことを機に、創造都市推進事業を

推進。その一環として、山形市立第一小学校旧校舎をＱ１として蘇らせることとなった。旧

校舎の歴史的価値を活かすコンセプト等や活用実験は、東北芸術工科大学（２０１６～２０

１９年度）が実施。実施設計やリーシング等は株式会社Ｑ１が業務を受託（２０２０年度～）。

目的とコンセプトを明確にし、行政・民間・大学が一貫してプロジェクトを牽引してきた。ま

た、準備段階で、リーシング・設計・社会実験を同時に行い、この場所にふさわしい人材や

企業を発掘してきた。コストと利益は山形市と株式会社Ｑ１が公共スペースと民間向けス

ペースの床面積割合で分け合う。また、Ｑ１は多彩なコンテンツや食のイベントを展開。

様々な世代がＱ１で交流し、テナント同士のコラボレーションが自然発生している。 

② 事業の特徴 

 Ｑ１では、異質なもの同士が出会うことで生まれる創造性を尊重し、クリエイティブ産業

の創出を目指している。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

 株式会社Ｑ１では、空き家等の発生は自然な変化であり、それ自体が問題ではなく、持

続可能な都市を目指した、山形ならではの産業を創出することが最も重要であると考え

ている。 

④ 今後の課題や展望 

 株式会社Ｑ１では、都市のリノベーション等には、当事者の覚悟が重要であると認識して

いる。やる気がある民間の力を行政が支援できるかどうかが成功の鍵である。積極的なリ

ーダーシップでまちづくりを進めている山形市の取り組みは他の自治体にも参考となる。 

 

＜地域的・活用促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑤官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客アップ 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ストックの維持 
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⑤ 現地見学より 

 祖父母、親、子供の三世代が通っていた人もいるほど、歴史と市民の思い出のつまった

校舎である。それを思い出してもらえるように、学校名のプレート等はそのままにしてい

る。このようなことができる点が、古い空き家等活用の魅力でありアドバンテージである。 

【考察】 

本事業の成功には、明確なビジョン・行政トップのリーダーシップ・運営側のコンセプトに沿っ

た一貫性のある事業の実施・テナントの独特な個性が大いに貢献している。特にポイントと思わ

れるのが、公共事業として活用する部屋と、収益事業を行う部屋を区分して、それぞれ負担と

収益のルールを設定することで、株式会社Ｑ１自身がより魅力的な施設にしていくインセンティ

ブが付与されていることである。公共と民間の連携においては、事業者に対していかに経済的

インセンティブを与える枠組みにするかという点が大きなポイントであると考える。 

どのような施設であってもこれらの要素をしっかりと満たせば、事業の成功に近づくことがで

きると考える。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～山形市の創造性を産業に活かす～ 

 １９２７年に建てられた山形市立第一小学校旧校舎（以下旧校舎）は、山形県初の鉄筋コンクリ

ート造の学校建築であった。当時は震災復興のコンクリート造の建物が計画され始め、この建物

はドイツ表現主義やアールデコの影響がみられる等、構造としてもデザインとしても当時の日本の

最先端のものだった。以来約８０年に渡り山形市中心街の小学校としての機能を果たし、その歴

史的価値から２００１年に国登録有形文化財に登録された。２００４年に小学校としての役割を終え

た後、２００９年には近代化産業遺産に認定された。 

 ２００４年に解体する議論もあったが、この校舎に思い出を持つ多くの市民からの声もあり、２０

０７年に「山形市立第一小学校旧校舎保存活用に関する提言」に基づき、全館の耐震補強工事と

１階、地下１階の用途変更工事が行われた。２０１０年から、その１階と地下１階のみを使用し、観

光・交流・学びの拠点施設「山形まなび館」として市民に利用されたが、２～３階の壁や天井は、全

て剥がされたまま閉ざされ、市民の立ち入りが禁止されてきた。 

 ２０１６年、山形市は「公民連携の手法を用い、２，３階も含めた全館活用を模索したい」という考

えのもと、東北芸術工科大学（以下：芸工大）にサウンディング調査を依頼した。旧校舎は山形駅

から近く、中心市街地の中心部に位置している。もともと芸工大の建築・環境デザイン学科教授と

学生が旧県庁周辺の「シネマ通り」や駅前の「すずらん通り」でリノベーションを群発させる活動を

行っていた。この流れの中で旧校舎再生の依頼が来た。そこで、サウンディング調査や基本構想

の策定が始まった。 

２０１７年に、日本初となる映画分野でユネスコ創造都市ネットワークに加盟したことを機に、山
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形市はその創造性を産業や暮らしに活かし、持続可能な都市づくりをめざす「創造都市推進事業」

を推進してきた。旧校舎の再整備もその事業の１つだった。基本構想や活用実験は芸工大（２０１６

～２０１９年度）が行い、実施設計やリーシング等は株式会社Ｑ１が業務を受託（２０２０年度～）し

ている。 

旧校舎再整備に向けたＱ１プロジェクトは「活用実験フェーズ（２０１９～２０２０年度）」「調整フェ

ーズ（２０２１年度）」「本稼働フェーズ（２０２２年度）」という３フェーズで進められた。活用実験フェ

ーズにおいては、テナント運営のトライアル、有識者や市民を交えての「クリエイティブ会議」等を

実施した。創造都市の拠点の姿を描き出すプロセス自体もＱ１というクリエイティブ運動の中に取

り込みながらプロジェクトを進行したことが特徴である。１階の空いている部屋を使って、Ｄａｙ＆

Ｂｏｏｋｓという創造都市に関連する書籍とコーヒーを提供するショップを始めた。広報活動をしな

がら、収益性のある事業を探っていた。また、リノベーションスクールの受講生と一緒に活用方法

を考える２泊３日の合宿も実施した。また、調整フェーズでは、全館閉館し、施設整備を行った。 

２０２２年９月、やまがたクリエイティブシティセンターＱ１が本格的に始動した。 

 

Ｑ１の外観 

 

出所：筆者撮影 

 

「やまがたクリエイティブシティセンターＱ１」として全館を再整備するにあたり、閉ざされてきた



 159 

 

２～３階の壁や天井が荒々しく剥き出しにされている躯体の姿を、できる限りそのまま見せるデザ

インでリノベーションが実施された。一度失われたら二度と再現できない、この建物だけがもつ時

間と記憶の蓄積を保存したい、という思いからであるという。 

「Ｑ１」は、地元の方が「旧一小（きゅういっしょう）」と呼んでいることから「キューイチ」と読む。ま

た「Ｑ１」は問いの始まりの記号でもあり、創造都市やまがたのクリエイティブ拠点として「問い続け

る営み」が活発に行われる場所になるようにとの願いを込めて名前を付けた。これまで多くの卒業

生を輩出してきたこの学舎には、今なお多くの山形市民の愛着を受けながら輝き続け、古くて新

しいランドマークになっている。また現在、小学生たちが使っている現第一小学校はこのＱ１の隣

に建てられている。 

 山形市は「これからこのＱ１をベースにして、市民、企業、行政が連携し、創造性を産業へとつな

ぎ、新たな経済活動や人材創出を図りながら、持続可能な都市をつくる」としており、当施設は創

造都市やまがたの共創プラットフォームと位置付けられている。映画をはじめ、音楽やデザイン、

伝統工芸、食文化等さまざまな分野において優れた地域資産が、Ｑ１をベースにして、産業につな

がっていくことが期待される。 

 

廊下の様子 

 

出所：筆者撮影 
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【事業スキームの特徴】 ～官民連携による施設再生事業の７つのポイント 

Ｑ１プロジェクトの大きな特徴は、当事者の一貫性と、実験期間があったことである。企画、デザ

イン、マネジメントを個別に考えるのではなく、目的とコンセプトを明確にし、当事者である行政・

民間・大学が一貫してプロジェクトを牽引してきた。また、準備段階で、リーシング・設計・工事と同

時に社会実験を繰り返しながら、この場所に関わるにふさわしい人材や企業を発掘し、関与を深

めてきた。 

Ｑ１プロジェクトにおける官民連携による施設再生事業には７つのポイントがある。 

 

ｉ．リーダーシップ（行政トップ） 

行政トップがコンセプト検討段階から積極的に民間事業者と議論し、強い意思を持って事業を

推進する。拠点整備だけでなく、行政としての方向性を明文化し「創造都市やまがた」を目指し、２

０２２年には「山形市文化創造都市推進条例」も制定して、政策へと発展させた。社会実験の実施

も市長の決断による取り組みだった。また、諸手続きが円滑に進むよう、庁内に部署横断のプロ

ジェクトチームが組織された。そこがプロジェクト推進のための最も重要なポイントの一つであっ

た。 

 

ｉｉ．パートナーシップ（行政、大学、地域企業） 

行政、大学、地域企業が連携して「創造都市やまがたミッションステートメント」を作成し「創造

都市やまがた」推進のためのいくつかの行動指針が明文化されている。 

 

ｉｉｉ．キャスティング（テナント） 

 産業につながる新しい事業と風景を想像しながら「創造都市やまがた」にふさわしいテナントを

誘致している。Ｑ１ではテナントのことを「プレーヤー」と呼び、彼らこそがこの施設の主役である。

施設オープン後は定期的に「プレーヤー会議」を行うことで、個々の事業への理解を深め、偶発的

な事業創造を誘発している。プレーヤーの発掘は２年間ほど行っていた。 

 テナントの誘致には、いくつかこだわりがあるという。まずキーテナントを引っ張ってくる。影響力

のある店舗を引っ張ってくるということである。もう１つ気にかけたことは、募集チャネルを限定す

ることだという。Ｑ１のウェブサイトと地元のメディアに限定して募集をかけた。３つ目は、Ｑ１のコン

セプトを明確に伝えたうえで、それに賛同してくれるテナントだけを呼んでくることである。この施

設は「創造都市やまがたを推進するための施設」という明確なコンセプトがあるため、このコンセ

プトを推進してくれる人たちを集めることが求められる。 

 もう１つ、実際テナントに会った際にお願いしていることがあるという。「Ｑ１はガラス張りが基本と

なっているため、部屋の中での活動が見えるようにしてほしい、クリエイティブな活動が見えるよう

にしてほしい。」「さまざまな人が出入りすることをメリットと思ってほしい。」「Ｑ１や他のテナントと

何かしらの事業やプロジェクトを行ってほしい。」ということである。創造性が問われる施設であり、

テナント事業者自身に何かを生み出し続けて欲しいと考えているからである。 
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 こうして、入居率８０％以上、申し込み段階を含むとほぼ１００％のテナント入居率でＱ１はスター

トした。入居率の高さには、キーテナントの影響力も発揮された。「そのお店が入るなら私も入りた

い」「新しい施設ができるからこういう事業をやってみたい」「何か作ってみたい」、このようにテナ

ントがどんどん入ってきた。従って、リーシングはあまり苦労しなかったという。テナントの営業時

間帯もそれぞれの判断で決めている。毎日違う人が来て、違う景色を見るのもコンセプトの１つで

ある。 

 

ｉｖ．コントラクト／スキーム 

 行政と運営者は、行政サービスの提供と施設の管理を行う業務委託契約と、収益事業を行うた

めの賃貸借契約の２つの契約を結ぶ。理由は、責任の所在を明確にするため、運営事業者の裁

量による自由な経営を行うためである。Ｑ１では、指定管理は採用せず、１年ごとにテナントとの契

約金額を見直し、Ｑ１周辺の価値が上がれば賃料も上げていくという方式が良いと考えている。

業務委託料は年度末に清算制とし、使用しなかった予算に関しては返金することになっている。 

 ２０２０年、山形市と芸工大は「Ｑ１プロジェクト推進のための連携協定」を締結し、４月には芸工

大関係者により、株式会社Ｑ１を設立した。運営と入居テナントを想定した設計が求められたため、

設計とリーシングをまとめた、包括業務委託が山形市から株式会社Ｑ１に発注された。 

 そして山形市と株式会社Ｑ１は２つの契約を結んでいる。行政サービスを提供する床は、業務委

託契約、収益事業を行う床は５年間の行政財産の賃貸借契約を結んでいる。行政サービスを提

供しながら、テナントから賃料をもらい経営している。また、自主事業のため、金融機関からの借

入も行っている。業務委託は毎年運営や支出状況を見て内容、金額を更新している。 

 株式会社Ｑ１のメンバーも、大学の学長、彫刻家、アートディレクター、建築家等それぞれの専門

分野で役割分担をしながら運営している。 
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事業のスキーム図 

 

出所：株式会社Ｑ１の提供資料 

 

ｖ．リスクシェア／プロフィットシェア 

 施設内には行政サービスと収益事業が混在しているため、行政と運営事業者の責任区分を明

確にし、コストを分担する。経費は一つずつ見積もりをとって、その中で基本的性能を保つための

経費は山形市が負担し、その他は株式会社Ｑ１が負担する。人件費等、行政サービスと収益事業

両方にかかわるものは、山形市と株式会社Ｑ１が床面積の割合に応じて、山形市：６９％、株式会

社Ｑ１：３１％でともに負担している。 

年度末に業務委託料の精算を行う。経費圧縮やテナント賃料等の売上高拡大により、収益事

業がコストを上回った場合は、その利益の６９％が山形市へ、３１％が株式会社Ｑ１へ配分される

仕組みになっている。そのため、行政と運営事業者は「創造都市やまがた」推進のための共同経

営者という感覚を持ち、リスクと利益をシェアしている。昨年度の実績でいうと、経費圧縮と売上

高拡大により、利益の６９％を山形市に支払った。 
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ｖｉ．プロセス／エクスペリメント 

 実験フェーズと調整フェーズの３年間は、周知イベントやポップアップストアの運営等を実施した。

一貫した目的とコンセプトのもと、人材や企業を巻き込み、本稼働後を見据えたプロジェクトの構

築、プレーヤーの発掘を行った。また、設計とリーシングを同時に行い（ＤＯ方式）58、テナントや運

営事業者のニーズを設計に反映している。ＤＯ方式の契約期間は１年であった。 

 その理由は、設計だけ進めて運営会社は後で決めることになってしまうと、どのようなテナントが

入居してどのように部屋を使うのかを想定しながら設計することが難しくなり、非効果的・非効率

となるためである。したがって「人が入る」ことを確定させながら、それに合わせて設計をするスタ

イルとした。直営の事業についても、何の事業を行うか、どのように行うか、どんな設備にするかを

同時に考えながら進めている。 

 このように「使われ方」をある程度見える化したうえで、設計段階で、１階のテーマを「ＬＩＶＥ」とし、

食と暮らしのコンテンツを入れることを想定した。２階は「ＰＬＡＹ」をテーマにし、映像、音楽、メデ

ィア等のコンテンツ関連で活用されることを想定した。３階は「ＷＯＲＫ＆ＤＥＳＩＧＮ」をテーマに、

アトリエやオフィスにした。 

 

 
58 Design & Operate の略で、運営事業者と設計者をセットで公募する手法。 

行政サービスとしている展示室の様子（左図） 

と収益事業としている洋服屋さん兼本屋の様子（右図） 

  

出所：筆者撮影 
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ｖｉｉ．コンテクスト／デザイン 

 当建物は、１９２７年の９月に小学校になる前、全国産業博覧会の会場として使われた。Ｑ１も９月

オープンなので、産業を育成するというコンセプトは偶然の一致となった。この文脈はとても語り

やすく、共感を得やすいストーリーになっている。 

さらに、躯体を剥き出し状態にしてあるがままにしておくことで、歴史と創造性を感じられるデ

ザインとしている。できるだけ空調機や照明も目立たないように設計している。 

 

 同社はＳＰＣではなく、施設の運営が目的ではない。同社の目的は「創造都市やまがたの推進」

にあり、拠点を運営しながらメディアと商社、クリエイティブファームを融合したような企業を目指

している。これは地方だから可能な企業体であるという。実際に、同社の役員、入居者と山形市の

企業がコラボレーションして、さまざまな商品開発とサービス提供、イベントを行っている。 

 

【実績】 ～デイマルシェから各種イベント、そしてテナント同士のコラボレーション～ 

 ２０２２年９月のオープン以来、Ｑ１を舞台にしながらさまざまなプロジェクトが展開されている。

例えば、毎月第一日曜日の「デイマルシェ」と第４木曜日の「ナイトマルシェ」の実施、芸工大の教

授陣と一緒につくる子供向けのクリエイティブ、テクノロジー、ビジネス、エコロジー関連のプログ

ラム、直営ギャラリーやショップ、山形県内で活動している作家や地元企業のプロダクト共同開発、

山形の魅力をテーマとした動画配信、先進的なクリエーターやアーティストのトークイベント、そし

て年４回発行しているＱ１のコンテンツやイベント等を発信するバイリンガル情報誌等、幅広い分

野で取り組んでいる。 

 マルシェは年間約２７回開催しているが、毎回およそ１，０００人を超える来場者で賑わう。 

テナント同士のコラボレーションも自然に起こっている。また、テナント主導のプレイヤー会議が

３カ月に一回行われている。 
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② 事業の特徴 

【対象とする物件の特徴】 

今回の物件は旧校舎で登録文化財であるが、旧校舎の再生が本事業の目的ではなく「創造都

市やまがたの推進」が目的である。 

ただ、文化庁の規定によると、登録有形文化財建造物では、外観を変更する範囲が通常望見

できる範囲の４分の１を超えると届け出が必要になる。 

 

【利用者の特徴】 ～異質性と創造性のテナント・公共施設目的も含めた幅広い客層～ 

入居テナントについて、クリエイティブと産業を暮らしでつなぐ「創造都市やまがた」の考え方に

賛同する多様なショップやオフィス、ギャラリー、アーティストスタジオ等がＱ１に集まっている。個

人から大手企業までさまざまな分野からクリエイティブな人たちが集まっている。もともとシネマ

通りのエリアリノベーションを引っ張ってきた芸工大卒業生の２店舗目としての出店、キーテナント

である金工作家の店舗、そして社会実験の時にも参加してくれた本屋、人材教育として子どもの

ための探求教室等、山形の創造性に寄与する様々なテナントが入居している。 

山形大学の玉手学長は「異質なもの同士が出会うことで、創造性が生まれる」という。ここで大

事にしているのは「異質性」である。異質なもの同士が出会うことでクリエイティブは生まれる。 

Ｑ１はおじいちゃん・おばあちゃん、子連れのお母さんも多く、犬の散歩コースや保育園の散歩

情報誌ＴＡＢＬＯＩＤ Ｑイベント周知ページの一部抜粋 

 

出所： 株式会社Ｑ１提供資料 
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コースにもなっているため、さまざまな方がやってくる。行政サービスとして、地下に交流ルームが

あり、半日２００円で部屋貸しをしている。おじいちゃん・おばあちゃんが交流ルームでサークル活

動をして、終わった後にイベントスペースを借りてお茶会をする等、行政サービスがあるからこそ

来てくれて、収益事業のサービスの利用につながるケースもある。 

 

【地域とのコミュニケーション】 

Ｑ１には第三者委員会を設けており、１年に１回各商店街の理事長と第一小学校の校長先生を

集めて成果発表をして意見交換を行う。第一小学校の生徒も定期的にＱ１を掃除する等の活動

を自発的に行っている。また、Ｑ１の飲食店等は、地域内のマルシェに出店することもある。 

 

【政策策定への影響や効果】 

 Ｑ１の活動は山形市の制度改正にも影響を与えた。２０２２年３月に文化創造都市推進条例を制

定し、４月に基本計画を策定、その中には「Ｑ１プロジェクトの推進」が明確に書かれている。さらに、

担当課の名称を文化振興課から文化創造都市課に変更した。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【地域経済の発展と空き家対策の相互作用】 

株式会社Ｑ１では、空き家が出ることが課題ではないと認識している。人口が減っていくのは現

象であり、持続可能な都市を目指した、山形ならではの産業を創出することが最も重要であると

考えている。その土地ならではのもの、個性がある街にすることが大事と認識している。そこに本

事業のような産業をつくることで、いずれ都市計画等、行政に対してもインパクトを与えることを

期待しているという。気持ちよく稼げる環境とコンテンツを作れば、その経済活動が空き家問題に

自然と良い影響をもたらしていく結果になるだろう。 

④ 今後の課題や展望 

 都市のリノベーションやまちづくり等を実現するには、当事者の覚悟が重要であると認識してい

るという。民間には、やる気がある人がたくさん存在するが、その力を行政が支援できるかどうか

が成功の鍵である。山形市では様々な計画が進行し、今は他の商業施設や市民会館の再生計画

も着実に進んでいる。積極的なリーダーシップでまちづくりを進めている山形市の取り組みは他

の自治体でも活用できることが期待されている。 
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⑤ 現地見学より 

Ｑ１の施設について案内していただいた。 

 

Ｑ１のメインエントランス 

 

出所：筆者撮影 

祖父母、親、子供の三世代が通っていた人もいるほど、歴史と市民の思い出のつまった校舎で

ある。それを思い出してもらえるように、学校名のプレート等はそのままにしている。このようなこ

とができる点が、古い空き家等活用の魅力でありアドバンテージである。 
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テナントの一例 

 

出所：筆者撮影 

それぞれのテナントはどこも中が見えるようになっている。実際に作業しているところが分かる

のでより興味を持つと感じた。 
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廊下の様子 

 

出所：筆者撮影 

廊下には休憩できる椅子やベンチが設置されていた。これらの一部は、入居テナントと株式会

社Ｑ１が共同開発した商品で、ショールームのような役割も担っている。 

 

キッチンスペース 

 

出所：筆者撮影 
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本事業は地域振興と創造性の活用に焦点を当て、社会実験も経て事業を着実

に進展し、結果的に旧校舎活用の成功事例となった。Ｑ１本格稼働までの旧校舎再

生プロセスにおいては、行政、大学、地域企業が緊密に連携して進められてきた。

その結果、地域活性化に貢献するとともに、行政の文化政策にも影響を与えてい

る。空き家問題に対しては、Ｑ１のようなクリエイティブな産業創出が解決への一翼

を担っていると考える。 

本事業の目的は空き施設の再生ではない。本事業の成功には、明確なビジョン

に基づく行政トップのリーダーシップ、運営側のコンセプトに関する一貫性のある事

業の実施、テナントの独特な個性と継続的な取り組みが大いに貢献している。ま

た、特にポイントと思われるのが、行政と運営事業者との契約形態である。Ｑ１で

は、行政サービスの提供と施設の管理を行う業務委託契約と、収益事業を行うた

めの賃貸借契約の２つを締結しており、責任の所在が明確化されると同時に、運営

事業者の裁量による自由な経営が可能となっている。Ｑ１の建物の中には文化財展

示室のような公共施設も存在するため、公共事業として活用する部屋と、収益事業

を行う部屋を区分して、それぞれ負担と収益のルールを設定し、収益事業の部屋

は、株式会社Ｑ１が自由に経営できるようにすることで、より魅力的な施設にしてい

くインセンティブが付与されている。公共と民間の連携においては、事業者に対して

いかに経済的インセンティブを与える枠組みにするかという点が大きなポイントで

あると考えられる。 

これらのような要素はいずれもＱ１の成功に必要不可欠な要素であったと思われ

る。しかし同時に、どのような施設であってもこれらの要素をしっかりと満たせば、Ｑ

１のように事業を展開できる可能性があると考える。 

（３）考察 
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【事例７】 京都里山

ＳＤＧｓラボ「ことす」 

 

（１）事業の概要 

運営会社 京都里山ＳＤＧｓラボ運営協議会 

対象地域 京都市右京区京北地域 

開始時期 ２０２１年 

事業内容 
廃校となった校舎を活用して貸しオフィスやコワーキングスペースを運営し、全

体としてＳＤＧｓに関する教育施設になっている。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

京都大学や京都市がメンバーの「京都超ＳＤＧｓコンソーシアム」のリソースを活用し、

「京都里山ＳＤＧｓラボ運営協議会」が設置された。同協議会は、京都里山ＳＤＧｓラボ「こと

す」を活用して、施設整備、運営、プロモーション、利用者誘致、地域住民の交流促進、ＳＤ

Ｇｓの啓発および、循環型社会の構築を図っている。 

② 事業の特徴 

京北第一小学校の旧校舎を活用。ＳＤＧｓラボにするための費用は、３／４をテレワーク

交付金、残りを企業版ふるさと納税で賄った。ただし、築浅であったこともあり、躯体に関

してはほとんどリノベーションしていない。また、ことすの各種スペースも、極力元々の設

備をそのまま活用している。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

京北地区の空き家に関する状況について伺ったところ、京北地区には移住者がある程

度来ているが、その人たちが使うための空き家は、十分にマッチングできていないという。 

④ 今後の課題や展望 

本施設は活用しきれていないところもある。地域の人に使ってもらうにはどのようにす

れば良いかというのが今後の課題である。 

⑤ 現地見学より 

廊下にリユースコーナーが設置してあり、回収された食器やおもちゃ類を自由に持ち帰

ることができるようになっていた。ことす全体が、ＳＤＧｓ、３Ｒ等に係る教育的施設であっ

た。 

＜地域的・活用促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑤官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客アップ 

⑦ストックの維持 



 172 

 

【考察】 

廃校活用でにぎわいを創出することは都市部では可能であるが、京北地区のような山間地

域では難しい。しかし山間地域では、本事例のような教育を目的とした廃校活用が有望であ

り、同様の地域における廃校活用の一つの参考になるだろう。特に本事例はＳＤＧｓの普及啓

蒙とテーマが明確であることから、施設の特長を明確に発信することができている。 

本事例は山間地域の廃校活用において、行政と民間事業者との連携が重要となってくること

や、テーマを明確に設定することの重要性が分かるものである。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～京都超ＳＤＧｓコンソーシアムが生んだ京都里山ＳＤＧｓラボ「ことす」～ 

京都里山ＳＤＧｓラボ「ことす」（以下「ことす」という）は、２０１９年度末で閉校した京北第一小学

校の建物を活用している。京北地域（旧京北町）は、最盛期に１万人以上いた人口が４，３００人～

４，４００人になり、毎年１００人程減り続けている。京都大学や京都市、ＪＴ、安田産業等が連携し

「京都超ＳＤＧｓコンソーシアム」が立ち上げられた。中山間地域の維持の活動の中で、京北地域

で何かできないかと考えの基、地域を活性化させながらＳＤＧｓに関する文化教育を実践できる

場所として、この物件を活用できるのではないかという議論が出てきた。そこでテレワーク交付金

と企業版ふるさと納税を活用し、ことすをオープンした。京都里山ＳＤＧｓラボ運営協議会は、こと

すの活用を通じて、京都の北部山間地域の活性化に向けて施設整備、運営・プロモーション、利

用者誘致をするだけでなく、企業や学生、地域の人が協働できる場所を作り、ＳＤＧｓをどのように

達成していくかを考え、実験的に試行できる場所を提供し、地域住民の積極活用や交流を図ると

いう方向性で活動している。 
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文字通り里山に立地する「ことす」（奥の大きな建物） 

 

出所：筆者撮影 

 

【事業スキームの特徴】 ～旧校舎がもたらす新たな学びと活動の空間～ 

京都市や京都大学、民間企業で構成する京都里山ＳＤＧｓラボ運営協議会が運営する。旧校舎

は所有者である京都市から許可をもらい使用している。ＳＤＧｓの促進だけでなく、テレワークによ

る地域活性化を目的としているため、テレワークのための設備も設置されている。学校であったこ

とを活用した施設となっており、一般教室を貸しオフィスやコワーキングスペース、家庭科室をキ

ッチンラボ、図工室をアップサイクルラボ、音楽室をＤＸラボというように、様々な体験ができる施

設にしている。また、企業によるＳＤＧｓ普及・啓もうのための展示や、資源循環を目的とした衣類

の物々交換ができる施設も用意してある。 

さらに、月に一回「めぐる市」を開催しており、地域の産業やＳＤＧｓに関する体験ができるイベ

ントを開催している。 

 

【実績】 ～貸しオフィスとコワーキングスペースの活用～ 

企業によって貸しオフィスが活用されている。コワーキングスペースは地元の人が事務作業で
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使ったり、市内中心部で働いている人が活用したりする。 

京北地区では移住者も定期的に入ってきており、過去１０年で１００世帯程度、人口比で１割程

度が移住者に代わってきている。移住してくる人は作家や職人が多く、市街地に比べ比較的広い

スペースが取れて、周りへの音もそこまで気にしなくて良い、といった環境を気に入ってもらって

いる。「めぐる市」の開催時に移住相談窓口を出したり、京北自治振興会が主催のイベントで、移

住体験ツアーの運営をする等、移住促進についても貢献をしている。 

② 事業の特徴 

【旧第一小学校だった校舎の活用】 

ＳＤＧｓラボの建物には、木材が多く使われている。また、廃校となった時に築２０年程と比較的

新しかったため、京都市としても、解体や建て替えという選択肢はなかったようである。 

 

 

出所：京都里山ＳＤＧｓラボＨＰ 

 

そのため、ＳＤＧｓラボとして活用するときも躯体に関してはほとんどリノベーションを行ってい

ない。初期投資は、二重窓化や照明のＬＥＤ化、机や椅子、テレワークやワークショップに必要な機

器、インターネット接続環境等の設備に充てられている。 

また、ＳＤＧｓラボには手芸や木工ができるアップサイクルラボや、キッチンラボ、ＤＸスタジオが
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設置されている。これらは元々家庭科室や図工室、音楽室だった場所であり、元々の設備を極力

そのまま活用している。 

 

図工室を活用したアップサイクルラボ 

 

出所：筆者撮影 

 

音楽室を活用したＤＸスタジオ 

  

出所：筆者撮影 
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校舎は京都市から許可を得て運営協議会が使用している。所有者は京都市の教育委員会とな

っている。そのため、ことすでの商業目的の活動は原則制限されている。貸しオフィスを使ってい

る企業がそこで商業目的の活動をすることも難しい。もっとも「入っている企業は、他の企業とコ

ラボレーションできる等、商業的な話とは全く異なるメリットを感じているので問題はないと思う。」

とのことであった。 

 

【大きなきっかけとなった京都超ＳＤＧｓコンソーシアム】 

ＳＤＧｓラボができる大きなきっかけは「京都超ＳＤＧｓコンソーシアム」の存在であった。このコン

ソーシアムは総合地球環境学研究所の教授である浅利美鈴先生を中心に立ち上がった団体であ

り、京都大学、京都市、リコー、ＪＴ、安田産業、ソフトバンク、ＥＣＯＭＭＩＴ、セブン＆アイ・ホールデ

ィングス、三洋化成工業等の団体が参画している。 

このコンソーシアムでは、京都大学を中心としたエネルギーに関する研究や、ＳＤＧｓに関する講

演・ワークショップ、参画企業による事例紹介等を行っている。その中で、ＳＤＧｓラボは取り組み

に支援をしてもらいながら、イベント等に出店する等、協力関係にある。 

 

 

出所：ＳＤＧｓ ＫＹＯＴＯ ＴＩＭＥＳ ＨＰ 
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【ことすを運営する京都里山ＳＤＧｓラボ運営協議会】 

ＳＤＧｓラボは運営協議会が運営している。コンソーシアムの一部の団体に加え、京北自治振興

会や京北商工会、里山デザイン等が参画している。共同代表として、浅利先生、右京区役所京北

出張所の所長、京北自治振興会の会長が就いている。京都市は右京区役所京北出張所の他に

も総合政策室ＳＤＧｓ・レジリエントシティ推進担当や地域自治推進室等も協力している。京都市

にとっても北部山間地域の人口減少や地域活性化は重要な課題であるため、お互いに協力して

いる。 

 

【テレワーク交付金と企業版ふるさと納税を活用】 

ＳＤＧｓラボ立ち上げ時の資金調達は、テレワーク交付金（費用の４分の３）と企業版ふるさと納

税（費用の４分の１）によって行われた。京都市から運営協議会に交付金が支払われ、運営協議会

が工事依頼先を選定し、工事を行った。京都市の予算を使っているが、実質的には京都市の持ち

出しはない。 

 

【ＳＤＧｓを促進するための施設として】 

「めぐる市」の主なテーマは「家に眠っている物と、それを欲しい人をつなげ『物と価値と想い』を

循環させる市場」である。最初はフリーマーケットのような形で行っていたが、来客者が少ないと

出店者に持って帰ってもらう形になってしまう。そこで、リユースコーナーを設置して、無料のもの

はそこにおいてもらい、来た人に持って帰ってもらえるようにしている。捨てるよりは誰かに使って

もらった方が良いという思いは多くの人が持っているようで、結構な量が集まる。ただし、無料で

あっても引き取られない場合にはことすが在庫を抱えてしまうので、来場者の持ち帰り以外の引

き取り手が確保できている品目を対象としている。服はＥＣＯＭＭＩＴに回収してもらうことができ

る。 
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回収された衣類 

  

出所：筆者撮影 

地域住民が使用後の古着を持ち寄ってストックしている。誰でも１００円で１着自由に買うことが

できる（無人販売）。 

 

漫画は子供たちが来たときに読んでもらうように少しだけ回収していた。現在は中止している

が、着物の回収も行っていた。着物は京都大学の「Ｋｉｓｔｏｒｙ」という学生団体が、全国から寄付を

募っている。 

また、貸しオフィスに入居している団体もＳＤＧｓ促進への取り組みを行っている。モノファクトリ

ーとコラボしている「こと：ファクトリー」では、貸しオフィスをテレワークオフィスとして使用するだけ

でなく、資源循環への興味関心を高めてもらうために、どのような産業廃棄物が発生しているか、

それがどのように活用されているかを展示している。 
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【林業の歴史を持つ京北】 

京北地区は、林業や木材加工の歴史が深く、１，５００年以上の歴史がある。嵐山まで続く川が

流れており、平安京ができる以前から水運の利を活かした木材業が盛んであった。一方でＳＤＧｓ

ラボから南東に位置する中川エリアは山あいで水運が難しく、田も無かったので貧しい地域であ

った。中川にはこのような言い伝えがある。 

 

旅をしていた僧侶が、中川の村で病気で倒れていたところを、村人は貧しいながらも懸命に

看病した。看病の末に元気を取り戻した僧侶は、そのお礼に「菩提の滝の滝壺の砂で木を磨く

と良い木材ができる。」と伝えた。村人がその通り杉を磨いてみると、見事に美しい木材になっ

た。それによって中川の村は栄えた。 

 

この言い伝えの通り、中川では砂で磨いた北山杉の生産が盛んで、室町時代には茶室の部材

に使われるようになった。また、中川は川端康成の『古都』の舞台の一つにもなっている。バブル期

まで北山杉は相当な高値で取引されていたが、現在は和室も減り床柱を使うことも減っているこ

 

出所：筆者撮影 
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とから、木材加工に関わる職人も減少している。ブランド力があるため、他の林業が盛んな地域と

比べると耐えている方ではあるが、国の補助金が無いと難しい状況になっているという。 

 

【地域の産業を活用】 

ＳＤＧｓラボでは、地域の産業である木材の魅力を発信して地域貢献ができるかどうかという基

準で什器を選んだという。例えば、机には北山杉を使っており、特徴的な木目をしている。杉は加

工をしやすいが、通常は柔らかく傷つきやすいので、あまり什器には向いていない。しかし、圧縮

することで、杉の木目を生かしながらも硬い木材として杉を扱うことが可能となり、商品化するこ

とができた。この場所がショールームのように実際に使ってもらうことで「かっこいいな」と思っても

らうことが、地域への貢献になる。 

 

北山杉で作られた机 

 

出所：筆者撮影 
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③ 空き家等問題の解決に向けて 

【地域のつながりを活用した空き家を提供】 

京北地区には移住者がある程度来ている。しかし、その人たちが使うための空き家は、十分に

マッチングできていないという。ただし「この人から紹介された移住者になら貸してもいい」という

所有者がいたり「今度、友人が越してくるので空き家を紹介して欲しい」等と頼むと受けてくれる

ようなハブの役割を果たしてくれる自治振興会は存在する。 

④ 今後の課題や展望 

【地域住民との関わりと理解の促進】 

特に地域の年配の方から「何の施設かよく分からない」との声が聞かれる。地域の人にキッチン

を使って貰ったり、商工会の研修で使って貰ったりしてもらい、喜んでもらえてはいるものの、活

用しきれていないところもある。地域の人に使ってもらうにはどのようにすればいいかというのが

今後の課題である。 

⑤ 現地見学より 

ことすの施設を案内していただいた。各教室が貸しオフィスやコワーキングスペースとして活用

されている。 
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廊下の様子 

  

出所：筆者撮影 

 

 

出所：筆者撮影 

廊下にもリユースコーナーが設置してあり、回収された食器やおもちゃ類を自由に持ち帰ること

ができるようになっている。 
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セミナールーム 

 

出所：筆者撮影 

セミナーや講演を行う場所としてセミナールームが設置されている。使われていないときは、コ

ワーキングスペースとして活用される。 
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北山杉に関する展示 

 

出所：筆者撮影 

貸しオフィスの一室において、京北地区の歴史についての展示がされている。これ以外の部屋

においてもＳＤＧｓに関わるものや京北地区に関わるものが展示されており、教育施設としての役

目を果たしている。 
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ＳＤＧｓに取り組む企業のテレワークオフィス兼展示スペース 

 

出所：筆者撮影 
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廃棄された太陽光パネルを活用したテーブル 

 

出所：筆者撮影 

 

３Ｒに関する説明パネル 

 

出所：筆者撮影 

ことす全体が、ＳＤＧｓ、３Ｒ等に係る教育的施設である。 
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全国で毎年度４５０程の学校が廃校になっている。２００２年度から２０２０年度ま

での間に８，５８０の廃校が発生し、そのうち７，３９８校が何らかの形で活用されて

いる。活用した廃校が、多くの人が集まる場所となり、新たな価値を生み出す場所

となっている事例は多く存在する。ただし、にぎわい創出の施設は都会では可能で

あるが、京北地区のような山間地域では難しいと考えられる。例えば、本調査でも

取り上げたＱ１は、山形市中心部に立地してにぎわい創出の機能を発揮していた。

しかし本事例のような山間地域においては、教育を目的とした廃校活用が有望で

あり、同様の地域における廃校活用の一つの参考になるだろう。特に本事例はＳＤ

Ｇｓというテーマが明確であることから、施設の特長を明確に発信することができて

いる。 

また、このような公共性の高い施設は、あまり投資的な価値を作りにくいため資

金調達が難しいという側面もある。本事例では京都市と連携していることで、テレ

ワーク交付金や企業版ふるさと納税による資金調達が可能となっていた。山間地

域の活性化は行政においても重要な課題であり、山間地域の廃校活用における自

治体と民間事業者の連携は今後も促進していくべきテーマであると言える。 

本調査ではまた、京北地区に移住者が一定数いることが分かった。ＳＤＧｓラボが

移住者と既存の住民との交流の場になることで地域の活性化につながることが期

待できるだろう。 

本事例は山間地域の廃校活用において、行政と民間事業者との連携が重要とな

ってくることや、テーマを明確に設定することの重要性が分かるものである。 

（３）考察 
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【事例８】 

いいかねＰａｌｅｔｔｅ 

 

（１）事業の概要 

事業主体 田川市（建物所有）、株式会社ＢＯＯＫ（運営） 

対象地域 福岡県田川市大字猪国２５５９番地（旧猪位金小学校） 

開始時期 ２０１７年 

事業内容 
「音楽を中心とするコンテンツ産業の創出・集積」を目指し、廃校をレコーディン

グスタジオ・シェアオフィス・ドミトリー等にして運営。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

田川市は、かつて炭鉱で栄えたものの、今日ではそれ故に様々な課題が生じている。

一方、田川市は従来から芸術や音楽が盛んだった。これらの２つの要因が重なり、田川市

は、廃校となる猪位金小学校を芸術起業支援施設として活用することとし、プロポーザル

方式により株式会社ＢＯＯＫを選定した。同社は、本格的な楽器演奏、レコーディングがで

きる環境等を整備し、映像・音楽制作マネージメント業務「猪国ＰＲＯＤＵＣＴＳ」も始めた。

利用者数は９，４３９人（２０２２年）で、利用者の１０人に１人程度が宿泊している。 

② 事業の特徴 

完全独立採算制とすることで、運営の自由度を高くし、同時に市の負担を抑えるという

形になっているのが特徴である。いいかねＰａｌｅｔｔｅは「なんでもできる世界」を目指して

いる。この場所から有名ラジオコンテンツが生まれる等のムーブメントが生まれた。また、

いいかねＰａｌｅｔｔｅには実質的に住むことができ、移住者の創出にも一役買っている。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

地方に立地すると、行政トップとも直接やり取りできる、ブルーオーシャンの中で事業が

できるというメリットがある。また、田川市のような人口５万人未満の市では、その「閉鎖

性」「寛容性の低さ」が人口流出につながっているため「寛容性」の醸成が鍵になる。 

④ 今後の課題や展望 

行政等の関係者がよりスピード感を持つこと、事業者に運営の自由度を与えること、新

しい分野で地元住民等の関係者から信頼を得ることが課題。「寛容性」が創造性を生み

出し、地域に受け入れられながら「強い田川」を目指していく。 

＜地域的・活用促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑤官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客アップ 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ストックの維持 
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⑤ 現地見学より 

いいかねＰａｌｅｔｔｅは「音楽スタジオ付きの宿泊施設」でもあり「新しいことを始めたい人

達のシェアハウス」でもあり「ランチを楽しみに来る場所」でもあり「アーティスト活動の表

現の場」でもあり「オートキャンプや音楽で家族で楽しめる」場所でもあり「クリエイティブ

なイベントが開催される場所」でもある。 

【考察】 

廃校が地域活性化のための施設として活用される割合は比較的低い。いいかねＰａｌｅｔｔｅ

は、その分野に挑戦する「尖った」事業である。しかし、地方だからこそ行政と密に連携すること

が可能であり、地方だからこそブルーオーシャンなのであるから、我々東北圏の地方都市にお

いても、いいかねＰａｌｅｔｔｅのような取り組みを横展開するメリットがあるのではないだろうか。

いいかねＰａｌｅｔｔｅの「寛容性」をキーにした運営手法も参考にできるだろう。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～かつて栄えた炭鉱のまちに芸術や音楽の力で再び誇りを～ 

田川市は、かつて炭鉱で栄えたまちである。ピーク時の１９５５年頃には１０万人程の人が住んで

いたが、現在は４万５千人程まで減少している。「炭坑節」や、チロルチョコの発祥地である。福岡

県の中央部に位置し、車で福岡市から７０分、北九州市から５０分程でアクセス可能。比較的自然

災害の少ないエリアでもある。田川市は、かつて栄えていた駅前の商店街が空洞化する等、市街

地の衰退を課題と認識しており、地元企業の育成や雇用創出等の対策に取り組んでいる。田川

市は空き店舗がかなり多く、雇用対策も含めて「田川市空き店舗活用補助金制度」を実施し、年

間６事業者ほどが活用しているという。 
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いいかねＰａｌｅｔｔｅ周辺の様子 

 

出所：筆者撮影 

民家が点在する山間のエリアであるが、山を抜けた西側に別の街があるため、交通量は多

かった。 

 

石炭産業が斜陽化するにつれ、田川市からは非常に多くの人々が流出していった。しかしなが

ら、田川市は元々から、芸術や音楽が盛んな地域であったため、音楽を中心とする新たなコンテ

ンツ産業の創出によってまちを活性化させることを検討していた。 

そんな中、２０１４年に猪位金小学校が廃校になることが決定し、活用方法について地域を巻き

込んで議論した結果、芸術起業支援施設を作ることとした。その運営事業者は公募（プロポーザ

ル方式）により選定したが、。そのときに選定された事業者が、公募に手を挙げた２社のうち１社の

株式会社ＢＯＯＫだった。 

株式会社ＢＯＯＫは、広告音楽制作会社（オフィス樋口（創業者））、吉本所属芸人（ギチ）、ロッ

クバンド（どぶろっかーず）、で活動した異色の経歴を持つ樋口聖典氏らが、いいかねＰａｌｅｔｔｅ運

営事業を行うために２０１６年４月に田川市で創業した会社である。 

樋口氏と共同で創業した大井氏（樋口氏の高校の同級生）が、元々コンサル畑の出身で、大井

氏やその周辺の人たちにも協力してもらいながら、事業を立案したという。また、現在２代目社長

を務める青柳氏も猪位金小学校の卒業生で、東京の映像制作会社でプロデューサー職等をして
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いた経歴を持っている。このように、いいかねＰａｌｅｔｔｅは田川市から東京に出て、東京で揉まれ、

Ｕターンしてきた人材によって運営されている。 

株式会社ＢＯＯＫは、田舎暮らしで自己実現をしようとする全ての人々を支援する「なんでもで

きる世界」を田舎につくることをビジョンとし、２０１７年４月にいいかねＰａｌｅｔｔｅをスタートした。開

始当時は、東京都千代田区の３３３１Ａｒｔｓ Ｃｈｉｙｏｄａ59や徳島県の神山町（２０６ページ）を見学

する等、他事例も参考にしたという。株式会社ＢＯＯＫは、田川市に新たなコンテンツ産業の火種

を作らなければならないと考えている。 

 

【事業スキーム】 ～いいかねＰａｌｅｔｔｅとクリエイティブ事業が併走～ 

田川市と株式会社ＢＯＯＫの間に存在する契約には、運営権に関する契約、公共施設等運営権

実施契約がある。加えて「田川市芸術起業支援施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関す

る条例」がある。いいかねＰａｌｅｔｔｅは、いわゆるコンセッション方式で運営されている。 

事業開始前の対震補強工事は田川市が負担した。開始後の日々のメンテナンスは基本的にＢ

ＯＯＫが実施するという契約になっている。ただし、実務の中では判断が難しいケースも発生する。

例えば、キュービクルという電気設備が耐用年数が過ぎているため更新する必要があり、１００万

円程かかる。キュービクルの耐用年数が切れた時期を確認したところ、２０１７年より前だった。こ

れはどちらが負担するのか。その都度その都度田川市と相談しながら、運営しているという。 

最も大きい費用は人件費で、全体の６０％程を占める。売上は、テナント収入と長期滞在者の

宿泊収入が大きく、全体の４０％～５０％である。テナント料は電気や通信も込みで相場よりもか

なり安めに設定している。 

資金は、銀行からの融資と、一般の株主からの調達で５，０００万円程を調達できたが、開始当

初は大幅な赤字となり苦労したという。 

株式会社ＢＯＯＫは、運営事業者に選定後、本格的な楽器演奏、レコーディングができる環境と、

音楽や映像をｉＭａｃ等の機器で制作できる環境を整備した。それ以外にも、打ち合わせや仕事が

できるコワーキングスペース、高速の Wi-Fi 環境も整えた。さらに、もっといろいろなことをしても

らうためには滞在してもらうのが良いと考え、ドミトリーの宿泊事業も始めた。最近では、給食室

を改修して作った「おいとま食堂」をオープンした。中庭ではオートキャンプができる。また、工作の

会社等がテナントに入居している。なお、さらに人を呼び込むため、マルシェ等のイベントを誘致し

たり、音楽フェスを開催したり、ドライブインシアターを開催したりしている。さらに「大人の修学旅

行」を催行し、団体や企業の誘致も行っている。 

また、事業開始後数年で、単にいいかねＰａｌｅｔｔｅのハードウェアを提供するだけではだめだと

分かったという。「ここに来たら仕事があるかもしれない」というタネを自分たちの手で作った方が

良いと考え、映像・音楽制作マネージメント業務「猪国ＰＲＯＤＵＣＴＳ」を始めた。クリエイターと企

業とのマッチングや、広告の映像・音楽の制作等、クリエイティブ分野のマネージメント業を行って

 
59 2010 年に旧練成中学校を利用して誕生した、アーティスト主導、民設民営のアートセンター。 
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おり、その制作をいいかねＰａｌｅｔｔｅで行うこともあるという。これまで、テレビＣＭ音楽、福岡市天

神地下街のＷｅｂＣＭ、ソフトバンクホークス関連のテレビＣＭ、長崎県にあるリゾート地のテレビ

ＣＭ、東京都江戸川区の条例ＰＲのアニメーション・イラスト、ヤンマーの建築プロモーション等に

携わってきた。 

これらの事業を、現在役員２名、社員４名、業務委託先が３名、アルバイト４名程度という体制で

運営している。 

 

いいかねＰａｌｅｔｔｅ 元校庭から見たところ 

 

出所：筆者撮影 

校庭には入居者等の車が駐めてある。 

 

【利用実績と受賞歴】 

利用者数は２０２２年度９，４３９人（料金が発生した人のみの集計）。宿泊は、１０人に１人程度が

利用している。子供から２０代ぐらいの学生、３０～４０代の田川市出身の人、田川市にはゆかりが

あって、中も外も両方知っている３０～５０代ぐらいのＵターンしてきた人たちが多い。特にＵター

ン組には、株式会社ＢＯＯＫの事業に関わってくれる人が多いという。一方、長期滞在しているメ

ンバーは、田川市以外から来た人がほとんどである。 

株式会社ＢＯＯＫは、２０１７年に「第１９回福岡デザインアワード大賞」、２０１８年に「福岡ビジネ
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ス・デジタル・コンテンツ賞」を受賞した。 

 

ＢＢＱが行われることもある校舎前のスペース 

 

出所：筆者撮影 

② 事業の特徴 

【事業者に付与されているインセンティブ】 ～独立採算制と行政の寛容さ～ 

完全独立採算制とすることで、運営の自由度を高くし、同時に市の負担を抑えるという形にな

っているのが特徴である。経営が軌道に乗った暁には、施設運営権の対価を市が徴収することに

なっているが、現時点ではまだその段階には至っておらず、田川市が株式会社ＢＯＯＫに無償で

建物を貸している。 

完全独立採算制を選んだ理由は、音楽・コンテンツ産業をメインに据えるという事業の特性も

あった。公共施設的な性格が強いと、独立採算制は難しいという。事業者の立場からしても、その

時その時の課題に応じて自分たちで設備投資を行い、サービスの向上を図らなければならない

ので、自由度が高くなければ大変である。もし改修事案等が発生するごとに議会に通っていたら、

まともな運営はできないという。 
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新しいテナントが入居する際には、田川市の審査があるものの、それ以外で田川市から課せら

れている利用目的の制限や要望は特にないという。いいかねＰａｌｅｔｔｅのテーマは「寛容性」であ

る。行政自身が高い寛容性を持っていることも、いいかねＰａｌｅｔｔｅが寛容性に満ちた施設となっ

ている背景の一つであると思われる。 

 

ＤＪブースの設置やレコードやアパレルを販売するエントランス 

 

出所：筆者撮影 

音楽をキーに自由な空間を創造し、田川市から自由な発想を持った人々が生まれ、活躍してい

くことを期待している 

 

【「なんでもできる世界をつくる。」いいかねＰａｌｅｔｔｅ】 

新しい産業を作る。言うことは簡単だが、実際に新産業を創出することは相当難しい。ましてや

田川市は、スタートアップの世界から縁遠く、なおさら難しいのが現状だという。そんな中、いいか

ねＰａｌｅｔｔｅらしいムーブメントが生まれた。２０１８年、創業者の一人である樋口氏が、いいかねＰ

ａｌｅｔｔｅの設備を使って「歴史を面白く学ぶコテンラジオ」というＰｏｄｃａｓｔ（インターネットラジオ）

の配信を始めた。コテンラジオは、ＪＡＰＡＮ ＰＯＤＣＡＳＴ ＡＷＡＲＤＳ60 ２０１９の大賞とＳｐｏｔｉｆ

 
60 株式会社ニッポン放送が企画・運営する、優良な Podcast コンテンツを発掘し応援するアワ
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ｙ賞をダブル受賞し、Ｙｏｕｔｕｂｅ配信ではチャンネル登録者１２万人程を擁する一大コンテンツにな

った。いわゆる「聖地巡礼」としていいかねＰａｌｅｔｔｅを訪れる客も増えた。 

また「おいとま食堂」は、スタッフの一人が手を上げて作ったものである。いいかねＰａｌｅｔｔｅには、

アーティスト団体が入っていて、アトリエもある。これもきっかけは、スタッフが手を上げて始めた

活動だという。「１年間通して個展がしたい」と言うアーティストの希望から、クラウドファンディング

で１５０万円程を調達し、実際に１年間個展を開催した。それをきっかけに、地域のアーティストを

中心に「私たちも何かやりたい」という機運が高まり、アーティスト達によるＮＰＯ法人「アーツトン

ネル」が立ち上がった。現在でも、定期的に展示会を開いている。最近では青柳氏の兄が運営す

る「アットホームチャンネル」61の登場人物である「えのびさん」という、ホームレスで絵描きの方が、

アーツトンネルのギャラリーで個展を開いている。また、アトリエでは、子供たちに小さい時から芸

術に触れてもらい、豊かな感性を育む活動をしてきた。 

 

【住むことすらできる】 ～移住者を創出～ 

いいかねＰａｌｅｔｔｅには実質的に「住んでいる」人々がいる。ただし、いいかねＰａｌｅｔｔｅが計画だ

てて今の形にしたわけではなく、田川市に赴任してきた教師の人たちが、家を見つけるまでの宿と

して宿泊したことがきっかけだった。その教師が何日か滞在するうちに、ここに住んでも良いとい

う心境になったという。そこで、月々２．５万円～４．５万円で長期滞在できるプランを設けた。教室

だった部屋の床にガムテープを貼ってスペースを区切っただけの「雑魚寝」プランが２万５，０００

円で、ここはいつも満床だという。教室を間仕切りで４つに区切った部屋も用意した。また、長期

滞在者は住民票も取れ、運動場で車庫証明も取れたという。そんな経緯もあり、長期滞在者が増

加していき、現在は２０名ほどが実質的に住んでいるという。このように廃校を活用した建物に人

が住むということは前例を見たことが無いというが、少なくともその住民の数だけ田川市への移

住者が増え、地域内での活動が増えたことは確である。また、コテンラジオにわかしん氏62がゲス

ト出演したことをきっかけに「九州の空」というドローンキャンプ63事業も実施している。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【地方に立地することのメリット】 ～行政トップとも直接やり取りできる～ 

青柳氏は、いいかねＰａｌｅｔｔｅのような取り組みは、東北圏でも相性が良いはずだと考えている。

 

ード。 
61 都会の片隅で人知れず路上に生きるホームレスにスポットライトを当てる異色の YouTube チ

ャンネル。登録者数 19 万人を擁する。 
62 若新 雄純（わかしん ゆうじゅん）氏。元タレント、株式会社 NEWYOUTH 代表取締役、慶應

義塾大学特任准教授等を兼任（2024 年 2 月時点）。 
63 国土交通省交付のドローン免許取得のための「実技修了審査」合格を 2 日間で効率よく目指

す合宿型ドローン学校。 
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例えば、関東圏の若い人たちが、お手伝いするぐらいの感覚で来て、地域の生産者の下で１月程

働く。その間の長期滞在型施設として活用する。実際、今そのような施設はたくさん出てきて、広

がっているのだという。 

また、いいかねＰａｌｅｔｔｅでは、行政と仕事を進める中で市長とも直接話をする等、地方に立地

するからこそのメリットも感じているという。田川市の規模の街だから行政（地域）にも手が届く。

もし東京だと、なかなか行政の長のような人たちと仕事はできないし、会話することもない。 

もう一つのメリットは、産業種別が少ない地方立地だからこそ、特にこういう事業はブルオーシ

ャンであるということである。その地域に１つもない業種を始めると、その地域で１強になる可能性

があり、これは魅力であるという。 

 

【地元地域とのコラボレーション】 

地元の中年男性たちが作るスケートボードチームを受け入れてその活動に活用してもらったり、

地域住民が自主的に掃除して期間限定の店舗を開いたりと、地元住民とのかかわりあいも多い。

地元の芸術団体や、地域の子どもたち、消防団等が一緒になっていいかねＰａｌｅｔｔｅの周りをきれ

いにする活動も立ち上がった。これはいいかねＰａｌｅｔｔｅがお願いしたわけではなく、いいかねＰａｌ

ｅｔｔｅをきれいにしたいという地元住民の思いから起こった出来事だという。また、いいかねＰａｌｅｔ

ｔｅは、地元の活性化協議会にも参加し、地元住民と双方向のコミュニケーションをとっている。 

 

【地元地域住民からの声・評価】 

地元の方々の反応は、寛容的だという。この地域は、いいかねＰａｌｅｔｔｅができる前は、夜は真

っ暗でひと気がなかった。いいかねＰａｌｅｔｔｅができてからは、夜も明るくなったので、その点は好

意的に受け止められた。ただし人が増えてにぎやかになってきたら、逆に「うるさい」と言われる。

波が大きいという。 

 

【地域にもたらす影響、まちづくり効果】 ～カオスの創出で同調圧力を打破し人を呼び込む～ 

ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ＇Ｓ 総研の調査64によると、最も娯楽や芸術活動、スポーツ振興関連の行

動率が少ないのは、最も小規模な自治体である「町村」ではなく、田川市くらいの「人口５万人未

満の市」だという。一方で「人口５万人未満の市」では、ボランティア活動への参加率は比較的高

い。青柳氏は、全体の行動率が低い（遊びは少ない）にも関わらず、ボランティア活動への参加率

だけは高いことに「人口５万人未満の市」は特に「同調圧力」が強いという背景があるのではない

か、という仮説を持っている。 

青柳氏は、廃校問題の背景には数字に現れない「同調圧力」があるかもしれないと考えている。

農業や工業が盛んな時代には、均質性や協調性が重要であり、田川市はそのような文化の中で

かつて栄えた。しかし、それらの産業が相対的に小さくなった現代においては、多様性が求められ

 
64 LIFULL HOMEʼS 総研「遊びからの地方創生 Play 寛容と幸福の地方論 Part2」p64 
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ている。今の田川市は、古き良き均質性や協調性の文化が「同調圧力」を生み、多様性確保の足

かせとなり、閉鎖性につながっているのではないかという。 

同調圧力は地域住民からすれば、道徳や正義から生じるものであり、一概に悪いものというこ

とはできないが、少なくとも同調圧力によって若者は外に出て行っているのだということを事実と

して受け入れる必要はあると考えている。 

いいかねＰａｌｅｔｔｅの長期滞在メンバーの中には、田川市議会議員選挙に立候補して当選し、

その後も滞在している人がいるという。青柳氏は、これは一つの「カオス」だという。選挙事務所の

手伝いを、他の長期滞在メンバーに頼んだところ、選挙事務所の受付をしながらＮＦＴアートをひ

たすら作って売るという状態になった。青柳氏は、このような「カオス」が、地域の「同調圧力」を打

破するために非常に重要なのではないかと考えている。そして、いいかねＰａｌｅｔｔｅはこのような

「カオス」を生み出す場となっている。 

 

【法律等の「ルール」で苦労したこと】 

廃校を文化的施設にリノベーションする際に関わってくる法律・制度上の大きなハードルは、耐

震性能の確保と浄化槽の拡充、消防法への対応だという。耐震性は現在の基準に適合するよう

によく確認することだが、浄化槽はハードルの質が異なる。猪位金小学校は３００人程生徒がいた

が、学校法人の場合は８５人槽でも良いとされている。これが不特定多数が入ってくる施設として

使うとなると、収容可能人員に合わせて３００人槽にすることが求められ、数千万円かかるという。

いいかねＰａｌｅｔｔｅでは、そこまでの費用をかけることはできないため、宿泊の規模や飲食店の形

態等の点で制限があったという。消防法も浄化槽と同様、同じ学校の建物であるにもかかわらず、

不特定多数が入る施設に切り替えると、学校の場合には求められなかった様々な設備が求めら

れるという。廃校活用においては、この点がハードルとなるという。 

④ 今後の課題や展望 

【行政等の関係者の課題】 ～スピード感と運営者の自由度確保～ 

いいかねＰａｌｅｔｔｅでは、先述の耐震、浄化槽、消防法の関係は、テナントが入るたびにも悩まさ

れているという。追加で設置しなければならない設備が発生するたびに、費用が発生する。また、

行政は縦割りで、議会を通さなければならず、その結果新しいことを始める時に半年間待つとい

うことがある。中小企業は、このスピード感では持ちこたえられないこともある。企画立案や、条例

制定、補助等に関して決定のスピードが上がると、かなり救われるという。 

また、運営事業者が自ら動かせるものの幅を増やし、運営の自由度がもっと上がると良いとい

う。たとえば、ｉＭａｃや音響機器は、地方創生加速化交付金で購入している。購入から８年経ち、

更新したいとなったときに、下取りに出したいと考えた。ところが、行政の財産処理の制約で下取

りには出せなかったという。これを出せるようにするために１年かかる。そうこうしている間に物事
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はどんどん進む。そういうことが結構あるという。民間企業にも言えるが、皆が責任を回避するか

ら、その果てに、１番弱い人が犠牲になる。その責任を取る人に判断権を渡すというシンプルな構

造を実現することが求められるという。 

 

【クリエイティブ（＝新しいこと）分野で地元住民等の関係者から信頼を得るのはハードルが高い】 

このように青柳氏は「廃校活用」と一口に言っても、民間が運営し、ましてや不特定多数の人々

を受け入れる施設にするためには、ハードウェア面でかなりのハードルがあるという。またそれだ

けでなく、地域の受け入れ態勢も重要だという。地元住民から「あいつは何をしようとしているの

か、分からん」という目で見られ、新しいことをすればするほど、不信感を持たれることもある。も

し介護施設や福祉施設であれば、地元住民にも受け入れられやすいかもしれないが、新しい産

業を創造しようと頑張っている場合、地域の抵抗感は少なからずあると感じている。また、新しい

ことを進めるときに行政と合意形成していくことも実はハードルが高いという。 

 

【これらの課題を打破できる民間運営事業者とは】 

～「寛容性」が創造性を生み出し地域に受け入れられていく～ 

青柳氏は、いいかねＰａｌｅｔｔｅは「来たらおしゃれだ」「何かサービスが受けられる」という場所で

はないという。今まで田川市という場所は、なんらかの理由で諦めなければいけないことばかりの

まちだったという。何か新しいことをやろうとしても「それは金になるのか」「誰が喜ぶのか」と、やる

前から言われてしまうまちで、青柳氏もそれが嫌だったために東京に出たのだという。ただし、い

いかねＰａｌｅｔｔｅでは自由にやれる。そういった自由な場所が、このまちには１つぐらいあっても良

かったのではないか。そして、各地域にそういう存在が１個ずつぐらいはあっても良いのではない

か、と考えているという。それはつまり「寛容」していくということである。いいかねＰａｌｅｔｔｅがこれ

までやってきたことは「寛容」であり「寛容」することが全てを生み出してきたのだという。極力「Ｎｏ」

と言わない。利用者が「住みたい」と言うなら、住める方法を探す。そういう事の積み重ねでいい

かねＰａｌｅｔｔｅのコンテンツは少しずつ増え、また多様性が育まれてきた。この多様性にクリエイテ

ィブな人材が惹き寄せられてくる。つまり、寛容性が創造性につながったのだという。 

また、寛容性が高ければ高いほど人が出て行かず、Ｕターンも多くなり、アートやスポーツが栄

えている傾向がある、という調査があるという65。青柳氏は、クリエイティブが隆盛している他の都

市と比べると、田川市では何か新しいことを始めたときに、色々と横やりを入れられることが多い

と実感しているという。そういう環境で「やりたいことをやる人」が減ってしまうと、文化水準は下

がる。そして多様性が失われ、Ｕターンしてくる人も減るという負のスパイラルが生じる。寛容度が

低くなればなるほど、人の総合幸福度は下がっていく66。 

青柳氏は、正のスパイラルにするためにポイントとなるのが「空気」であるという。いいかねＰａｌｅ

 
65 LIFULL HOME’s 総研「地方創生のファクターX 寛容と幸福の地方論」p80,p90 
66 LIFULL HOME’s 総研「地方創生の希望格差 人口減少でも未来に希望をもつまち、あき

らめるまち 寛容と幸福の地方論 Part3」 
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ｔｔｅの活動で今後、田川市の人口を６万人や７万人まで増やすことはできない。しかし、寛容性を

高め、多様な人たちが来やすくし、新しいことを始めやすくし、まちの創造性を育むことで、結果的

に幸福度が高いまちに近づけることができる。いいかねＰａｌｅｔｔｅはこれらのことに貢献していきた

いと考えている。 

地方都市は往々にして寛容性が低い。寛容性が低いということは、新しい価値観や考え方を受

け入れにくいということである。寛容性を高めるということは、新しい価値観を受け入れるというこ

とであるから、構造的に、寛容性を高めるということは非常に難しいのではないかと思われる。こ

れに対して青柳氏は「確かに、何かをやったから多様性に富むとか、寛容的に考えられるようにな

るということは、難しいと思う。地域住民が受け入れられないものは、受け入れられない」と言う。 

いいかねＰａｌｅｔｔｅは開始当時、ミスを犯したという。地域には地域の文脈があるということを認

識せず「自分たちは東京から来てリテラシーが高い」という頭で、自分たちが正しいことをしている

のだから従ってくれというスタンスで行動した。しかし実際は、東京から来た人間には例えば土壌

のことは何もわからない。雨が降ったときに川の水位がどう変わり、どのお宅が困るのかも知らな

い。自分達の寛容性が低かったのだと気づいたという。そこで、対話をすることの大切さを学んだ。

事業者側が、地元住民が受け入れられないものは何なのか、解像度高く知ることが重要で、その

うえで対話することが必要であるという。また、対話をしていくことで「あいつら話聞いてくれるよ」

「耳傾けてくれるよ」と思ってくれる。事業者が一方的に話をしても、そうはならない。地域住民と

対話することで、信頼感が醸成され、色々な活動が広がっていると感じているという。これも「寛

容性」のなせる業である。 

 

【今後の展望】 ～「強い田川」を目指す～ 

現在も、新たなプロジェクトが進行している。田川市で「ジーンズが好きすぎて」自分で特殊な

ジーンズ用ハンガーを作って特許を取得した人がいる。田川市でギターを作り続けている人と一

緒に製作することになり、田川市から世界に届くモノづくりをしようという段階になっている。 

また、地元の不動産屋や建築屋、地域おこしの人々と話をしている時に「売れない空き家問題

解決のために、空き家をキレイにしてアートギャラリーとして活用することでアート作品と共に家も

売ってしまおう」という話になった。そこで、空き家を活用して芸術団体「アーツトンネル67」がギャ

ラリーを開くというプロジェクト「Ａｒｃｈｉｂａｃｏ（アキバコ）」を立ち上げ、現在空き家を探していると

ころだという。 

そして、今後は、何よりも圧倒的黒字を達成したいという。運営事業者自身が儲かって、安定的

に黒字になるということは、田川市に多くの人たちが関わり、多くの事業が興っているということで

ある。今それができていないのは、とりもなおさず、いいかねＰａｌｅｔｔｅに人が集まってないという

ことである。運営事業者自らが儲かれば、必ず田川市は強くなるはずである。「そうなったら、おも

 
67筑豊にアーティストの拠点を作り、新たな文化が生まれ、育っていくような場所を目指した NPO

法人。美術家や写真家、振付家等の肩書きを持つ 11 人で構成。いいかね Palette に本拠地を

おいている。 
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しろい。だから、それを目指している」のだという。 

⑤ 現地見学より 

シェアライブラリ 

 

出所：筆者撮影 
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コントロールルーム 

 

出所：筆者撮影 
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リハーサルスタジオ 

 

出所：筆者撮影 

 

元給食室を改装した「おいとま食堂」（訪問時は定休日だった） 

 

出所：筆者撮影 

２０２３年グッドデザイン賞68を受賞している。 

 
68 公益財団法人日本デザイン振興会の主催で、毎年デザインが優れた物事に贈られる賞であり、

日本で唯一の総合的デザイン評価・推奨の仕組み 
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出所：筆者撮影 

パソコンで作業できる部屋も用意されている 

 

いいかねＰａｌｅｔｔｅの利用案内 

 

出所：筆者撮影 

田川市の商店街 
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出所：筆者撮影 

 

前事例でも紹介したとおり、２０２３年３月に文部科学省が発行した「廃校活用事

例集 未来につなごう みんなの廃校プロジェクト」によると、２００２年度から２０２０

年度までの年度当たり廃校発生数はおよそ４５０ほどあり、合計８，５８０の廃校が

発生している。そのうち施設が現存しているものが７，３９８、活用されているものが

５，４８１である。この数字は意外に高いと思われるかもしれないが、その内訳（複数

回答）をみると、大学を除く学校が３，９４８、社会体育施設が１，７５６、社会教育施

設・文化施設が１，３３０と続き、いわゆる公共施設としての活用が圧倒的に多い。

活用されている５，４８１の廃校のうち、民間企業による地域活性化のための施設と

して活用されているのは１，０２０であり、比較的少数派となっている。地域活性化の

ための施設として活用される割合が低いのは、そのような施設として成立させるこ

とが難しいことが多いことが背景にあると推察されるが、いいかねＰａｌｅｔｔｅは、そ

の分野に挑戦するとともに、宿泊や音楽施設貸し出し等、特に「尖った」事業に取り

組んでいる。 

（３）考察 
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「尖った」取り組みだとはいえ、青柳氏が言うように、地方だからこそ行政と密に

連携することが可能であり、地方だからこそブルーオーシャンなのであるから、我々

東北圏の地方都市においても、いいかねＰａｌｅｔｔｅのような取り組みを横展開する

メリットがあるのではないだろうか。 

田川市のような人口５万人未満の市では、その「閉鎖性」「寛容性の低さ」が人口

流出につながっているため「寛容性」の醸成が鍵になる。このことは、田川市に限ら

ず、東北圏のあらゆる同規模のまちにいえることではないだろうか。いいかねＰａｌｅ

ｔｔｅは「寛容性」の醸成をベースに「カオス」を受け入れ創造性を育む有り様を見せ

てくれた。比較的小規模なまちで地域活性化のために廃校を活用しようとすれば、

いいかねＰａｌｅｔｔｅの「寛容性」をキーにした運営手法も参考にできるだろう。 

いいかねＰａｌｅｔｔｅは「音楽スタジオ付きの宿泊施設」でもあり「新しいことを始め

たい人達のシェアハウス」でもあり「ランチを楽しみに来る場所」でもあり「アーティ

スト活動の表現の場」でもあり「オートキャンプや音楽を家族で楽しめる」場所でも

あり「クリエイティブなイベントが開催される場所」でもある。これらを考えたとき、い

いかね Ｐａｌｅｔｔｅのような施設には、現状のクリエイター向けの魅力に加えて、ファ

ミリー層が子連れで遊びにくるような雰囲気作りも良いのではないだろうか。また、

筆者はいいかねＰａｌｅｔｔｅの周辺を合計３時間ほど散策し、土地の雰囲気を確かめ

てみた。いいかねＰａｌｅｔｔｅは山間地帯に所在するが、交通量の多い幹線道路沿い

なので、道の駅のように食堂に誘導する見せ方の工夫も良いかもしれない。 

青柳氏は「ひとの営みが世界を変える」と信じているという。いいかねＰａｌｅｔｔｅに

来る人たちが、やりたいことを自由にやっていくうちに、モノ作り、商店街の活性化、

空き家の活用、新産業の創出という形で、田川市の地域デザインが変わってくる時

がやってくることを期待したい。 
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【事例９】 神山町 

 

（１）事業の概要 

事業主体 徳島県神山町 

対象地域 徳島県神山町 

開始時期 ２００７年 

事業内容 サテライトオフィスや移住の受け入れを各種施策により促進。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

最初のきっかけは、ＮＰＯ法人グリーンバレーが１９９９年から開始した国際的アート・プロ

ジェクト「神山アーティスト・イン・レジデンス」。その後、神山町による「移住交流支援センタ

ー」の設置（運営をＮＰＯ法人グリーンバレーに委託）、ワーク・イン・レジデンス、光ファイバ

ー網の整備等により、ＩＴ企業のサテライトオフィス進出先として注目され始めた。さらに「ま

ちを将来世代につなぐプロジェクト」を策定。２０２３年度までに２３社が神山町に拠点を置

き、１４社が現在も継続して所在している。 

② 事業の特徴 

移住交流支援センターが、空き家の賃貸借や売買契約の仲介を行っている。神山町創

生戦略「まちを将来世代につなぐプロジェクト」実行のために「一般社団法人神山つなぐ公

社」を設立。行政だけで行うデメリットを補い、計画の実行につながっている。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

「まちを将来世代につなぐプロジェクト」は「計画は立てるだけではなく、必ず実行に移

す」ことに意を用いて策定され、絵に描いた餅にならずに実行できた。また「神山つなぐ公

社」を立ち上げたおかげで、機動性が増し、思い切ったこともできるようになり、神山町の

地方創生実現の大きな要因となっている。 

④ 今後の課題や展望 

神山町は「神山つなぐ公社」が継続するためには、公社自身が自主財源を確保していくこ

とが必要と考えている。公社が自主財源を確保しながら、より健全な形で事業を運営して

いけるようにすることを、公社と町が一緒に考えていく必要があるという。 

 

＜地域的・流通促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

②移住・デュアルライフ促進による若者の呼び込み 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑤官民共創によるアイデアやビジネスモデルの工夫による集客アップ 

⑦ストックの維持 

⑧空き家等に関わるプレーヤーの増加 
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⑤ 現地見学より 

「神山」という地名に負けないほどに、神々しい景観が見られる山間の町の中に、古民家

をリノベーションした建物が点在するストリートが存在していた。 

【考察】 

神山町では、ＮＰＯ法人グリーンバレー、行政、神山つなぐ公社が協働し、それぞれの団体が

お互いに連携し、不得意分野を補いながら企業や移住者の呼び込みに成功している。本事例

は、計画を「立てて終わり」にせず、確実に実行していくために有効な仕組みを考えるうえで参

考になる。そして、行政と民間団体が協働して、空き家問題の対策を行う際の指針になり得る

ものである。  

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～アーティストの呼び込みからＩＴ企業の呼び込みへ～ 

神山町において、行政と連携しながらまちづくりを行ってきたのは、ＮＰＯ法人グリーンバレーで

ある。神山町への移住者が増えるきっかけとなったのは、グリーンバレーが１９９９年から開始した

国際的アート・プロジェクト「神山アーティスト・イン・レジデンス」であった。このイベントでは、主に

海外から招いたアーティストたちが、神山に滞在しながら作品を制作する。毎年８月末から約２カ

月あまりの期間、日本国内および海外から３名～５名のアーティストが神山町に滞在して作品を

制作し、毎年１０月下旬から作品展覧会を開く。これまでに２３カ国から８０名を超える芸術家が参

加している。単に外からアート作品が入ってくるということだけでなく、アーティストが神山町で作

品を作り、その過程を通じて、神山の人たちとの関わりが生まれることを重視している。実際に、

海外からやってきたアーティストの中には、地元の人々と共同で作品をつくり展覧会を開催する

につれて神山に魅了され、移住を希望する人もいた。 ２００８年には、グリーンバレーと神山町が

連携してウェブサイト「イン神山」を立ち上げ、アーティスト向けの情報を中心に掲載したところ、滞

在者向けの空き家が着目されるようになった。また、グリーンバレーは、海外からのホームステイ

の受け入れやＡＬＴ（外国語指導助手）の研修等の国際交流活動も積極的に行っていた。これら

の取り組みの中で海外からの滞在者が増え、神山の人々にとっても移住者や海外の人がまちに

いることが当たり前のようになっている。このように外からの人を受け入れる地域の素地ができて

いた。 
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神山町の俯瞰 

 

出所：筆者撮影 

 

アーティスト・イン・レジデンスの一環で制作されたアート作品 

 

出所：筆者撮影 

山の中にこのような作品が点在している。 
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その後２００７年に、移住を希望する人向けの相談窓口である移住交流支援センターを設置し

た。これは徳島県内の複数の自治体で同時に始まったもので、他の自治体では直接運営を行っ

ていたが、神山では空き家の活用や移住者支援のノウハウをもっているグリーンバレーに委託す

ることになった。活動していく中で、神山町への移住の需要が高いことが分かってきた。単に移住

者を空き家に案内するだけではなく、神山の課題であった雇用が限定的である状況を解決する

ために、場所にとらわれず活動できる人に移住してもらうことを目指していた。このように、移住者

を受け入れていることでまちの課題解決にもなる仕組みが「ワーク・イン・レジデンス」という取り組

みである。ワーク・イン・レジデンスは、空き店舗を活用するのに適した働き手・起業家を逆指名し

て獲得していく取り組みである。この取り組みを進めていく中で、老朽化して使いにくい空き家も

出てくるようになった。そこで、建築家の坂東幸輔氏とグリーンバレーの協働で古民家再生プロジ

ェクトが始まった。この古民家再生プロジェクトに関わる方のつながりで、Ｓａｎｓａｎ69の代表であ

る寺田氏が神山町に訪れ、Ｓａｎｓａｎのサテライトオフィスが神山に設立されることになった。これ

をきっかけに、お試しで使えるコワーキングスペースやサテライトオフィスへの入居も増加する等、

様々な企業が神山町に拠点を置くようになった。 

ワーク・イン・レジデンス等の取り組みに並行して、行政の施策による町の変化も起こっていた。

その変化とは、２００４年に総務省の補助を受けて実施した、町全域への光ファイバー網の整備だ

った。テレビのアナログ放送がデジタル放送に切り替わる際に、特に高齢者の貴重な情報源であ

るテレビが多くの家庭で見られなくなるという心配の声があった。この問題を解決しつつ、都会と

田舎の情報格差も解消するために実施された。その結果、都心部に負けないインターネット回線

や通信速度を神山町で実現することができた。その結果、当初の狙いではなかったものの、大容

量の通信を必要とするＩＴ企業に、サテライトオフィスの進出先として注目されるようになった。加え

て、２０１１年に東日本大震災が発生し、多くのＩＴ企業に事業継続計画の構築が求められるように

なった。その結果、本社から離れた場所にデータを保管して、被災時も業務が続けられるように、

サテライトオフィスを設置することを検討する企業が増えてきた。 

グリーンバレーが行ってきた取り組みの積み重ねや行政による環境整備、社会環境の変化等、

様々な要因が重なり、神山町に多くのサテライトオフィスが進出することとなった。 

 

 

 
69 顧客との出会いの証である接点情報と、営業・マーケティング活動に最適な企業情報を組み

合わせて活用できる営業 DX サービスを提供する東京都の会社。クラウド名刺管理サービス

『Eight』等を提供し、名刺管理サービス市場でのシェアは 82%に上る。 
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【事業スキーム】 ～空き家入居者の逆指名、つなプロと神山つなぐ公社～ 

サテライトオフィスの進出や移住の促進のために、行政と民間団体が協働し、様々なサポートを

提供している。仕事場や住居確保のための空き家活用支援もその一つである。空き家バンクのよ

うな一般的な仕組みとは異なり、物件情報は公開せず、特定の希望者に適した物件を割り当てる

仕組みを採用している。また、受け皿となる空き家を増やすために、空き家相談会や活用可能な

住宅を事前に登録する仕組み「お家長生きプロジェクト」等の情報提供を積極的に行っている。 

地方創生戦略の一環で神山町が策定した「まちを将来世代につなぐプロジェクト」では、将来世

代が、まちに可能性が感じられる状況を作るため、何より実際に実行される計画にすることを重視

し、様々な属性の住民との協働によって策定された。さらに、この計画を実行していくために「一般

社団法人神山つなぐ公社」を設立し、行政だけで行うよりも、計画の実行可能性を高めた。 

 

【実績】 

２０１１年以降は、メディア・広告・ＩＴ系の企業が数多く進出してくるようになり、２０２３年度まで

に２３社が神山町に拠点を置き、うち１４社が現在も継続して所在している。加えて「住みはじめ住

宅」等の空き家を活用した住宅の整備もあり、移住交流支援センターを通して移住した方の数は

２１４世帯、３６９人にのぼっている。企業や移住者が神山町に来たことに影響を受けて、神山町の

地元住民が店舗を開業するような事例も出てきている。これらの結果、神山町の法人住民税は増

加しているという。 

② 事業の特徴 

【神山町の資源や産業】 ～花の名所・お遍路・スダチ・林業～ 

神山町は徳島県の中央部に位置し、町を横断するように鮎喰川（あくいがわ）が流れており、そ

の流域に農地と集落が点在している。町の８６％が森林で、１，０００ｍ級の山々に囲まれており、

すり鉢状の地形が特徴的な中山間地域になる。近年では、鮎喰川の渇水も問題となっている。 

神山町は、１９５５年には約２１，０００人の住民がいたが、１９９１年に約１０，０００人、２０２３年に

は約４，８００人となっている。高齢化率も５３％と高い。 

教育関係では、県立高校の分校と中学校が１校ずつ、小学校が２校ある。２０２３年の４月には

全寮制の私立の高等専門学校が開校した。１学年の定員が４０名であり、年間で４０名の学生が

入学してくる見込みである。 

観光では、ゆうかの里のシダレザクラや神光寺ののぼり藤、菜の花や梅の花等、多くの観光客
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が訪れる様々な花の名所がある。これらの資源は、地域住民で管理をしているものがほとんどだ

が、高齢化によって担い手が不足しているのが現状であるという。 

神山町には四国八十八カ所の中でも１２番札所の焼山寺（しょうさんじ）が置かれている。１１番

札所から１２番札所までの道のりが険しく「遍路ころがし」という異名を持つ難所となっている。ま

た、徳島県と言えば阿波踊りが有名だが、神山町にも桜花連（おうかれん）という桜にちなんだ連

70が存在する。連のメンバーは神山町出身者が多いが、最近は移住者も多く入ってきているため、

地域と移住者をつなぐ重要なコミュニティーになっている。 

神山町は、スダチの生産量日本一の町でもある。また、ヒオウギと呼ばれる植物の生産量も日

本一である。主に京都の祇園祭で飾りや生け花に使用されている。農業出荷量は全体的に減少

傾向にあり、６０歳から７０歳の経営者が目立つ。農地を守っていくためにも、農業の後継者の育

成に力を入れている。また、神山は元々林業が盛んな地域であった。戦後の復興期に最盛期を迎

えたが、安い輸入材との競争の影響で市場価値が下り、その後に大きく衰退し、近年は手入れさ

れていない森林が増えている。一方で、町産材の認証制度を作り、杉の木については「神山杉」の

ブランド化を図る等、町産材の消費拡大に取り組んでいる。 

 

【ＮＰＯ法人グリーンバレーが大きく貢献】 

神山町の移住促進事業やサテライトオフィスの事業に、ＮＰＯ法人グリーンバレーが与える影響

は大きい。グリーンバレーは神山町出身の大南氏が中心となって、周囲の人々を巻き込んででき

ていった。ＰＴＡや青年会等のつながりで色々な活動を行ってきた結果、団体が形成されたという。

発足当時は神山町出身者がメンバーであったが、現在は移住してきた人が主に事務局としての

機能を担っている。 

 

【移住交流支援センターが移住をサポート】 

移住交流支援センターは２００７年に設置された。移住希望者の相談を、ワンストップで受け入

れることを目的としている。神山町は移住支援のノウハウを持っているグリーンバレーにその運営

を委託している。 

移住交流支援センターでは、空き家を賃貸や売買等により提供可能な方に登録してもらい、移

住希望者やオフィスを開設したい方の条件を調整して、賃貸借や売買契約の仲介を行っている。

物件の情報は、所有者への配慮もありインターネット等で公開していない。 

さらに、空き家を貸したり売ったりする際の片付けや、ごみ分別のサポートも行っている。片付

 
70 阿波踊りを踊る団体のことを連と呼ぶ 
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けの際に出る不用品は、グリーンバレーの倉庫で保管を「モノストック」という名前で地域の方に

活用してもらう取り組みも行っている。不用品を再利用することによって、町のごみ総量削減にも

貢献している。 

移住者が転入する際には、インフラ関係の申し込みや民生委員等へのあいさつに同行するとい

ったサポートを行い、移住者がスムーズに地域に入れるようにしている。 

 

【受け皿となる空き家の流動性向上に向けて】 

神山町における空き家の流動性を高め、住まいの受け皿を増やしていくために、町と移住交流

支援センターが連携して空き家相談会を開催している。相談会は、空き家の所有者や相続予定の

人が、今後の空き家や土地のことについて相談できる。相続の相談や、賃貸・売買に関する相談

を受け付ける場である。個別具体的な相談をしたい人のために、司法書士に相談できる場も設け

ている。また、現在神山町に居住している高齢者向けには「お家長生きプロジェクト」を行っている。

自宅を登録してもらい、空き家になった時に利用希望者に案内できるようにしておく仕組みであ

る。 

 

【活用のための補助金制度】 

一般的な賃貸や売買では、所有者がリノベーションをして、それを入居者が借りることが多い。

一方神山町では、空き家を活用する人が必要なリノベーションを行うことが多い。所有者の負担

が少なくなるので、家賃の相場を周辺の市町村より安くしてもらっている。ただ、移住者にとって

初期費用の負担が大きくなる。その費用に対して町が補助金を出している。助成率は１／２で、上

限は１００万円となっている。 

 

【「えんがわオフィス」について】 

「えんがわオフィス」は、神山町のサテライトオフィスの中でも特徴的である。築９０年の古民家

を改修したオフィスで、現在は高精度の映像作成等を行う企業が入居している。えんがわオフィ

スでは、進出する際に徳島県内や神山町内の人材を積極的に採用している。また、地域との交流

のための取り組みもしており、七夕まつり等のイベントを行っている。 

 

【移住のきっかけづくり】 

企業にとって、サテライトオフィスを神山町に設置することは、簡単に決断できることではない。

さらに、入居する物件の改修等の課題もある。そこで、２０１２年に町の所有施設において、コワー
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キングスペース施設「神山バレー・サテライトオフィス・コンプレックス」を設置した。グリーンバレー

に施設を貸与し、入居している企業や個人から集める利用料等で運営している。開放的な平屋の

施設で、交流の中で新しいアイデアが生まれることを目的の一つとしている。それ以外にも個室や

防音室、キッチンやシャワールームも併設している。 

 

 

出所：神山町提供資料 

 

 

出所：神山町提供資料 
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出所：神山町提供 

 

町内の光ファイバー網の整備をした当時は、他地域よりも優れた通信環境だったため、サテライ

トオフィスが誘致できたが、近年では高速通信環境はありふれたものになってきている。そこで、

他の地域と差別化するため、２０２１年に内閣府のテレワーク交付金を活用して、さらに高速で大

容量の通信環境を構築し、さらに４Ｋモニター等、最新の機器を導入することでオンライン配信等

もできるようにした。これにより、従来のＩＴ企業だけではなく、幅広い分野の企業を誘致すること

を目指している。 

また神山町には、移住を考えている人がテレワークを試しながら宿泊、滞在できる施設「ＷＥＥ

Ｋ神山」がある。部屋は仕事がしやすいようになっているだけではなく、鮎喰川が一望でき、神山

町の自然を感じることができる。 

 

【神山塾による関係人口や移住者の増加に向けた取り組み】 

関係人口や移住者を増やすために、厚生労働省の求職者支援制度を活用した人材育成事業

「神山塾」が実施されている。神山塾では、地域行事の手伝い等をしながら、地域の課題解決や

地域活性化について学ぶことができる。企画進行の実践を通じて、イベントプランナーやコーディ

ネーターを養成することを目的としている。２００名を超える卒塾生の中には、神山町で就職や起
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業をする人も多い。 

 

【まちを将来世代につなぐプロジェクト】 

神山町は、地方創生の流れを加速するために、神山町創生戦略「まちを将来世代につなぐプロ

ジェクト」、略して「つなプロ」を策定した。計画の策定は、政府の方針を踏まえ、地域住民や各種

業種体の意見を反映させるために、４９歳以下の２８名で構成されるワーキンググループを結成し

た。様々な意見を集めるために、行政職員と住民、男女、町内出身者と移住者がそれぞれ半々に

なるようメンバーを集めた。策定メンバーがどのように計画に関わるかも含めてワークショップ形

式で協議を進め、２０１５年１２月に「つなプロ」が完成した。１期５年で、１期ごとに大幅な計画の見

直しを行っている。 

「つなプロ」のすまいづくりの施策領域には、空き家利活用に関する取り組みがある。「すみはじ

め住宅」は、その中の一つであり、移住希望者がトライアル的に入居できる賃貸の物件である。 

元々民家を改修した「寄井の家」は店舗と住居を併用している物件で、２階がお試し用の住宅

で、１階がコーヒー豆の量り売りのお店になっている。１階のお店は町内外からのお客さんが来る

人気店となっているという。古民家を改修した「すみはじめ住宅 西分の家」はシェアハウスとなっ

ており、単身者や夫婦、親子でも利用できる物件となっている。１階部分には共有のサロンが設け

られており、そこで交流がうまれ、人間関係が広がることにも期待している。 

また、新たな住宅の整備を検討する中で、子どもの数が減少していることで、放課後の遊びを

通じた、子ども同士が交流する機会の喪失、少子高齢化によるいびつな人口ピラミッドを改善す

るために、子育て世帯の転入を増やすための取り組みも展開している。 

これに基づき、子育て層世帯に向けた集合住宅と、広場や文化施設が併設された「鮎喰川コモ

ン」の整備を行った。住宅は家賃が月４５，０００円で木造の二階建ての長屋になっており、町の工

務店でも建てられるサイズのものになっている。文化施設は誰でも無料で使用でき、子供の放課

後や休日の居場所や、地域の人が気軽に立ち寄ってもらえる、まちのリビングのような場所になっ

ている。また、神山町産の木材が多く使われており、この時に地場産材の利用が進むように認証

制度を整備した。この取り組みが評価され、２０２１年にグッドデザイン賞を受賞した。 
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一般社団法人神山つなぐ公社が携わった「住みはじめ住宅」 

 

出所：筆者撮影 

 

大埜地集合住宅 

 

出所：筆者撮影 

大埜地集合住宅は、子育て世代向けの集合住宅である。 

 



 217 

 

【神山つなぐ公社による官民連携】 

「つなプロ」の計画を実行していくときに、行政のみ、民間のみで進めた場合には、それぞれに

デメリットがあった。そこで神山町では「つなプロ」を行政と協働で行う団体「一般社団法人神山

つなぐ公社」を立ち上げた。２０～３０代を中心とした若いメンバーで、町役場から出向している１

名を除き、専任のスタッフで構成されている。つなぐ公社は「つなプロ」の計画実施のための委託

費用が主な収入源となっている。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【実行を見据えた計画策定】 

「つなプロ」は、当時の町長の「今回の計画は立てるだけではなく、必ず実行に移す」という強い

意志のもと計画策定を行ったことによって、計画が絵に描いた餅にならずに実行できた。また、行

政だけで実行していくと、機微に動くことや思い切ったことができないというデメリットがある。神

山つなぐ公社を立ち上げたことは、神山町が地方創生を実現できている大きな理由になっている。 

④ 今後の課題や展望 

【神山つなぐ公社の独立】 

現在、神山つなぐ公社は行政からの委託業務で事業を進めている。しかし神山町は、公社が継

続するためには、公社自身が自主財源を確保していくことも必要と考えている。３期目からは、町

の財政だけで動かしていくのではなく、公社自身が自主財源を確保しながら、より健全な形で事

業を運営していけるようにすることを、公社と町が一緒に考えていく必要があるという。 
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⑤ 現地見学より 

古民家をリノベーションした店舗等が点在する通り 

 

出所：筆者撮影 

 

通りの様子 

 

出所：筆者撮影 
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出所：神山町提供 

 

 

出所：神山町提供 

「神山」という地名に負けないほどに、神々しい景観が見られる、山間の町である。 
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神山町では、ＮＰＯ法人グリーンバレーの取り組みと行政の支援、神山つなぐ公

社がしっかりと嚙み合っていることで、企業や移住者の呼び込みに成功している。

グリーンバレーは今でこそ移住者が運営を行っているが、発足時は神山町出身者

によって作られた団体であった。そのような背景から、地域とのつながりが強く、移

住者と地域住民とのハブにもなっている。一方の行政は「つなプロ」の策定の際に

町長自らが先頭に立って、実行を重視して動いてきた。民間団体と行政の協働に

は、地元に根付いた団体と実行を見据えた行政の組み合わせが重要になると考え

る。このことは空家法改正によって制度が作られた、空き家等管理活用支援法人の

選定においても重要な視点になる。 

また、神山つなぐ公社の存在は「つなプロ」を実行するために重要である。行政だ

けで行おうとすると、様々な規制がありできることが制限される場合もある。神山つ

なぐ公社は、そのデメリットを補う役割を持っている。それぞれの団体ができるこ

と、できないことがあり、それを補い合うことが協働の目的である。神山町ではそれ

をＮＰＯ法人グリーンバレー、行政、神山つなぐ公社の中で行うことが可能となって

いる。これを実行するためには、それぞれがどのような役割を担うことができるかを

把握することが重要である。 

本事例は、計画を「立てて終わり」にせず、確実に実行していくために有効な仕組

みを考えるうえで参考になる。そして、行政と民間団体が協働して、空き家問題の

対策を行う際の指針になり得るものである。 

（３）考察 
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【事例１０】 暇と梅爺 

 

 

（１）事業の概要 

運営会社 暇と梅爺株式会社 

対象地域 東京都墨田区京島 

開始時期 ２００８年（２０１９年に暇と梅爺株式会社を設立） 

事業内容 京島エリアで古い空き長屋をメインにサブリースを実施 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

「京島地区に残る古き良き生活文化を自らの手で守りたい」という思いから、京島エリア

の空き長屋をリノベーションし、活用したい人とマッチングするサブリース業を行っている。

地域で活動する人の増加、地域文化の維持に貢献している。 

② 事業の特徴 

「古い物件でも、地域特性や歴史を活かせば、活用希望者は現れる。」と考え、一般的な

リフォームでは対応できない古い長屋を扱う。また、転入者や、この街で仕事をしようとする

若者に、地域活動の楽しさを気づかせる事業である。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

空き家活用者の活動に対して地域住民から反応が返ってくることが京島地区の魅力の

一つであり、当事業をドライブさせる要因ともなっている。そんなコミュニティーを作ること

ができれば、あらゆる地域で本事業のような活動が可能。 

④ 今後の課題や展望 

暇と梅爺は、移住者と地域の窓口となっているが、さらに双方がコミュニケーションを取

れる場が必要と考えている。また、自ら立ち上げた財団法人が所有する土地や建物を１００

件程度まで拡大し、文化を継承していきたいと考えている。 

⑤ 現地見学より 

アート作品の展示等、地域で活動している人の作品に触れることができる場所を提供し

ていることが特徴。また、非常に古い物件も多かった。暇と梅爺代表と移住者とが密にコミ

ュニケーションをとっていたことも当活動を象徴する出来事だった。 

 

＜地域的・流通促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ストックの維持 

⑧空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑨売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 
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【考察】 

暇と梅爺は、地域の人々と新しく入ってきた人々とのハブになっている。地域住民や空き家

所有者の門戸を広げさせる効果があり、またそれによって、この地域に来たいと思う人々も増

えている。またハブは地域内のコミュニケーションを促進し「打てば響く」状態にするため、空き

家活用者にとって魅力となる。単に空き家を活用するだけにとどまらず、地域活性化のハブの

役目も担っているという点が、我々が学ぶべきポイントである。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業を開始した背景】 ～古き良き京島地区、自らの手でその生活文化を守りたい～ 

代表の後藤氏が京島地区に移り住んだ際に、京島地区の古き良き長屋文化が失われてはいけ

ないという思いが芽生え、自らが使う住居兼活動拠点として人が集まれる場所を作ることを企画

した。商店街の一角にある物件の一階をカフェにすることとし、カフェを始めたいという友人に声

をかけると「カフェはやりたいが料理はしたくない。夜は休みたい。」ということだった。その友人だ

けでは成り立ちそうになかったため、夜にバーをやりたい人、料理をしたい人を集めてシェアカフ

ェのような形にしていった。その時は１軒の運営を行うのみであった。１軒目を始めて以降、地域の

つながりをもとに２軒目、３軒目と増えていった。４軒目あたりまでは仕事として行っていたわけで

はなく、本業の映像の業務の傍ら行っていたという。２０１９年頃には映像の仕事を辞めて、物件の

運営を行う方針に転換し、暇と梅爺株式会社を設立した。その際にシェアカフェを事業化し、創業

融資の調達を行って、一気に物件の改装を行った。 

 

  



 223 

 

１軒目に始めたシェアカフェ 

 

出所：筆者撮影 

 

【事業スキームの特徴】 

～人と人とのつながりが人を呼ぶ リノベーション・サブリース・アトリエ～ 

京島地区における長屋等、活用されていない古い建物についてオーナーに交渉し、賃貸契約を

行う。その後、活用のためのリノベーションを行う。物件によって、最初に全てのリノベーションを

行うものと、一部リノベーションを行った後に活用者が自らリノベーションを行うものがある。自社

で全てリノベーションする場合は１，０００万円程度で、それ以外は百数十万円程度のリノベーショ

ン費用が掛かっている。リノベーション後、その物件を活用したい人に転貸し、サブリースを行う。

活用者の募集についてはＦａｃｅｂｏｏｋのグループがあり、そこに投げかけるとグループに参加して

いる地域の人たちから活用したい人を紹介してもらえるような仕組みができている。物件が出る

のを待っている人たちも常に数人はいる状態である。また、東京Ｒ不動産にて物件情報の掲載を
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行っている。 

他の事業者と差別化できる点は、入居者はレンタルスペースやレンタルアトリエを活用できるこ

とである。そこで作品を作るための場所と発表する場所を一貫してサポートできる。 

 

【実績】 

京島エリアにおいて２０拠点程度を手掛けている。また、１軒目に始めたシェアカフェにおいて、

１００組以上の店長が店を開き、２０組の店長がその後、独立している。 

② 事業の特徴 

【昔ながらの長屋が残る京島地区】 

京島地区は戦災の被害が少なかったエリアであるため長屋等の古い建物が数多く現存してお

り、昔の街並みが残されている。その一方で、木造の建物が密集しているため、防災上の問題を

抱えている地域でもある。そのため不燃化の促進や道路拡幅の施策が多く行われている。 

 

【使い古された長屋の活用】 

暇と梅爺は、京島地区の長屋を活用している。活用してきた物件は長年空き家となり放置され

ているようなケースと、長年使われてきて入居者が亡くなった、あるいは事業を辞めたことで入居

者がいなくなった物件が、それぞれ半分程度ずつである。どちらにしても、何十年も使われ古くな

っており、一般的なリフォームでは対応できないような物件を扱っている。また、１軒を除き、専ら

長屋を扱っており、その１軒も元は長屋で切り残ったものとなっている。物件のは、自ら見つけたり、

使われていない長屋の所有者に自ら交渉して調達している。最近では、所有者や不動産屋、墨田

区の空き室対策室から「暇と梅爺なら活用してくれるのではないか」とのことで活用依頼が来るよ

うになっている。依頼が来た物件はエリア外であるものを除き、老朽化が原因で断ることはないと

いう。それは暇と梅爺が「古ければ古いほど価値がある。地域の特性と歴史を活かせるのであれ

ば、必ず活用しようとする人が現れる。」と考えているからである。実際に古い雰囲気が残ってい

る物件は特に人気物件である。 

活用は基本的にサブリースで行っているが、暇と梅爺の事務所が入っている物件のみ自社が

所有している。また、サブリースの物件のうち、協力会社に買い取ってもらい、サブリースにしてい

る物件も存在する。 

長屋を扱うにあたって難しいのは、リノベーションで耐震化するとしても墨田区の耐震補助金

の制度が使えないことがほとんどであるという点である。長屋の他の人の了承を得る必要があっ

たり、連棟（複数の建物がつながって１つの住宅として登記された物件）のために耐震計算が正確

にできなかったりすることがネックとなっている。また、元々の耐震性能が低い物件であるがゆえ

に、性能を大幅に上げたとしても新築と比べると低い数値になってしまうため、大丈夫なのかとい
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うクレームもある。リノベーションの内容等を全て伝えることができればまだ良いが、そのような説

明の場もないため、単に古い物件を活用しているように思われている部分もある。 

 

【長屋を活用する人の特徴】 ～京島地区の「新たな一歩」は、創造的な人々を魅了する～ 

京島地区で長屋の空き家を活用したいという人は基本的に関東圏の人が多い。また、海外か

ら戻ってきた人が、地元には戻らず東京で面白いところを探しているケースもある。フリーランス

のクリエーターも多い。フリーランスにとって、入居時の審査は大きな障壁である。本事業では、

入居者の審査を行っていないため、フリーランスの人でも入居が可能となっていることが、そのよ

うな人達の入居者が多い理由の一つとなっている。また、コロナ禍で、来る人が変わってきている。

例えば、南青山でレストランをしていて、新しい事業は下町で展開したい人や、六本木でシェアオ

フィスをしてきたが、地域に関わりたいので下町の物件を探している人等、既に事業を展開してい

る人たちが新しい土地を探して来たようなケースが増えている。 

 

【地域と移住者との関わり】 ～暇と梅爺が生み出す移住者と地元住民との調和という価値～ 

移り住みにくる人に対しては、地域に受け入れてもらえるように、町内会や商店街の組合に入

るよう促している。また、地域の人からも「あの人は誰なのか。」等の問い合わせを受けることもあ

る。その中には、暇と梅爺が関わっていない案件に関するものもある。暇と梅爺は、地域の人にと

って、移住者が入ってきた際にまずは問い合わせる窓口の役割を担うほど、地域での存在感が増

している。 

新しく地域に入ってきた人が地域の活動に取り組む事例も見られるようになっている。２０代～

３０代の若い世代の中で、この街で仕事をしようという人たちが、地域活動に参加することの楽し

さに気付き始めている。どこでもやっているような防災訓練等の活動ではなく、厳しいルールのあ

る地域の特殊な活動等に挑戦することに面白さを見いだしている。そのような人達には、街の中

で何か役割を持ちたいと考えていたり、コミュニケーション能力が高く、周りとつながることが容易

にできるという特徴がある。 

 

【まちに関わるプレーヤーの存在】 ～地域に溶け込む若者たちの力強さ～ 

研究で暇と梅爺の活動に関わった学生が、卒業後にこの街で活動するようになった事例がある

という。そのような人が地域住民との窓口になる等の働きをしている。また、東京Ｒ不動産とのイ

ベントで「アシスタント募集」とサブタイトルを付けてもらったところ、実際にそのイベントに参加し

ていた学生がアシスタントとして入ることとなった。その後、彼らは地域の案内役になったり、八島

花財団（後述）の立ち上げメンバーになったりしている。その他にも多くの大学生が活動に参加し

ている。こちらから働きかけたわけではなく、様々な窓口からの参加がある。この動きについて「ど

のような地域でも学生は社会と関わることができる場所を探している。外からは地域として受け

入れてくれる窓口があるか、地域とのつなぎ役が誰かということは分からない。そういう人が地域

にいて、ちゃんと外から分かるようになっていれば、どの地域でもプレーヤーは入ってきてくれる。」
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という。 

 

【すみだ向島ＥＸＰＯから広がる空き家の活用】 

年に１回、１カ月程度の期間ですみだ向島ＥＸＰＯ（以下「ＥＸＰＯ」という）を開催している。日常

的にこの街に存在しているアート活動を見せることがこのイベントの目的である。そのため、参加

者の８割がこの街に関わっている人達である。 

もう一つの目的は、新しい人を受け入れるきっかけづくりである。ＥＸＰＯに参加することで、こ

の地域の知り合いが増えたり土地勘がついてきたりすると、周囲の協力や集客も期待できるよう

になる。そうなると他の地域よりもイベントをしやすくなり、ＥＸＰＯが終わった後にもこの地域でイ

ベントを行うようになる。 

ＥＸＰＯ後にカフェを使ったイベントが多く開催されていた。カフェの中で壁に絵を飾り、何軒か

周遊するような形で行われていた。カフェにはお客さんのコミュニティーが既に存在しており、集

客等の点で安心感を持つことができる。何か新しい拠点を作らなくても、既にあるカフェや飲食店

にそういうことを１カ月、１週間でも開ければ、そこにギャラリーが生まれる。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【地域活動の広がりへの寄与をもっと評価しよう】 

暇と梅爺は、現在の空き家活用支援やその評価において、物件の波及効果に着目しているも

のが存在しないことが課題であると考えている。最初に作ったシェアカフェは、その１軒だけを見

れば単なるカフェであるが、そこに人が集まり、活動が行われることで、地域に人を呼び込むこと

ができている。この１軒が無ければ、その後の２０軒、３０軒は存在しなかったかもしれない。そのよ

うなハブになるような場所や人が何人かいるだけで、一気に人が集まってくる。行政はそのような

点に着目して支援することが必要だと考えている。暇と梅爺の活動は、事業として進めることがで

きている。一方で、地域に価値を生み出しているにもかかわらず、事業として継続することは厳し

いようなプレーヤーが多く存在する。そのような人の活動や広報の支援をすることで、１０年かかっ

ていた空き家活用事業が２、３年で進むようなことが起こり得るという。 

 

【打てば響く地域づくりが人の呼び込みには重要】 

京島地区に移り住んできた人に話を聞くと、この街の魅力には、古い建物があることや、歴史が

あることだけでなく、自分がやっていることがまちに響いているという手ごたえがあることだ、とい

う声を聞く。他のまちでは活動していてもイベントをやっても響いた感じがしない。京島地区では、

例えばたまに怒られるということも含めて、自分がやっていることに関心を持ってもらえるというこ

とを、面白く思ってもらえている。アーティストでも、お店を開くにしても、皆自分の表現するもの

の手ごたえを探している。そのような人たちにとっては、打てば響く地域は魅力的な場所である。
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数の大小はあれど、日本ではどこにも地域コミュニティーは残っている。コミュニティーが残ってい

れば、新しいものを投げかけた時にある種の反応が返ってくる。そのような場所を作ることができ

れば、どの地域でも暇と梅爺の活動は再現できるであろうという。 

 

【空き家活用はコミュニティーを作るきっかけにもなる】 

空き家が増加することで、生活文化の空白ができることが問題である。空き家が埋まったとして

も生活文化の空白が埋まらないようでは問題である。地域に魅力を感じ、打てば響く地域コミュ

ニティーを面白いと感じる人に入居してもらうことで、文化の継承に寄与することができる。そして、

そのような人々が空き家を活用することで、コミュニティーとつながるきっかけとなる場所ができ、

そこでの活動が蓄積してゆく。 

④ 今後の課題や展望 

【地域と移住者との関わる場所を広げる必要がある】 

暇と梅爺が移住者と地域との窓口となっていたり、移住者自身が地域の人と関わっていたりも

するが、移住者と地域住民の間には、依然溝があることは否めない。地域の人にとっても、移住者

が少なかった時期は地域が大きく変わるということを考える必要はなかったが、移住者が増える

につれて「人が増えていくと地域が変わってしまうのではないか」という不安を持つようになってき

ている。今後はお互いがコミュニケーションを取れるような場が必要となってくるため、そのような

場づくりに取り掛かっているところだという。 

 

【財団が不動産を所有することで、地域独自の生活文化を継承してゆく】 

暇と梅爺では、地域の土地建物を保有・管理・運用すること等を通じて地域に独自の生活文化

を継承することを目的に、非営利の財団法人がどこまで機能するかを挑戦してみたいと考え、非

営利の財団法人が地域の土地建物を１００軒程度所有する未来を目指している。既存の大家や

地主とも協力しながら地域に根ざした運用方法を模索しながら土地や建物の値段を自分たちで

コントロールできるようにして、まちが求めている人材に対し、独自の支援ができるような未来で

ある。 

暇と梅爺は、コミュニティー財団やまちづくり財団のような地域に根差した財団として、八広、京

島、向島、文花、立花の界隈の名前を元とした、八島花文化財団を設立した。クラウドファンディン

グを行い、２００人程の支援者とともに立ち上げた。また、２０２３年１０月より、メンバーシップと呼

ばれる会員も募集しており、会員になることで事業活動への参加やイベントの優先案内等の特典

がある。その先に「皆で大家・地主になることについてどう思うか」という提案を投げかけていこう

としている。今の大家・地主とも一緒にやっていく必要があるが、理解してもらうのが難しい内容

であるので、慎重に進めている。 
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出所：八島花文化財団ＨＰ 
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⑤ 現地見学より 

 

出所：筆者撮影 

「暇と梅爺」のアーティスティックな事務所。唯一の自社所有の物件である。大家が売りたい意

向を持っていたため、話し合いの結果買い取ることになったという。  
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出所：筆者撮影 

暇と梅爺による京島長屋のリノベーションの一例。事務所のはす向かいにあるこの物件は、

元々長屋であった建物をリノベーションしている。 

 

  

出所：筆者撮影 

中はネパール料理屋とアート作品の展示場になっている。この物件のように、地域でアート活動

をしている人の作品に触れることができる場所を提供している点が暇と梅爺の特徴といえるだろ

う。 
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出所：筆者撮影 
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出所：筆者撮影 

現在、リノベーションを手掛けている物件も見せていただいた。中は床や壁が剥がれているよ

うな物件であったが「このような物件でもリノベーションをして活用したいという人が現れる。」と

のことであった。 
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出所：筆者撮影 
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出所：筆者撮影 

２軒並んでいる長屋の左側は「バーバーアラキ」の看板はそのままに工芸品を販売する場所と

して使われていた。右側は活用者が決まっており、リノベーション作業中であった。 

 

この物件を見せてもらっている際に、後藤氏が活用者の方（この方もアーティスト）と、どのよう

にリノベーションするかを議論したり、廃棄物の処理を手伝ったりしていた。その姿が非常に印象

的であり、血肉の通った付き合いを感じた。このような信頼関係が、暇と梅爺のような地域密着型、

個人と個人のネットワークで広がっていくような事業を行う者にとっては、核心的な要素なのだろ

うと思われた。 
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出所：筆者撮影 

最後に後藤氏が１軒目に手掛けたシェアカフェを案内していただいた。現在も日替わりで複数

の店長が営業している。 
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通常は、物件の状態が良い方が活用されやすいと考えられるだろう。しかし暇と

梅爺では、長年使われて古くなっている空き家を積極的に活用している。その大本

には「この地域の特性を活かせば活用したい人が必ず現れる」という思いがある。

何かをしたいと思わせるような理由を作ることができる場所であれば、どのような

空き家であっても活用されるということである。すなわち空き家活用に重要なポイ

ントは、物件がどのようなものであるか、ということではなく、そこで何をしたいかと

いう「目的」があるかどうか、そしてその目的がどんなものであるか、という点では

ないかと考えられる。 

そのような場所にするために必要なものは、本文で触れたような「打てば響く」地

域の魅力ではないだろうか。暇と梅爺の活動では、地域と移住者との関わりを重要

視している。また、既に移住している人だけでなく、将来の移住者が地域に関わるこ

とができる場所にもなっている。それによって、地域の人と新しく入ってきた人との

つながりのハブになっている。そのような状況を作るためには、少なくとも事業者自

身がその場所に根付くことが必要であろう。実際に、現地を案内していただいてい

る際にも、後藤氏が地域の人や空き家の活用者の方と親しげに話している様子が

幾度となく見られた。このような積み重ねによって、地域内でのコミュニケーション

が促進され「打てば響く地域」が醸成されてゆくのだろう。 

また、暇と梅爺代表の後藤氏は元々映像関係の仕事をしていた。後藤氏だけで

なく、暇と梅爺に関わる人々には、アーティストの方々が多い。「アーティスティック

な感性や価値観を持った人達に空き家活用がフィットするのであろう」ということを

感じた。 

本事例は、長年使われてきた古い物件が多い地域において、空き家活用を進め

ていくには、その場所に根差した活動や、アーティスティックな感性に訴える活動が

重要である、というポイントを示唆していると考えられる。 

（３）考察 
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京島地区の様子 

 

出所：筆者撮影 

幹線道路から少し離れるとこのようなエリアが現れる 

 

京島地区の商店街「キラキラ橘商店街」の様子 

 

出所：筆者撮影 

古き良き昭和の雰囲気が漂う。 
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【事例１１】 ヤドカリプロジェクト 

 

（１）事業の概要 

運営会社 株式会社リージョン・スタディーズ 

対象地域 静岡県浜松市中央区鴨江（かもえ） 

開始時期 ２０１６年 

事業内容 
空き家を長期優良住宅並みに改修し、居住してから売却。転売収益を次の空

き家の改修に使う。このサイクルを繰り返す。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

株式会社リージョン・スタディーズ代表の白坂氏は、前の世代がコストをかけて築いた

家が、さらにコストをかけて解体されることに対して、違和感を覚えていた。そこで、空き家

を買い取り改修して、高い資産価値を持つ建物に変え、設計者自ら居住して転売するサ

イクルを構築した。当事業は、空き家の長寿命化に着目し、資産価値が認められない安い

物件でも、改修による建物の質の向上が図られれば、転売時利益を高く出すことができる

ことを証明している。 

② 事業の特徴 

白坂氏が購入する空き家は、資産価値を認められず解体費用だけがかかる「負の遺

産」と認識されている。白坂氏はあえてそのような物件を選ぶ。一般に認識されている空

き家の価値（負の遺産）と、白坂氏がもたらす価値の乖離が、当事業の利益となっている。 

③ 空き家等問題の解消に向けて 

空き家を市場に出すためには、相続した所有者の空き家活用への理解を促進すること

が重要。また、性能を向上させるリフォームにより、付加価値を高めることができる。 

④ 今後の課題や展望 

現状では、金融機関が空き家活用に対して理解を持っているとは言えず、空き家活用

をする事業者にとってその点がボトルネックとなっている。 

⑤ 現地見学より 

「竪穴の家」の屋内は、古い柱梁や欄間等の古材を活かしたリノベーションとなってい

た。窓を閉めるとほとんど外の音は聞こえず、遮音性が確保されていることが実感でき

た。また、夏や冬には断熱性能の向上が実感できるとのことであった。 

 

 

＜地域的・流通促進＞ 

①地域の活性化・地域づくり 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ストックの維持 

⑩ストックの掘り起こし 
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【考察】 

資産価値が認められない安い物件でも、長寿命化しお墨付きを得られれば、転売時の利益

は高く出すことができる。あまり着目されていないが、このことを実現している優良な事例であ

ると言える。 

また、当事例では、空き家自体は非常に多いにもかかわらず、空き家を購入することは難し

いという実態も明らかになった。空き家になりそうな物件が相続時に適切に市場に出るような

施策が望まれる。 

そして、一般の居住者であっても「一生の買い物として一軒家を購入して住み続けるのでは

なく、ライフステージに応じて一軒家をリノベーションしながら転居し続ける」ことができれば、

当事業を横展開可能である点も見逃せない。 

住宅の空き家活用の多くは、古民家や長屋といった「建物が元々特別な歴史的価値を持っ

ている」場合が多い。当事例は「普通の住宅」を対象に成り立っている点で貴重である。また、

特別な組織や行政の働きかけを必要とせず、業者や居住者が「価値観を変える」ことで実現可

能となる取り組みであると言える。このような取り組みを広めるには「ライフスタイル・価値観の

転換を広める」「一戸建て中古物件のリノベーションによる活用の価値を認める人を増やす」こ

とがポイントとなるであろう。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～空き家リフォームの優位性を自らの実践で証明～ 

株式会社リージョン・スタディーズ（白坂隆之介建築都市設計事務所）代表取締役の白坂氏は、

２０１６年に独立し、結婚を機に郷里の浜松にＵターンした。その際、自ら建築設計を行っているこ

ともあり、何か中古物件を改修して面白いことをやりたいと考え、２０年以上も空き家だった民家

を買い取ったという。将来高値で売却できるように、大規模なスケルトン・リフォーム71を行い、断

熱性や劣化対策性能等の住宅性能を向上させて資産価値の高い建物にした。この建物は設計者

自身の事務所兼自宅となった。売却時の売上で次の空き家を購入し、再び改修して自ら利用し、

やがて売却するというサイクルで「ヤドカリプロジェクト」が始まった。 

白坂氏の地元である鴨江エリア72には、空き家が多く発生するものの、その多くは売買されず

に解体される。理由は、空き家の資産価値が評価されないために、所有者に「残しても無駄だろう」

という固定観点が存在するためであるという。白坂氏は、前の世代がコストをかけて築いた家が、

さらにコストをかけて解体されることに対して、違和感を覚えていた。 

 

 
71 床、壁、天井を全て取り払って、躯体のみの状態にして、間取りから造り直す大掛かりなリフォ

ーム 
72 静岡県浜松市中央区鴨江（かもえ）。JR 浜松駅や浜松城まで徒歩 17 分程度に位置する。 
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ヤドカリプロジェクトは浜松城周辺に広がる住宅地において展開している（左） 

音楽の街 浜松（右） 

  

出所：筆者撮影 

 

既存住宅現況検査技術者資格取得のため講習を受けたところ、国も同じ問題意識を持ってい

ることが分かった。住宅投資累計額と住宅資産評価額の差が年々拡大し、全国で約５４０兆円の

資産価値が喪失している。この問題に対処するため、国は建物評価手法を見直して、改修による

建物の質の向上が評価に反映できるようにした。通常、築年数が経過するにつれて住宅の残存価

値も下がっていく。しかし、建物が劣化しても適切に補修されれば、新築に近い評価ができるよう

になった。 

例えば空き家の場合、従来の評価手法では改修しても資産価値が２．１万円／坪だったところ、

見直し後は、改修すれば７４．０万円／坪の評価ができるようになった。空き家を改修し、高い資産

価値で市場に戻していくことができれば、喪失した５４０兆円の評価損も少しずつ取り戻せると考

えた。 

１軒目の実践である平屋の「がんばり坂の家」は、２０１６年に不動産情報サイトで見つけた。築

後５７年（当時）の木造平屋建て（空き家）付き土地として購入した。この物件はちょうど代表者自

身の中学校の通学路沿いにあり、市内で最も安い物件だった。売値は３００万円だったが、解体

費用が約１２０万円程度かかると思われると売主側に伝え、その分減額してもらい１８０万円で購

入した。改修は、ほとんどの壁をはがして、全ての骨組みの状態を確認して行った。全ての劣化部

分を解消して、ガルバリウム73の波板と胴縁を組み合わせて、通気層を確保しながら外壁を張り

直していくことで、既存住宅の劣化対策等級３を取得した。資産価値を上げるために建物の耐用

年数、償却年数を上げる必要があり、劣化対策等級３まで耐久性を向上させた。 

 

 

  

 
73 1972 年にアメリカ合衆国のベスレヘム・スチールが開発したアルミニウム・亜鉛合金めっき鋼

板の名称。高い防食性を有する。 
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「がんばり坂の家」のスケルトン・リフォームの様子 

 

出所：株式会社リージョン・スタディーズＨＰ。現在は個人宅のため非公開。 

 

転売後の需要を考えて、間仕切りを取り払いほぼワンルームにした。そうすることで後の使い勝

手が良くなると同時に、自分たちが暮らす上でも便利だと思った。 

２０１８年に工事が終わり、白坂氏の自宅として使用しながら、自分たちだけで使うのはもったい

ないので、できるだけ地域の方もお呼びして使うことを考えた。近隣の人たちに自分の活動を周

知するため、料理教室、ヨガ教室、ジャズライブ、オカリナコンサート等さまざまなイベントを実施し

た。 

２０２１年「がんばり坂の家」を売却し、２軒目の実践、２階建ての「竪穴の家」に引っ越した。「竪

穴の家」は「がんばり坂の家」から徒歩８分のところにある。基礎を補強し、耐震性能を上げ、躯体

の状態を確認しながら長寿命化した。２０２３年に工事が完了し、現在は自宅兼事務所として利用

しているが、地元事業者とシェアして運用も行っている。 
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２つ目の実践「竪穴の家」の外観 

 

出所：筆者撮影 

 

【事業スキームの特徴】 ～新築レベルのリフォームで新築より３割安く住み替える～ 

白坂氏によれば、空き家を長寿命化して新築同然のレベルまで改修するのにかかる工事費は、

新築工事費の統計上の平均値の８割程度であるという。また、解体して新築する場合、解体費用

に新築工事費の１割程度がかかる。したがって、空き家を新築同然のレベルまで改修するための

費用は、解体・新築の場合と比べて概ね３割安くなる。一方で、ヤドカリプロジェクトは、長期優良

住宅等の認定を取得できるように改修するので、資産価値の査定額が上がり、売却時に新築との

差がより小さくなる。将来を考えれば空き家の改修の方がより有利となるのではないかと期待し

ているという。１軒目の実践「がんばり坂の家」の売却時利益率は２２．７％に達した。補助金を抜

いて２５％くらいを目指したいが、それでも通常の設計監理業務は工事費ベースで１０～１５％と

いわれているので、高い水準といえる。インスペクションや既存の建物の実測、性能評価や補助

金対応等の手間がかかっているが、ヤドカリプロジェクトはこれを対価に換える仕組みと言っても

良い。 
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事業のスキーム図 

 

出所： 株式会社リージョン・スタディーズ説明資料 

 

街中に空き家が多く存在し、その１つを購入して改修し、居住しながら買いたい人が現れたら売

却し、次の空き家に引っ越す。売却の利益があるから、その利益を元手に次の空き家を改修して、

居住したのちにまた売却する。このような購入・改修・売却を繰り返すサイクルが確立された。 

１軒目の「がんばり坂の家」は住居兼事務所として登記され、その工事費は事業融資で確保さ

れた。利率が１．７％だった。２軒目は１軒目の売却益を工事費に充当しつつ、足りない部分は金融

機関のリフォームローンを利用した。この利率は１．２％だった。融資額は５００万円で、１５年間で

返済する計画である。月々約３万円の返済額が生じるが、その返済の原資は「竪穴の家」の１階の

リビングの時間貸しの収入から捻出する。時間貸しは、ヨガ教室、お花の教室、美術作家の個展、

地元高校のワークショップ等、多岐にわたる活動に使われている。このような仕組みにより、工事

費の自己負担を最小限に抑えつつ、改修工事が順調に進行している。 

 

「竪穴の家」にて地域活動を行う様子 

 

出所： 株式会社リージョン・スタディーズＨＰ 
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白坂氏によれば、本スキームの収支上のメリットは他にもあるという。家賃がかからないこと、

補助金が使えること、減税制度が使えることである。最も注目しているメリットは、譲渡するときの

譲渡所得がマイホームの場合免税対象になるということである。国税庁の規定で、自宅を売却す

る際の利益に関する３，０００万円の特別控除がある。通常の不動産の売却だと、利益が出たらそ

の利益に対して２０％～３９％の所得税が課税される。ヤドカリプロジェクトは自宅のため、その分

の課税が回避できる。これも本事業が成立できる重要なポイントである。 

「がんばり坂の家」は事業用だったので、短期での売却を目指していたという。２年を期限とす

る手形貸付による事業融資を受けていたので、２年プラスアルファでの売却を想定し、実際には３

年くらい住んでいた。「竪穴の家」では長めに居住するつもりとのことである。住宅ローンを利用

する側面もあり、具体的な売却時期は決めていないが、４～５年程度は住むのではないかと思っ

ている。家族と共に過ごす生活の拠点はしばらく「竪穴の家」におき、仕事の拠点である設計事務

所は空き家を転々としていってもいいと思っている。 

 

【実績】 

 浜松鴨江にある２軒のほか、金沢に１軒、計３件の実績がある。金沢の事例は、代表者の奥様が

オーナーになっている「オーナースキーム」と呼ばれ、リージョン・スタディーズは設計監理者として

関与している。 

② 事業の特徴 

【対象とする物件の特徴】 ～「負の遺産」を「お得物件」に変える「目利き力」～ 

白坂氏は、地元を大切にしたいという考えから、町内で空き家を探していた。「がんばり坂の家」

を見つけたときは、不動産屋のサイトで探したが、二つ目の物件として、浜松市内で一番安い物

件を不動産サイトで探すと、離れた場所になってしまう。せっかく一つ目の空き家を改修してそこ

に住み始め、周りのおじいちゃん、おばあちゃんが「若い人が入ってきてくれた」と喜んでくれたの

に、どこか遠くに引っ越してしまうことが申し訳ないと思ったという。また、一つ目の物件があった

鴨江という地域を捨てるようなことはできないと思い、鴨江という狭いエリアに集約して地域の価

値向上を目指していくことにした。 

２軒目の空き家を探そうとした時、不動産情報サイトでは掲載されている物件が限られていた

ため、自ら実際に歩いて道路沿いを巡り、約５０軒の空き家と思われる家の登記情報を調査し、所

有者の住所を特定、そのうち約１０軒の所有者との直接交渉を試みた。そのうち１軒が「竪穴の家」

になったという。 

もう１つのポイントは、設計によって価値を向上させる可能性を模索したことである。「がんばり

坂の家」の南側の１／３程は崖になっており、この崖があるために購入時の価格が非常に安かった。

６０坪程の土地なので、このあたりの相場では１，３００万円程になるが、崖をコンクリートで補強し
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なければいけないと不動産屋が考え、３００万円に下げて売りに出されていた。実際には崖をコン

クリートで補強する必要はなく、建物自体を擁壁で補強する方法により対応することができた。建

築の知識・工夫で利益を高めることができる。 

購入前に床下や天井裏を含めてインスペクションを行い、あまりにも劣化（蟻害や腐朽）がひど

いものは避けている。もちろんインスペクションができない物件は対象外である。また、防災上の

観点から、ハザードマップのレッドゾーンに位置する家、接道条件が不利な物件はできれば避け

たいという。 

白坂氏が購入するのはいわゆる「古屋付きの土地」であって「中古住宅」ではない。古屋すなわ

ち空き家は、中古住宅と異なり、資産価値を認められず解体費用だけがかかる「負の遺産」と認識

されているので、そのような物件を選んでいく。特に「現状渡し」ではなく「更地渡し」の物件を選

び「更地にしなくても良いので、建物の解体費用分安く譲ってください」と交渉して安くしてもらう

という。つまり購入価格は「土地価格－空き家の解体費用」となる。 

 

ヤドカリプロジェクト展開エリアの様子 

 

出所：筆者撮影 

純然たる住宅地である。 

 

 



 246 

 

【コンセプトに共感する人が購入する】 

１軒目の売却時、最初は自分でＳＮＳ等を使い購入者を募集していたが、なかなか集まらなかっ

たため、途中から不動産屋に仲介してもらった。ただ、どんな不動産屋でも仲介をお願いできると

いうわけではなく、プロジェクトに共感し物件の価値を正しく伝えてくれるところにお願いする必

要がある。浜松ではセレクト系不動産を扱う「３６５ＬＩＦＥ」があり、プロジェクト発足時から交流が

あったので、そこにお願いして売却した。売り出した当時はやや高めの価格にしたが、仲介をお願

いしてから５カ月くらいで１回値下げをして、そこから１カ月で成約に至った。 

買主は、元々浜松に勤め浜松に住まわれていた若い夫婦と子ども一人の世帯である。リノベー

ション物件に限定して探していたわけではなく、予算に合致したので興味を持っていただき購入

に至ったという流れであると思われる。その奥さんが設計の仕事をされている方で、このプロジェ

クトに理解・共感もあったという。 

引き渡しに際しては、周辺で白坂氏と付き合いのあったご近所さんを買主に紹介し、建物だけ

でなく近隣関係も含めて引き渡すようなことを行った。白坂氏は「引っ越し先が同じ町内であるこ

とも理由だが、人間関係も含めた理想的な引き渡しができたのではないか」と感じているとのこと

であった。買主世帯と白坂家は、夫婦や子供の年齢が近いこともあり家族ぐるみでの交流が続い

ている。 

購入資金については、地元信金でのローン利用も検討されていたが、信金側で担保価値評価

ができず、結局別の方法で調達された。信金側は将来もしこの世帯が引っ越すことになった場合、

再販してローンを回収できるか考えるが、そこを確信できなかったということである。「住戸面積

が小さい」という点も理由として挙げられていたが、担当の支店長の話では「中古住宅を改修して

も担保価値を高めることは難しい」とも言っていたので、この支店長のような方が金融機関にはま

だまだいるのだろうと思う。 

この経験から、ヤドカリプロジェクトにとっても、空き家問題解決や中古住宅の流通促進にとっ

ても、金融機関の理解不足が一番のボトルネックであるということが身をもって理解できた。新築

では、住宅ローンの審査も慣れており簡単だが、リノベーションについてはまだ理解が深まってい

ない。白坂氏は、少しずつプロジェクトを進めて認知を広げ、他にも実践者を増やす等して、市場

を徐々に変えていき、理解のある金融機関を増やすことが使命の一つだと思っている。 

 

【空き家活用への期待を周囲へ】 

２軒目は「がんばり坂の家」の取り組みを高く評価してくれた所有者のおかげで実現できた。２

軒目の周りにもまだ空き家が残っており「竪穴の家」の改修を見て、徐々に周辺の所有者の理解

が進展することを期待している。現在は、竪穴の家のシェア仲間たちと協力して一緒に拠点を増

やすことを企んでいる。家単体ではなく地域全体を、空き家の活用をきっかけに魅力的に変えて

いくことを考えている。 

鴨江は住宅街だが、住宅ばかりだと日中人がいない。日中人がいないと地域の安全面でも問

題で、今後は職の拠点を住宅街に混ぜ込んでいったほうが良いのではないかと思っているという。 
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本事業は浜松で実践されたが、基本的に長期優良住宅認定や劣化対策等級３等のお墨付きを

得られれば、誰が主体でも実施可能なプロジェクトである。金沢でもヤドカリスキームで空き家を

改修中であり、京都でも知人による空き家活用のご相談に乗っている。ヤドカリプロジェクトを誰

でも取り組めるライフスタイルにして、普及させることで中古住宅市場が変革されていくことを期

待しているという。なお、当スキームの実施主体は設計者等の建築関係業者である必要はないと

いう。一般の居住者であっても「一生の買い物として一軒家を購入して住み続けるのではなく、ラ

イフステージに応じて一軒家をリノベーションしながら転居し続ける」ことができれば、それはヤド

カリプロジェクトと言える、とのことであった。なお、一般の方が取り組まれる場合、長寿命化改修

等の基幹的な技術はハードルが高いので、設計監理契約等により協力体制を組むことが想定さ

れる。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【相続時の活用がポイント】 

白坂氏によると、多くの場合、空き家を利用したいと所有者に交渉する過程で、登記が不正確

であることや、登記は正確でも所有者の理解が得られない等、活用まで至らないケースがたくさ

んあるという。また、今までの経験から鑑みると、相続直後の所有者にはすぐにでも売りたいと考

える傾向があり、その他の場合では、子どもに相続させることを念頭に、放置される傾向がある。

登記を確認することで過去の相続のタイミングが明らかになり、それが交渉における１つの参考に

なるという。 

 

【性能向上リフォームが必須】 

これまで見てきた空き家の多くは戦後間もない時期に建てられた、いわゆる量的拡充期のもの

が多いが、そのような物件は、地面から土台までが低い、通気層がない等、放っておけば朽ちや

すいつくりだという。部屋を片付けただけで建物に何も手を付けずに空き家を活用したり、手を付

けたとしても表面的な部分だけだったりする例が増えてきているが、都市生活の安全性やストック

の良質化を考えるのであれば、きちんと性能向上のリフォームを施すことが必須である。 

 

【行政の取り組みをきっかけとしたつながりの拡大】 

 白坂氏は、市の取り組みである「リノベーションスクール」に、講師として参加した。参加者は何

か事業を始めたいという人が多く、このイベントを通じて、一緒に活動する仲間が増えた。竪穴の

家の活用に際しても、行政との関わりや地元の大学で教えていること等が信頼につながったので、

今後、空き家を探すときに交渉に応じてくれる所有者が増えることを期待しているという。 
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④ 今後の課題や展望 

白坂氏は、リフォームローンを利用するために掛け合った金融機関５行のうち、３行に断られた。

空き家に対する金融機関の理解が依然足りないという課題がある。特に、将来的に売却される際

に、適正価格で売れるのかが、一番問われる部分である。 

金融機関の無理解はボトルネックになるが、それでも時間をかけて探せば理解がある金融機関

は見つかり、何とかなるのではないかと思っている。また、中古住宅のリフォームに対する考え方

について、各金融機関の地域差が存在することも確かである。がんばり坂の家の売却時、浜松の

信金側から「住戸面積の小ささ」がローン不採用の一因として説明されたが、金沢のプロジェクト

で地銀に相談したところ「４０～４５㎡あれば、夫婦＋子供一人の世帯でも問題なくローンが組め

る」ということであった。 

⑤ 現地見学より 

屋内は古い柱梁をあらわし、欄間等の古材を生かしたリノベーションとなっている。見学時に近

くで工事を行っていたが、窓を閉めるとほとんど音は聞こえなくなり、遮音性が上がっていること

を実感した。また、夏・冬には断熱性能の向上について実感するとのことであった。 

 

  

出所：筆者撮影 
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本事業は、純然たる住宅地のリノベーションまちづくりとしては全国的にも先駆

的な取り組みである。商業地ならば、１件良い空き店舗活用の店ができると、自然

発生的に周りに波及していく。また、商業用の建物であれば断熱性も耐震性も重

要性が比較的低い。一方で、住宅の性能向上は容易ではなく、周りへの波及効果

には時間がかかる。しかし、ヤドカリプロジェクトの実践が増えていくことで、その考

え方を受け入れる人も少しずつ増えていき、広がっていく可能性がある。将来的に

このような家を購入したいと思う人を増やし、ウェイティングリストのようなものを作

ることができると、今後の事業が円滑に進むのではないだろうか。 

現状の中古住宅市場においてよくあるリフォームのスキームは、とにかく安い住

宅を仕入れてきて見栄えよく改修し、再び市場に戻していくものだが、これでは非

常に不安である。劣化している部分もあるので、構造耐力が減少して地震時に十

分な耐力が発揮できないリスクがある。本事業のスキームは、このようなリフォーム

とは違い、安い中古住宅の中でも比較的健全な住宅をインスペクションし、床下や

天井裏等を確認しながら選んで仕入れるとともに、仕上げを剥がしてスケルトン・リ

フォームで長期優良住宅のレベルまで改修し、安全で安心な住宅を市場に戻して

いく。このような改修を行うことで資産価値が持続し、転売した後に新しい住まい手

が再度住み替えることも容易にしている。 

また、白坂氏が購入する空き家は、資産価値を認められず解体費用だけがかか

る「負の遺産」である。一般の認識における「負の遺産」の度合いが高ければ高いほ

ど、取引価格は安くなるが、一方で性能を向上させるリフォームをした後の価値は

その度合いに関わらず高めることができる。これが実現すれば、安い物件であるほ

ど、転売時の利益が高く出るということになる。このことを実現していることは、空き

家の良質化を含んだ活用を促進する事例であると言える。 

また、当調査では、空き家自体は非常に多いにもかかわらず、対象となる物件を

自ら歩いて探し、登記を確認して家主を探し当て、自分から話をつけに行かなけれ

ば、空き家を購入することが難しいという実態も明らかになった。白坂氏は空き家

活用を自ら実践する中で、相続直後の所有者には、空き家を手放したいという考え

が強い傾向が見られた。そこで、親から子へ相続をしやすくなるような仕組みを構

築することで空き家を流通させるきっかけづくりになるのではないかと考えられる。 

（３）考察 
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当スキームの実施主体は建築業者である必要はなく、一般の居住者であっても

「一生の買い物として一軒家を購入して住み続けるのではなく、ライフステージに応

じて一軒家をリノベーションしながら転居し続ける」ことができれば、それはヤドカリ

プロジェクトと言える、とのことであった。本事業のノウハウを他地域で横展開する

際に、設計事業者は、改修設計者として関わり、報酬を得ることで参画することが

できるだろう。 

当調査全体を通じて、空き家活用の中でも住宅の事例の多くは、古民家や長屋

といった「建物が元々特別な歴史的価値を持っている」場合が多かった。これは「普

通の住宅」の空き家活用はなかなか難しいという現状を表しているとも言えるだろ

う。そんな中で、ヤドカリプロジェクトは「普通の住宅」を対象に「住宅としてリノベー

ションして主に住宅として活用する」ことができており、その点で貴重な事例であ

る。 

また、本事例は、特別な組織や行政の働きかけを必要としておらず、建築に関わ

る業者や住居の需要者が「価値観を変える」ことによって実現可能となる取り組み

であることが特徴である。ヤドカリプロジェクト的取り組みを広めていくためには「ラ

イフスタイル・価値観の転換をどれだけ広められるか」「一戸建て中古物件のリノベ

ーションによる活用の価値を認める人をいかにして増やすか」がポイントとなるであ

ろう。 
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【事例１２】 

ナゴノダナバンク 

 

（１）事業の概要 

運営会社 ナゴノダナバンク 

対象地域 名古屋市那古野地域 

開始時期 ２００９年（２０１８年に法人化） 

事業内容 
那古野地域で空き家を活用したまちづくりを実施。また、商店街の商業機能再

生を図る「商店街オープン」の実施を通じて空き店舗を活用している。 

 

（２）調査結果 

概要 

① 背景、事業スキーム、実績 

ナゴノダナバンクは那古野地域の任意のまちづくり団体である「那古野下町衆」の空き

家・空き店舗対策チームから独立し、設立された。最初は、空き家の所有者に話を聞きに

行っても、取り合ってくれなかった。そこで事業者を連れていき、事業計画を見せることで

活用につながっていった。他の名古屋市内の商店街において空き店舗活用を進めるため

に、行政からの委託により当該商店街の内外の人々が協働し空き店舗の再生に取り組む

「商店街オープン」を開催している。 

② 事業の特徴 

空き家の所有者と事業者のマッチングを行う際に、あらかじめ事業計画を策定し、事業

者を連れていくことで、具体的な事業の内容等を所有者に説明して活用に理解をいただ

く。一つの空き家活用が別の空き家所有者や不動産業者に影響を与え、空き家活用を活

性化してきた。 

「商店街オープン」は実際に店舗をオープンすることを目指して地域内外や様々な属性の

人が協働している。そのため取り組み内容はハードである。また「商店街オープン」は、地

域やまちづくりに興味があるが、何をしていいか分からない人のための窓口にもなってい

る。 

③ 空き家問題の解消に向けて 

メディアに取り上げられる際は、所有者・事業者にスポットをあててもらい、空き家を提

供することがまちに貢献するという印象を広めることで、空き家を提供することが所有者

＜地域的・流通促進＞ 

①地域活性化・地域づくり 

④地域の魅力や地場産業をきっかけにした人の呼び込み 

⑥市民の価値観・意識変化を促す 

⑦ストックの維持 

⑧空き家等に関わるプレーヤーの増加 

⑨売り手と借り手をつなぐマッチングの仕掛け 
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にとって誇りとなるようにした。 

④ 今後の課題や展望 

名古屋以外の地域での取り組みも増えている。ナゴノダナバンクは、今後も空き家活用

やまちづくりのきっかけになるようなイベントの運営や実証実験を行っていく。 

⑤ 現地見学より 

以前使われていた物件の雰囲気を残すことで、新しい事業者に対しても、地域からの

愛着を受けることができることが感じ取れた。 

 

【考察】 

ナゴノダナバンクが、事業計画を策定して事業者と一緒に空き家所有者に交渉に行くこと

で、空き家の提供が促進されていた。自分の空き家が活用されるとは思っていない所有者が多

かったが、活用の道筋を提示することは、空き家所有者の意識を変えることに役立つと考えら

れる。 

また「商店街オープン」では参加者を募り、実際に店舗をオープンすることが様々な地域でで

きている。これは空き家活用やまちづくりに熱量をもって関与したい人が様々な地域にいること

を示している。商店街オープンのような窓口を作ることができれば、空き家活用によるまちづく

りに関わるプレーヤーを集めることはどの地域でもできると考えられる。 

① 背景、事業スキーム、実績 

【事業開始の背景】 ～まちづくり活動から始まった空き家活用～ 

ナゴノダナバンクは「那古野下町衆」、通称「那古衆」74という任意のまちづくり団体がもとにな

っている。元々は、個人個人がそれぞれの立場・目的に沿ってまちづくりの取り組みを行っていた

が、いつしかお互いがネットワークで結ばれ、一つの組織になっていった。元々那古衆の中にあっ

た空き家・空き店舗対策のチームが独立して、ナゴノダナバンクが結成された。今では魅力的な地

域と言われている那古野であるが、２００９年頃は、商店街に人が１人も歩いていなかったり、住む

人が減っていくようなエリアであった。そして、空き家を活用するという発想を持っている人はほ

とんどいなかった。その中で、ナゴノダナバンクはまず、空き家・空き店舗のデータベースを作ろう

とした。データベースを作るためにヒアリングをしても、所有者は活用を考えていないので、回答

 
74 名古屋市西区の円頓寺（えんどうじ）商店街、円頓寺本町商店街、四間道（しけみち）界隈の若

手商店主を中心に、コンサルタント、大学研究室、建築家、企業、クリエイターら、この地域を愛す

るさまざまなメンバーが、那古野周辺のまちづくりについて話合い活動する。現在、イベントの企

画運営や誘致、防災、商店街活動、マップの作成、空き店舗対策等、多岐に渡るまちづくりを実践

中。 
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をもらうことができなかったという。そこで、空き家の間取り等を想像し、事業者を探し、事業計画

を作り、事業が成り立つような家賃も考え、事業者と一緒に空き家の所有者に説明しにいった。そ

の結果、少しずつ話を聞いてもらえるようになり、空き家の活用事例が増えてきた。ナゴノダナバ

ンクは、２００９年の発足当初はこのように任意団体として円頓寺商店街の物件発掘、リノベーショ

ン、入居者マッチング等を行っていた。２０１８年に株式会社化し、現在では「商店街オープン」等、

商店街の空き家対策の企画等にもかかわっている。 

このようにして円頓寺商店街75が活性化してきたのを見て「他の商店街も円頓寺商店街のよう

にできないか」と名古屋市がナゴノダナバンクに話を持ち掛けた。名古屋市とナゴノダナバンクは、

打ち合わせを重ねていく中で「地元の人だけ」や「外から来た人だけ」では商店街の活性化は難し

いので、色々な人が協働する場を作る必要があるという結論に至り、商店街オープンを始めた。 

商店街オープンを続けていく中で「人材育成も必要である」と考えるようになった。そこで、商店

街オープンのような実践の前段階で「何かやってみたいけど、どうしていいか分からない。」「まち

づくりに興味がある」という想いを持った人たちに向け「まちコーディネーター養成講座」を始めた。 

また、名古屋以外でも大阪の商店街オープンや、まちコーディネーター養成講座の取り組み、

愛媛県の松野町で商店街オープンのスキームを活用した街づくりを行う等、ナゴノダナバンクの

活動は全国に広がっている。 

 

【事業スキーム】 ～実行を重視する～ 

那古野での空き家活用では、事業計画を策定したうえで所有者と交渉することにより、空き家

を提供してもらえる可能性を高めている。また、商店街オープンでは、毎年２件の商店街を選び、

その商店街の空き家を用いて事業を行う。地域内外、様々な属性の人々が集まって協働する。商

店街オープンでは、まず「リサーチ・ステージ」で対象地域のまち歩きや地域のまちづくりをしてい

る人に話を聞き、エリア活性の起点になるようなアイデアの種を考える。まちに欲しいものがどの

ようなものかを膨らませる段階である。その後の「プランニング・ステージ」でアイデアを現実性の

ある事業として成り立たせるために具体的な議論を行い、プランを練り上げる。最後にプレゼンテ

ーションを行い、その後、策定した計画をもとにリノベーションを行い、実際に事業を開始する。

「リサーチ・ステージ」からプレゼンテーションまでで多い場合は２０～３０回程度のミーティングを

経るという。 

 
75 名古屋市西区那古野 1 丁目にある、約 30 店舗が軒を連ねるアーケード商店街。明治から続

く老舗店も点在する中、個性豊かな新しい店舗も次々とオープンしている。2015 年にはアーケー

ドを改修し、モダンな姿に生まれ変わった。 
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商店街オープンのプロセス 

 

出所：商店街オープンＨＰ 

 

【実績】 ～様々な地域への広がり～ 

空き家・空き店舗活用の事例は那古野地域で約４０店舗に上る。２０２３年までに、商店街オー

プンを６回、まちコーディネーター養成講座を３回実施した。商店街オープンによって新しい店舗

ができた商店街では、波及的に他の店舗も新たにできる等、地域に良い影響を与えている事例も

見られる。また、名古屋での実績をもとに、大阪でも商店街オープンが開催され、これにナゴノダ

ナバンクが企画で参加するとともに、愛媛や鳥取、岩手等の空き家活用、中心市街地活性化の事

業にも関わっている。 
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② 事業の特徴 

【まちづくり団体から独立したナゴノダナバンク】 

ナゴノダナバンクの前身である那古衆は、約２０名程度のチームで月１回の定例会を行ってい

た。空き家・空き店舗の対策定例会も全員参加で月１回の開催だったため、対策実施までに時間

がかかりすぎた。気が付いたら駐車場になっていることや、更地になっているということがあり、対

策が追い付いていない状況であった。そこで、少人数で合意形成をするために、専門のチームと

して独立した。地域団体から始めたので、地域の人も一緒になって取り組んでくれる。それがまた、

地域の人たちに安心感を与えるというメリットを生んでいる。 

それでも最初は地域の人たちになかなか理解してもらえなかったという。地域の人がメンバー

にいるといっても、何をする団体であるか外からはなかなか分かりづらい状態であった。そこで、

まちに対して有益なことをする団体であることを分かってもらうために、街の掃除やイベントに出

店する等、少しずつ、名前だけでも知ってもらうための取り組みを行っていた。 

 

【活用したい人が実際にいることで空き家所有者に話を聞いてもらえるようになる】 

ナゴノダナバンクとして活動を始めた時は、那古野は今のように魅力的な場所だと認識されて

いなかった。空き家の所有者も、自分の物件が活用されるとは思っておらず、そのような地域で空

き家活用をしようという活動自体が怪しいと思われていたという。「何か裏があるんじゃないか」と

思われ、会ってすらもらえなかった。そこで先述のとおり、空き家の中の間取りを想像し、事業者

を連れ、事業計画を作り、それを実行できるような家賃も決めた。その計画を持ち、事業者と一緒

に訪問することで、少しずつ話を聞いてもらえるようになった。現実に空き家活用をしたいという

人がいる状況を作ることで、空き家所有者の反応が変わってきた。 

 

【ナゴノダナバンクの空き家活用が地域に波及効果を生む】 

空き家活用の実績ができると、それを見た別の空き家所有者から「自分の家も使えないか」と

話を持ちかけてもらえるケースが徐々に増えてきたという。特に３軒目にオープンしたＡｌｋｕ Ｃａｆ

é ができたあたりから、メディアに取り上げられるようになり、地域の人々が失いかけていた地元

へのプライドが徐々に戻ってきた。その結果、この地域に潜んでいた空き家が表に出てくるように

なった。 

地域に様々な店を誘致するようになってから、外からいくつかの不動産事業者が参入してきた。

那古野地域の魅力が向上したことで賃料の相場が上がり、その結果不動産事業を行う場所とし
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ての魅力が増したので事業を始めた事業者もいる。また、この地域の街並みに魅力を感じて、景

観維持を目指す活動をしに来る人も出てきた。いずれも、ナゴノダナバンクの活動が波及して起

こった新規参入といえる。 

また、活動を始めた時は那古野で事業をしたいという人はほとんどいなかったが、現在ではナ

ゴノダナバンクにだけでも月に１、２件の問い合わせが来ている。 

 

【耐震強度の数値が上がるリノベーションが必須】 

那古野地域には古い建物が多く、事業者にも古民家風の物件が好まれることが多い。そのよう

な物件は修繕や耐震補強のコストが大きくかかる。耐震補強を、高い数値基準を求めて行うこと

は事業収支的に難しい。そこでナゴノダナバンクでは、耐震性が数値的に向上するリノベーション

を行うことを、空き家活用の条件としている。 

当初はＡ工事76の費用すら負担してもらえないことが多く、事業者が全ての費用を負担するこ

とが多かった。 

 

【元々の建物の用途を意識することで魅力を向上させる】 

事業者がリノベーションの費用を負担することが多かったため、その費用を含めて採算が取れ

る事業を考えると、飲食店以外の事業は難しかった。しかし、飲食店だけが並ぶと、商店街やまち

が元来持つ魅力が無くなってしまう。そこで途中からは、空き家になる前の使われ方も意識して、

物販や住居を入れるようにした。「本来の建物の用途、昔の姿に戻すということがこの地域の魅力

をもう一回作り直すにはよいのではないか」と考えている。 

 

【商店街オープンはオープンにこだわる】 

商店街オープンは、ワークショップを通じて意見を集めるだけではなく、絶対に店舗をオープン

させることにこだわっている。商店街オープンの期間内にオープンまでこぎ着けられなかったこと

もあったが、その事例では支援し続け、３年かかりオープンした。オープンすることを目的としてい

るため、内容はとてもハードなものとなっている。オープンまでに２０～３０回ほど集まって議論す

る。これは単に意見集約や学習を通じて参加者が満足を得るようなワークショップではない。議論

のファシリテーションはナゴノダナバンクのメンバーで行っているが、時には進んでいる計画をや

り直しさせる場合もあるという。 

 

 
76 建物の共有部分や躯体の工事のこと。一般的には建物の所有者が費用を負担する。 
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【ナゴノダナバンクのような団体がなくても商店街オープンのような取り組みがまちづくり参加の

窓口となる】 

商店街オープンのもう一つの目的は、関係人口を増やし、将来のプレーヤーやファンを増やす

ことである。地域の人たちの中で、自らの地域に興味を持っている人は少ない。そのため、広域的

に募集をかけなければ参加者は多く集まらないという。地元の人と地域外の人の割合は３：７程度

である。また、地域外の人が入ることによって、慣習にとらわれず、忖度のない意見や発想が可能

となる。とはいえ、地域外の人たちだけだと長続きしない。 

また、地域外の人が、その地域やまちづくりに興味があっても、実際に地域に入っていくことは

難しい。ナゴノダナバンクは「那古野では那古衆があったため、地域外の人が入りやすかった。そ

のような受け皿がない地域では、商店街オープンのような取り組みがあると入ってきやすい」と考

えている。 

③ 空き家等問題の解決に向けて 

【空き家を提供することが所有者にとって誇りになるように】 

空き家のデータベースも、空き家バンクも、空き家の所有者がなかなか情報を提供しない。そ

もそも、空き家は、所有者にとって活用できそうにもない負の遺産である。しかし、活用したい人

からすると、空き家はお宝のようなものである。したがって、所有者にも「空き家は面白い」という

ことを分かってもらう必要がある。また、空き家の提供がまちへの貢献になるような形を作らなけ

ればいけない。そこで、ナゴノダナバンクの活動がメディアに取り上げられるときには、なるべく所

有者と事業者にスポットをあててもらうようにしたという。それを見た空き家の所有者の中から「そ

れなら自分の空き家も使ってほしい」「自分の空き家の方がいい」といった人たちが現れた。もち

ろん、賃料が入ることや、税金が安くなるということも重要であるが、地域に貢献しているというプ

ライドを醸成することも重要であるという。 

 

【建物のストーリーをつなぐことで地域にも愛着を持ってもらう】 

シャッター商店街と呼ばれる商店街は多く存在する。しかし、日の光が入らない暗い商店街に

も希望は残っている。そこには建物が残っているからである。逆に、日が差して明るい商店街の方

が再生が難しい。建物がなくなっているからである。建物が無くなるということは、そこでストーリ

ーが終わってしまうということである。新しい建物を建てても事業を開始できるが、既存の店舗を

活用する方が、地域から受け入れられやすい。ナゴノダナバンクが手掛けた物件でも、建物が元
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来持つ雰囲気をできるだけ残すようにリノベーションを行っている。 

 

【「わざわざ来る」ような場所にする】 

円頓寺商店街は名古屋駅から徒歩１５分程度の場所にある。立地は良いが、逆に言えば、この

エリア周辺の人々は名古屋駅で用事を済ませることができるということでもある。そのため「わざ

わざ人が来る」ような名古屋駅周辺に負けない魅力的な店舗を展開しないと、人を呼び寄せるこ

とはできない。那古野での本事例の成功は、比較的大きな中心街の周辺に位置する地方の商店

街において、参考にすることができる。 

 

【建築士と経営者のバランスが重要】 

空き家をリノベーションして事業を行う場合、耐震性と費用のバランスを考えることが必要にな

る。商店街オープンにおいても、ファシリテーションを行う中で、事業計画作成や、所有者への家

賃交渉等が重要である。これらを上手く進めるためには「建築士と経営者のバランス感覚」が重

要だと考えている。 

④ 今後の課題や展望 

【ナゴノダナバンクがきっかけづくりになっていく】 

現在ナゴノダナバンクは、名古屋以外でも地域活性化の取り組みを行っている。鳥取県智頭町

では、文化的景観の中にあるかやぶき屋根の建物を、まちづくりのきっかけとして活用していきた

いと考え、商店街オープンのスキームを用いた活動を検討している。愛媛県松野町では、松野町

を知ってもらうためのまちづくりを行っている。元々は教育委員会の取り組みだったが、まちづく

りや空き家対策の部署と連携するようになり、ナゴノダナバンクが関わっている。岩手県陸前高田

市77では、名古屋市との交流事業において「空き家を建てる」ことになった。東日本大震災で建物

が流され、空き家もないためである。実証実験として、人が来ないと言われた川沿いの土地に「小

屋」を３軒程建ててイベントを開催したところ多くの人が来たという。それをきっかけに陸前高田市

のゆるキャラのショップがその土地を使うようになった。 

このように、ナゴノダナバンクは、様々な地域でまちづくりや空き家活用のきっかけになるような

イベントや、まちづくりを見据えたニーズ調査、実証実験等を行っている。 

 
77 名古屋市と陸前高田市は、2014 年に友好都市協定を締結している。 
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円頓寺商店街 

 

出所：筆者撮影 

ナゴノダナバンクが発足以前からかかわっている「円頓寺商店街」の平日午後の様子。「円頓

寺秋のパリ祭」の準備がされていた。 
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⑤ 現地見学より 

２０１８年の第一回ナゴヤ商店街オープンでオープンした駅西銀座商店街「喫茶モーニング」に

伺った。 

 

外観（左上）、店内の様子（下）、朝に限らず一日中楽しめるモーニングセット（右） 

 

 

出所：筆者撮影 

喫茶モーニングは、一日中モーニングが楽しめる喫茶店として人気である。この空き家活用の

成功がきっかけとなり、他の空き家活用による店舗オープンにつながっている。 
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次に那古野地域の物件を見学した。 

 

屋根神様78のある歴史的建造物 

 

出所：筆者撮影 

 

ナゴノダナバンク代表の市原氏は、この物件の改修をきっかけに那古野エリアでリノベーション

を手掛けるようになったという。このような歴史的建築物の改修ができることも、那古野地域で空

き家活用をできている理由の一つである。 

 
78 屋根に設置された祠。この物件に設置されているものが、那古野地域で一番大きなものであ

る。 
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米蔵であった物件が日本酒レストランに 

 

出所：筆者撮影 

 

 

出所：筆者撮影 
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江戸時代の米蔵が、酒蔵によってレストランとして活用されている。この物件の活用の際には、

行政に間を取り持ってもらい、これがナゴノダナバンクが行政と関わるきっかけになった。当米蔵

の所有者は、それまでも活用の提案をされてきたが、首を縦に振らなかったという。そこでナゴノ

ダナバンクが事業者を連れてきたところ、貸し出すことを了承したという。 

 

市原氏が手掛けた新築 

  

出所：筆者撮影 

左は、中庭の様子。古き良き趣とモダンな意匠が融合して洗練された空間となっている。右は、

複数の店舗が入居する複合施設的な物件になっている。まるで別世界に入り込んだような感覚を

覚える。 
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２階にナゴヤ座が入っている物件 

 

出所：筆者撮影 

公演前には舞台の一部を行う「ちょい見せ」を店舗前で行っている。２階に歌舞伎小屋、１階に

飲食店が複数店舗入っている規模の大きな物件である。元々の物件の趣を残したままリノベーシ

ョンしている。地域の人たちにとって愛着のある建物を活用することによって、入居した事業者に

も愛着を持ってもらうことができる。 
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出所：筆者撮影 

右の建物のひさしの部分は老朽化していたが、路地の雰囲気を作ることを目的に、リノベーショ

ンして残すこととした。 

 

ナゴノダナバンク物件「喫茶なごのや」 

 

出所：筆者撮影 
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ナゴノダナバンク物件「ＢＡＲ ＤＵＦＩ」 

 

出所：筆者撮影 

 

元々２階建ての店舗が空き家になっていた物件 

 

出所：筆者撮影 

２階の床を撤去してボルダリング施設にリノベーションしている。 
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空き家を活用する事業で課題となるのが、物件を提供してもらえないことであ

る。人があまり来なくなった地域では、なおさらその傾向が強い。本事例では、人が

来なくなった場所において、空き家を提供してもらうことを可能としている。事業計

画を作り、事業者と一緒に所有者を訪問し、交渉したことが大きな要因であった。 

このことから、空き家を市場に出していない所有者の多くが「貸したくない」ので

はなく「借りる人がいない」と考えていることが分かる。そして、そのような考えを持

つ所有者には、確実に活用される根拠を提示することが重要であると考えられる。 

また、商店街オープンによって、那古野以外の地域でも空き家を活用し、事業を

始めることができている。実際に事業を開始するところまで関与する熱量をもった

参加者が、多く存在する点は着目すべきである。ナゴノダナバンクや商店街オープ

ンのような「窓口機能」を用意することで、どのような地域においても、空き家を活

用するプレーヤーを集めることは可能であると考える。 

ナゴノダナバンクがこれらを可能にした要因の一つは、建築士と経営者両面から

の視点を持っていたことである。その背景には、代表の市原氏が、ナゴノダナバンク

以前から、事業化のためのリノベーションを行ってきた経験があったこともあるが、

実際に地域で店舗を構えていたことも重要な要因であると考えられる。 

地域外の人間が地域に入り込み、地域活性化に寄与するためには、その場所に

根差す拠点を作ることが必要である。本事例は、空き家の活用による地域の活性

化の方法だけでなく、地域におけるプレーヤーを呼び込むための参考になるもので

ある。 

（３）考察 
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４章 提言 

 

空き家が持つ特徴に「誰かが活用していた期間があり、それがいったん終了していること」が挙

げられる。これは「開始―中間―終了」が存在する、一種の物語79と言える。どの空き家等にも「物

語性」が宿っており、空き家等を一般の不動産物件と一線を画す存在たらしめている。３章で見て

きた１２のいずれの事例でも、空き家等を価値の無くなった負の産物ではなく、魅力的なものとし

て見ていた。意識的または無意識的に空き家等の物語を読み取り、活用し、広げることで、空き家

等活用の事業を行うことが可能になっていたのではないだろうか。そこで、物語の活用や拡張と

いう観点で事例の分析を行い、空き家等活用のために必要なアクションを提言する。 

 

１．事例の分析 ～空き家等に宿る「物語性」～ 

 

空き家等が持つ物語は「どのように使われていたか」という【過去】の話だけにとどまらず「この

先どのように使われるか」という【未来】の話も包含している。また、物語において【登場人物】は重

要な役割を持つ。まちづくりや地域を巻き込んだ空き家等活用においても人のリソースは重要で

あり、課題ともなっている。このことから、登場人物についても着目する。さらに、空き家等が存在

する【地域】にも独自の物語が存在する。また、事業の工夫によって、さらに物語性の【質を高める】

ことが可能となる。 

 

（１）空き家等の物語を活用する ～【過去】～ 

＜家いちば、ＮＩＰＰＯＮＩＡ、Ｑ１、暇と梅爺、ナゴノダナバンク＞ 

家いちばは、所有者が物件のストーリーを記述する場を提供することで共感を醸成している。

まさに「物語」を活用した事例である。ＮＩＰＰＯＮＩＡや、Ｑ１、暇と梅爺、ナゴノダナバンクは、以前

使われていたときの雰囲気を維持することで、空き家等が持っている物語をつなぎ、古いことや

誰かが使用していたことを価値に転換している。 

⇒空き家等の過去の物語を見える化し、購入希望者が空き家等の価値を発見する（提言１）。 

 

（２）未来についての物語を活用する ～【未来】～ 

＜さかさま不動産、家いちば、ナゴノダナバンク＞ 

空き家等所有者が、空き家等を活用の場に出さないことが課題となっている。さかさま不動産

は、活用者の人となりや活用目的を掲示することで、空き家等所有者の態度変容を喚起している。

 
79 物語の定義は様々なものが用いられている。本稿では、過去・現在・未来への時間軸のある情

報や行動を「物語」と定義する。 
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家いちばにおいてもその物件を使いたいという想いをコミュニケーションとして用いている。ナゴ

ノダナバンクでは、事業計画を策定のうえ、事業者を連れて所有者に話をしに行っている。空き家

等が今後どのように使われることになるかという、物語を想起させることで活用につながるのでは

ないかと考えられる。 

⇒空き家等の未来の物語（活用目的）を見える化し、空き家等所有者が空き家等の価値を発見

する（提言１）。 

 

（３）物語の登場人物や物語に触れる人を広げる ～【登場人物の展開】～ 

＜ナゴノダナバンク（商店街オープン）、暇と梅爺、巻組（ＤＡＯ）、神山町、Ｑ１＞ 

物語において、登場人物は重要な要素である。空き家等活用においてもプレーヤーの参入によ

って、流れが変わることが考えられる。ナゴノダナバンクの商店街オープンは、まちづくりに関わり

たいと考えている人の受け皿になっている。暇と梅爺は、インターン等により学生の受け皿となっ

ている。巻組がＲｏｏｐｔやＣｒｅａｔｉｖｅ Ｈｕｂで用いているＤＡＯは、距離や立場等を越えたフラット

なつながりを持つことを可能にしている。神山町は、積極的な住民参加を促進する手法を採り、地

域住民を物語の登場人物にしている。神山町やＱ１では、行政の重要な立場にある人が主体的に

参加することで、施策を円滑に進めることを可能としている。 

⇒受け入れ態勢を構築する（提言２）。地域のネットワークを活用する（提言３）。 

 

（４）地域に物語の舞台を広げる ～【地域への展開】～ 

＜ＮＩＰＰＯＮＩＡ、ＨＡＧＩＳＯ、ヤドカリプロジェクト＞ 

空き家等に物語があることと同様に、地域にも独自の物語が存在する。空き家等だけでなく、

地域にも物語を広げることによって、より魅力的な事業にできる。ＮＩＰＰＯＮＩＡやＨＡＧＩＳＯ等は

分散型ホテルにすることで、宿泊者が地域とのつながりを持つことができるため、より良い体験を

提供することを可能としている。また、ヤドカリプロジェクトは特定の地域において取り組みを続け

ていくことによって、エリアに広がりを持った物語を作ることができる。 

⇒地域とのコミュニケーションを促進する。地域に拠点を置く（提言４）。 

 

（５）物語性を高める ～【質の向上】～ 

＜ＮＩＰＰＯＮＩＡ、ＨＡＧＩＳＯ、ヤドカリプロジェクト、京都里山ＳＤＧｓラボ「ことす」、暇と梅爺、いい

かねＰａｌｅｔｔｅ、巻組＞ 

ＮＩＰＰＯＮＩＡやＨＡＧＩＳＯは、統一感のあるデザインを用いている。それぞれの物件のつながり
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を強めることで、物語性を強めることができる。ヤドカリプロジェクトは、住み継いでいくということ

が物語を作っている。京都里山ＳＤＧｓラボ「ことす」は、ＳＤＧｓの文化的教育という目的を明確化

したうえで、地元の自然や農林産業を物語化している。また、物語と芸術のつながりは強く、物語

そのものが芸術となることもある。暇と梅爺やいいかねＰａｌｅｔｔｅ、巻組は芸術とのつながりが強い。

そのような事例は空き家等の活用と相性が良いと考えられる。 

⇒コンセプトを明確化し、物語性のあるコンセプトを活用する（提言５）。 

 

 図表４－１ 分析 ～空き家等に宿る「物語性」～ 

 

 

２．提言 

 

空き家問題の解決には、空き家等を魅力ある存在と捉える人々を増やすことが重要である。空

き家等を魅力的なものとして見、価値を見出し、空き家等活用促進を可能とするためには、前項

で述べたような「空き家等に魅力を宿す物語性」を活用してアクションを起こしていくことが有効

である。この認識の下、東北圏で空き家等活用を促進し、地域を活性化する方策を提言する。 
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提言１ 空き家等所有者・購入希望者へ的確に情報提供する 

 

空き家等所有者に「どのような活用方法があるか」を具体的に説明することにより、空き家等に

価値があるということを理解してもらう。新たな情報の流れを構築することによって、今まで出て

こなかった空き家等の情報を引き出すことが可能となる。また、より多くの購入希望者が空き家等

の物語を知ることができるように見える化し、活用を促進する。民間事業者であれば、業務のオペ

レーション等を通じて、行政であれば空き家活用サポート制度等を通じて実施する。 

 

 

  



 272 

 

提言２ 空き家等活用に関わるプレーヤーを増加させる 

 

地域内外に関わらず、地域や空き家等活用に興味を持った人に参加してもらえるように、窓口

になるようなイベントや受け皿となるような組織を作る。そして、民間の力やＤＡＯ等の新しい仕組

みを活用して地域と連携しプレーヤーを増加させる。 
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提言３ 空き家等の物語性を活かした東北圏らしい事業を展開する 

 

東北圏に住む人々自身が東北ローカルの物語性を再発見し、エリアの空き家等活用事業を展

開する。廃校を高齢者介護施設に活用する。低迷した温泉街等の観光地や商店街の再生に空き

家等を活用する。その際、地域に根差す組織と連携し、地域が主導権を握り活動する。また、行政

における主要な人物が主体的に関わることも重要である。プロジェクト単位での行政・事業者・住

民の合意形成の場を創出（空家等対策の法定協議会80を設置）することも有効である。 

 

 

 

  

 
80 全国の 57.0%の市区町村が設置済。東北圏の県ごとの平均は 51.0%（２０２３年度末）。 
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提言４ 空き家等活用を地域に広げる 

 

地域に既に存在する地場産業や他の空き家等活用事業と連携できるような空き家等活用を行

うことで、来訪者に地域の魅力を知ってもらうことができる。その中で、事業者自身も地域に根差

すことが必要である。このような取り組みを通じてエリア全体の魅力向上を目指す。 
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提言５ 空き家等の物語が価値になることを広く周知する 

 

空き家等において物語の存在が価値になることを広く理解してもらう。そして、住宅や店舗等の

建物は次の世代に使い継ぐものであるという意識へと転換する。なお、物語性は空き家等の適切

な管理・解体にも貢献し得る。例えば、空き家の解体で生じた部材を他の物件や家具等に再利用

することで物語をつなぎ、解体することの後ろめたさを解消し、適切な解体を促進するというよう

な活用方法が考えられる。 
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